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平成２７年第１回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第３号） 

 

                             平成２７年３月４日（水曜日）午前１０時開議 

 

日程第 １ 市政一般質問 

    ５ 番 佐藤一則議員 

      １．「道徳」の教科化について 

      ２．水道事業について 

      ３．下水道事業について 

    １ 番 藤村由美子議員 

      １．市民協働のまちづくり推進のための指針と仕組みづくりについて 

      ２．黒磯駅前活性化プロジェクトについて 

    ７ 番 櫻田貴久議員 

      １．本市の観光振興と活性化について 

      ２．本市のインバウンドの取り組みについて 

      ３．本市の発達障害児の支援について 

      ４．市道湯街道２号線と日新中学校の学区内の道路整備について 

    ２ 番 星 宏子議員 

      １．更なる子育てサポートを 

      ２．児童・生徒の緊急搬送時の情報の共有化について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（中村芳隆議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は25名であります。 

  19番、若松東征議員より遅刻する旨の届け出が

あります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中村芳隆議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（中村芳隆議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 佐 藤 一 則 議員 

○議長（中村芳隆議員） 初めに、５番、佐藤一則

議員。 

○５番（佐藤一則議員） 皆様、おはようございま

す。 

  議席番号５番、ＴＥＡＭ那須塩原、佐藤一則で

す。通告書に従い、市政一般質問を行います。 

  １、「道徳」の教科化について。 

  平成26年10月に中央教育審議会答申「道徳に係

る教育課程の改善等について」は、「今後、グロ

ーバル化が進展する中で、さまざまな文化や価値

観を背景とする人々と相互に尊重し合いながら生

きることや、科学技術の発展や社会・経済の変化

の中で、人間の幸福と社会の発展の調和的な実現

を図ることが必要である」としました。そして、

そのためには、「一人一人が高い倫理観を持ち、

人としての生き方や社会のあり方について、多様

な価値観の存在を意識しつつ、みずから感じ、考

え、他者と対話し、協働しながら、よりよい方向

を目指す資質・能力を備えることが重要である」

としています。 

  グローバル社会の中で、価値観の「多様性」を

踏まえた資質、能力の育成が今後の道徳教育の使

命となることは間違いないが、「多様な価値観」

を前提とすることは、全ての価値を並列的に認め

ることではなく、多様な価値観を認めながら、よ

りよい社会や自己のあり方、生き方を実現するた

めの「正解」を導き出す努力は必要であり、その

ための資質・能力を育成することが道徳教育の役

割であると考えられます。 

  道徳教育は、教育基本法及び学校教育法に定め

られた教育の根本精神に基づき、人間尊重の精神

と生命に対する畏敬の念を家庭、学校、その他社

会における具体的な生活の中に生かし、豊かな心

を持ち、伝統と文化を尊重し、それらをはぐくん

できた我が国と郷土を愛し、個性豊かな文化の創

造を図るとともに、公共の精神を尊び、民主的な

社会及び国家の発展に努め、他国を尊重し、国際

社会の平和と発展や環境の保全に貢献し、未来を

開く主体性のある日本人を育成するため、その基

盤として道徳性を養うことを目標としていますの

で、次の点についてお伺いします。 

  ⑴教科書・教材の選定をどのように考えている

かお伺いします。 

  ⑵指導内容についてお伺いします。 

  ⑶指導方法についてお伺いします。 
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  ⑷評価する方法の課題についてお伺いします。 

  ⑸指導計画についてお伺いします。 

  ⑹指導体制についてお伺いします。 

  ⑺家庭、地域との連携についてお伺いします。 

  以上、１回目の質問とします。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、私のほうから、

１の道徳の教科化についてのご質問に順次お答え

をさせていただきたいというふうに思います。 

  まず最初に、現在、学校教育の中で行われてお

ります道徳教育について、その概要というんです

か、大つかみでちょっと話をさせていただきたい

と思います。 

  豊かな人間性や豊かな心の育成を図るために、

各学校では現在、心の教育を推進しております。

その基盤として、道徳教育は重要な役割を担って

おりまして、道徳の時間、これをかなめとしなが

ら、学校教育全体を通じて道徳的な信条、判断、

実践意欲と態度などの道徳性を養っております。 

  道徳の時間は、年間で35時間、これを確保する

こととなっておりまして、小学校、中学校ともに

学級担任が授業を行うということになっておりま

す。 

  では、⑴の教科書、教材の選定につきましてお

答えをいたします。 

  現在、各学校におきましては、民間発行者が編

集、発行しております道徳の副読本、例えばこう

いった形のものでございますが、こういうもの、

それから文部科学省が配付をしております「私た

ちの道徳」、こういったもの、さらには栃木県が

作成をしました資料集という形で、これは主に郷

土資料集という形で、こういった本ですね。こう

いったもの、さらには教師みずからが作成しまし

た資料、こういったものを教材として選定をしま

して、学級や児童生徒の実態に応じた授業を行っ

ているということでございます。 

  次に、⑵の指導内容につきましてお答え申し上

げたいと思います。 

  現在、各学校で行っております年間35時間の道

徳の時間、これはそれぞれの発達段階に応じまし

て、道徳性、これを４つの視点に分けております。

１つが、主として自分自身に関すること、次に、

主として他の人とのかかわりに関すること、３つ

目が、主として自然や崇高なものとのかかわりに

関すること、４つ目が、主として集団や社会との

かかわりに関すること、こういったことに分類さ

れまして、内容項目、小学校１、２年生は16、そ

れから３、４年生が18、５、６年生が22、そして

中学校になりますと24というふうに内容項目の数

がふえていくわけですが、そういったものを取り

上げて行っております。 

  次に、⑶の指導方法でございますが、現在、各

学校で行っております道徳の時間は、先ほど紹介

しましたような読み物資料を使って道徳的価値の

理解を図り、自己のこれまでを振り返らせ、道徳

的実践力の育成につなげるという指導方法が最も

多く行われております。 

  また、道徳の時間をより充実するために、問題

解決的な学習、あるいは体験的な活動、さらには

話し合い活動、あるいはロールプレーなどを取り

入れた活動など、さまざまな工夫を現在、取り入

れた指導を行っているということであります。 

  次に、⑷評価方法の課題のご質問でありますが、

学習指導要領の中で、児童の道徳性については、

常にその実態を把握して、指導に生かすように努

める必要があるというふうになっております。 

  ただし、道徳の時間に関して、数値等による評

価は行わないというふうに示されておりまして、
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現在、各教科における評価のようなことは行って

はおりません。 

  しかしながら、児童生徒の道徳性の変容につき

まして、適切に把握することが道徳の時間の指導

改善に重要でありまして、そのためには、児童生

徒の成長の様子を適切に観察あるいは記録してい

きながら、具体的にどのような点で道徳性の高ま

りが見られたかについて、いかに見取っていくか、

教師が見取っていくか適切な評価をするための教

師の研修、これを充実させていくことが極めて重

要だと、このように考えております。 

  次に、⑸の指導計画についてのお尋ねですけれ

ども、現在、各学校におきましては、児童生徒の

実態を踏まえ、道徳教育の全体計画及び道徳の時

間の年間指導計画、こういったものを作成してお

ります。 

  その際、どの内容を指導するかという計画だけ

ではなくて、全教育活動を通じて道徳教育を行う

ということを踏まえて、年間指導計画の中に各教

科、あるいは総合的な学習の時間、特別活動、さ

らには学校行事などの関連を明らかにした一覧表

を全ての学校におきまして作成をしているという

ような現状にございます。 

  次に、⑹の指導体制についてのお尋ねでござい

ますが、さきに述べましたとおり、道徳教育は、

学級担任が行う道徳の時間をかなめとしまして、

全教育活動を通じて行うものであります。各学校

では、校長が示す方針のもとで、道徳教育推進教

師、これが中心的役割を果たすことができるよう

に、校内指導体制を整えているところであります。 

  加えまして、来年度ですけれども、本市では文

部科学省、県教委の研究指定を受けまして、特色

ある道徳教育支援事業、この研究を進める予定と

なっております。 

  よりよい指導体制の構築や新しい道徳授業の創

造などの研究がこれによって進むものと大いに期

待をしておりますので、ぜひその成果を市内の全

ての学校で共有し、道徳教育の一層の充実に努め

てまいりたいと、このように思っております。 

  最後に、⑺の家庭、地域との連携についてのお

尋ねでございますが、学習指導要領におきまして

は、道徳教育は学校、家庭、地域社会の３者がそ

れぞれの役割を果たすことによって、その充実を

一層図ることができるというふうになっており、

とりわけ基本的な生活習慣の確立や規範意識など、

こういった基本的な倫理観の育成、道徳的実践の

指導の場での指導の面での家庭、あるいは地域社

会の果たす役割は大きいというふうになっており

ます。 

  こういったものを受けまして、各学校では、授

業参観や学校公開日に道徳の時間を公開したり、

学校行事での児童生徒の活躍の様子あるいは変容

について、家庭や地域にお知らせをしたりして、

学校での取り組みにつきまして、積極的に情報を

提供しております。 

  また、道徳の時間や体験活動などを実施する際

には、保護者や地域の人材を積極的に活用するな

どして、児童生徒の心に響く実践を行っている学

校も多くあります。 

  家庭でも地域でも、学校と同じスタンスで子ど

もたちにかかわることによって、児童生徒に確実

に道徳的実践力が身についていくと、このように

考えているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 最初の答弁いただきまし

て、ありがとうございます。 

  それでは、順次再質問をさせていただきます。 

  まず初めに、⑴の教科の選定についてでござい

ますが、現在は、民間発行者が編集、発行してい
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る道徳の副読本や、文科省が配付している「私た

ちの道徳」等を教材として授業を行っているとい

うことですが、平成30年度に向けての完全実施さ

れた後は、検定教科書に代替えされる可能性があ

りますので、その際の留意点についてお伺いをい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今おっしゃったように、

今後国の予定としては、平成28年度に次期学習指

導要領の告示がなされるだろうというふうに考え

ております。 

  それに従いまして、今後、教科化ということに

なるとすれば、教科書が編集されて、検定を受け

るという形ですので、今おっしゃっているように、

今のスケジュールでいけば、平成30年度から検定

の教科書が出てくるということになりますので、

当然のことながら、教科書となれば、教科用図書

採択という事務を経て、きちんとした形で採択が

行われて、各学校で使用されるというふうになり

ますので、当然国の検定を受けてまいりますので、

それらの基準にのっとったものであるというふう

に理解しますので、適切に採択事務を進めて、使

用していきたいと、このように考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） ⑴につきましては、理解

したところであります。 

  続きまして、⑵の指導内容についての再質問で

ありますが、現在、４つの視点、自分自身、ほか

の人、自然や崇高なもの、集団や社会の４つの視

点での事業ということでありますが、これらにつ

いては、移行するに当たっての改善点はどのよう

に考えているかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 話が教科化の部分と重な

ってくるところありますが、国におきましても、

今後、これらの学年段階、発達段階に応じた内容

項目について、さらに系統的に整理をして、学習

指導要領の中で示していくということが予想され

ますので、それらを踏まえた上で、適切に道徳の

時間の中で扱っていくということであろうと、こ

う考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） はい、わかりました。 

  続きまして、⑶の指導方法についてでございま

すが、道徳化では、より多様で効果的な指導方法

を積極的に導入することが求められると思います

が、それにつきましては、どのように考えている

のかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） この指導方法につきまし

ては、先ほどお見せしましたとおり、どちらかと

いうと道徳の時間、これまでは読み物資料が中心

となっておりまして、その中から道徳的価値を子

どもたちに見出させ、それを信条として養い、さ

らには実践力をつけていくという形をとっており

ます。 

  ですが、恐らく国が今後考えているのは、さら

にそれを一層より確実なものにするために、子ど

もたちが主体的にその価値を学んでいく、そうい

う活動というものを授業の中に、道徳の時間の中

に取り入れていってほしいというようなことが先

ほど議員が触れておりましたような答申の中にも

ありますので、そういった子どもたちが主体的に

学ぶ活動、そういったことも今後、道徳の時間の

中で積極的に取り入れていくことが考えられるだ

ろうと、このように思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 



－140－ 

○５番（佐藤一則議員） ⑶につきましては、理解

したところでございます。 

  続きまして、⑷の評価の方法についてでござい

ますが、現在は評価は行わないということで、今

後はですね、それにつきましても、適切な評価を

するための教職員の研修を充実させていくことが

必要ということでございますが、その研修の時期

と方法等についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 評価につきましては、先

ほど申し上げましたように、現行におきましては

数値化はしない。今後、教科化が行われた場合に

おきましても、当然のことながら、子どもの内面

の評価でありますので、数値化できるものではな

いだろうというふうに国もとらえておりまして、

そういったことが今後きちんと示されるだろうと、

こう思っております。 

  その中で、やはり子どもの変容というものをし

っかりとらえること、これは何も道徳の時間に限

らず、全ての教育活動の中ではきちんと行わなけ

ればならないものとなると思っておりますし、教

科化になるからということで、改めて研修をどう

こうということではなく、既に今までも教員に対

してはさまざまな分野の研修を重ねております。

それは全て子どもたちの変容をしっかり見取って

いくということを先生方にさらにより確かにして

もらう、そういう内容で進めておりますので、今

後、道徳につきましても、国から何がしかの新た

なものが示されてくることも予想されますので、

そういったことを踏まえた上で、きちんとした研

修の体系をとっていきたいと、このように考えて

おります。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 確かに道徳が教科化にな

ったとしても、道徳は、私の私見でございますが、

全てが道徳だと考えておりますので、その辺もし

っかりと見据えて、今後ともどうぞよろしくお願

いをいたします。 

  続きまして、⑸の指導計画についてでございま

すが、年間指導計画の中で、学校行事などとの関

連一覧表が全ての学校で作成されているというこ

とでございますが、今後、道徳化に向けての計画

の留意点についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今後、これが大きく変わ

るということはまず考えられないかなというふう

に思っています。強いて挙げれば、今後、先ほど

触れました指導内容について、より児童生徒の発

達段階に応じた体系化というものがなされるとい

うようなことが国のほうからも少しアナウンスさ

れてきておりますので、そういったことを踏まえ

て、既に作成されていた各年間指導計画、あるい

は関連計画、そういったものをしっかりと見直し

をして、より効果的に、学校教育全体の中でしっ

かりと子どもたちの道徳性が養われ、そして道徳

的実践力が高まる、こういったものを確認するこ

とがとても重要になってくると、このように思っ

ております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） よくわかりました。 

  続きまして、指導体制についてでございますが、

答弁の中で、本市が文科省と県教委からの研究指

定を受けて、特色ある道徳教育支援事業の研究に

着手するということでございますが、この研究指

定を受けた自治体の数と、この指定を受ける基準

ですか、そちらについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 
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○教育長（大宮司敏夫） 全国でどの程度の数の指

定があるか、申しわけございませんが、今手元に

細かな資料がございませんが、県内では２地域で

あったかと思います。 

  本市におきましては、現段階では東小学校を研

究指定させていただいて、研究主題、現在まだ仮

でありますけれども、「仲間とともによさを高め

合う児童をはぐくむ道徳教育」というような研究

主題のもとに、２カ年の研究を進めていく予定で

おります。 

  当然のことながら、この研究期間の中に、次期

の学習指導要領も出てくるというタイミングであ

ると思いますので、今後を見据えた研究の内容に

もなってくるものというふうに大いに期待してお

りまして、研究の成果を速やかに全市内の小中学

校で共有していきたいというふうに思っておりま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） その研究成果がしっかり

と全国へ発信できて、それがスタンダードになる

ような研究になればと思っておりますので、どう

ぞよろしくお願いをいたします。 

  この項目の最後、⑺の家庭、地域との連携につ

いてお伺いをいたします。 

  現在の取り組みについては理解したところでご

ざいますが、社会環境や価値観の多様化、個々の

家庭環境の変化により、必ずしも十分な道徳教育

が期待できる状況にはない現実があると思います。 

  家庭における道徳教育の基本はしつけであり、

しつけの基盤には保護者の愛情が不可欠であると

言われておりますが、児童虐待などの報道が多い

昨今、学校としての今後どのように家庭教育にア

プローチをしていくのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員おっしゃるとおり、

子どもたちを取り巻く環境というのは大変厳しい

状況にあるというのも、そのとおりであろうと思

っております。だからこそ、子どもたちには豊か

な心の育成、これがとても大切なことになってお

りまして、学校教育の果たす役割は大きいと思っ

ております。 

  しかし、学校教育だけでは賄えるものではあり

ませんので、議員おっしゃるとおり、温かな家庭

があって、そして子どもたちを包み込む地域社会

があって、そしてしっかりと学校教育がそこで行

われると、こういう環境をしっかりとつくってい

くということがとっても重要であると思っており

ます。 

  ですので、今、ややもすると学校教育にかなり

ウエートがかかっているような部分もありますが、

ぜひ今後ともしっかりと家庭教育の充実、あるい

は社会教育の果たす役割をしっかりと認識をして

いただいて、その中で、子どもたちがすくすくと

育っていく、そういった社会に少しでもなってい

けるようにしていければというふうに思っており

ます。 

  また、家庭教育につきましては、学校教育もあ

りますが、生涯学習として、今後、家庭教育につ

いては、しっかりとしたものを、情報提供も含め

まして、していく必要があるというふうに強く感

じておりますので、この辺につきましても、今後

力を入れてまいりたいと、こう思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 確かに、今、家庭と学校

と地域社会ですか、うまくその役割が、バランス

が崩れているような気がいたしております。 

  道徳が教科化になったから、ならないから以前

にしましても、そのバランスがうまくいきまして、

今後、この道徳の教科化に向けて、今後も円滑に
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移行できるよう、どうぞよろしくお願いをいたし

まして、この項の質問を終了させていただきます。 

  続きまして、２の水道事業について。 

  本市の水道事業は、平成21年４月１日、市内10

水道事業（黒磯上水道、西那須野上水道、塩原上

水道、新湯簡易水道、関谷簡易水道、大貫金沢簡

易水道、宇都野簡易水道、板室本村簡易水道、板

室温泉簡易水道、西塩簡易水道）が統合して誕生

し、平成26年度は、那須塩原市水道事業認可（平

成21年度から平成28年度）の後期であり、危機管

理対策や環境負荷の低減を目的として、上水道へ

の小水力発電の設置や安定した配水・給水を確保

するため、配水池関連設備等の整備を進めている

ことから、次の点についてお伺いをいたします。 

  ⑴給水区域内人口、給水人口及び給水区域内普

及率の推移についてお伺いいたします。 

  ⑵配水量（総量）、有収水量（総量）及び有収

率の推移についてお伺いします。 

  ⑶水道料金の現状と課題についてお伺いします。 

  ⑷水道サービスの持続性の現状評価と課題につ

いてお伺いします。 

  ⑸安全な水の供給の現状評価と課題についてお

伺いします。 

  ⑹危機管理への対応の現状評価と課題について

お伺いいたします。 

  以上、２点目の質問です。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 佐藤一則議員の質問に私か

らもお答えをいたします。 

  水道事業６項目についてお尋ねでございますの

で、順次お答えをしてまいります。 

  まず、⑴の給水区域内人口、給水人口及び給水

区域内普及率の推移についてお答えいたします。 

  給水区域内人口ですが、平成25年度11万7,091

人であり、平成23年度から751人の減となってお

ります。 

  給水人口につきましては、平成25年度は11万

5,235人、こちらも平成23年度から717人の減とな

っております。 

  給水区域内の普及率につきましては、平成25年

度までの３年間のいずれにおきましても、98.4％

でありました。 

  給水区域内人口及び給水人口とも、この３年間

につきましては、わずかながらの減少傾向にあり

ます。 

  また、両者の割合、減少割合がほぼ同じであり

ましたために、普及率は変化がなく推移をしてお

ります。 

  次に、⑵の配水、有収水量及び有収率の推移に

ついてもお答えいたします。 

  配水量でございますが、平成25年度は1,631万

㎥、平成23年度と比較しまして64万㎥の減少とい

うことになります。 

  有収水量につきましては、平成25年度は1,298

万㎥、平成23年度とほぼ同量でありました。 

  有収率につきましては、平成25年度は79.6％で

あり、平成23年度から3.1ポイントの増となって

おります。 

  この３年間で見ますと、有収水量がほぼ横ばい

で推移をしているのに対し、配水量はわずかに減

少しており、その結果、有収率が向上しておりま

す。 

  続きまして、⑶の上水道料金の現状と課題につ

いてお答えいたします。 

  かつて事業ごとに異なっておりました水道料金

につきましては、事業統合後の平成22年10月に統

一し、新たな料金体系といたしました。 

  しかしながら、新しい料金体系では、従来と比
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較して負担が大きく異なる方もいらっしゃいます。

そのような方々に対しましては、急激な負担の増

加を緩和するための措置を講じております。 

  具体的には、新旧料金差の一定割合を軽減する

ものであり、この軽減率を６年かけて減らすこと

といたしました。現在の軽減率は、最終段階の４

分の１でありまして、平成28年12月検針分以降に

つきましては、軽減措置の適用が全て終了し、新

たな料金体系へ移行が完了いたします。 

  これにより、安定した料金収入により経営基盤

の維持を期待するとともに、事業統合以来の課題

でありました料金格差につきましても解消するこ

ととなります。 

  最後に、⑷の水道サービスの持続性の現状評価

と課題、また⑸の安全な水の供給の現状評価及び

課題及び⑹の危機管理への対応の現状評価と課題、

この３点につきましては、一括して関連がありま

すのでお答えいたします。 

  事業統合後における本市の水道事業は、水道料

金の改定などにより、安定したサービスを提供し

ているものと認識しております。 

  水質管理や危機管理にしましても、事業統合に

より民間事業者への包括的な業務委託が可能とな

り、より効果的で効率的な取り組みが実践できて

いるものと考えております。 

  今後の課題としては、人口減少に伴います収益

の減少、石綿管や老朽鋳鉄管の更新及び大規模自

然災害への備えなどが考えられ、その対策につい

て、現在、取り組みを進めております。 

  以上、第１回の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） それでは、順次再質問を

させていただきます。 

  初めに、⑴ですね。微減しているということで

ございますが、これについては、両方減少してお

るということで、率は変わらないということでご

ざいますが、この微減しているということは、社

会動態の変化に比例しているということでよろし

いんですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 議員おっしゃるとお

り、社会情勢で人口が減じているものが、そのま

ま水道事業に反映されているものかというふうに

理解してございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） わかりました。 

  今後、給水区域の計画についてございましたら、

お願いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 給水区域の今後の計

画についてのお尋ねだと存じますが、現在、安

心・安全な水の供給を目指しまして、水道事業経

営の指針となります水道事業基本計画を平成20年

３月に策定をしてございます。この基本計画に基

づきまして、平成21年４月に、先ほども答弁いた

しましたとおり、10の水道事業を統合いたしまし

て、事業を現在、展開しているところでございま

す。 

  給水区域の今後の計画につきましては、平成29

年度からの新しい水道事業基本計画を策定してい

く中で、給水需要等を的確に把握した上で、安全

で強靭な水道事業が持続可能となるよう取り組ん

でまいりたいというふうに考えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 理解したところでござい

ます。 

  続きまして、⑵の有収率をさらに向上させる対
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策はあるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 有収率の向上につい

てのご質問でございますが、先ほども市長から答

弁がありましたとおり、平成25年度の有収率につ

きましては、79.6％となっております。 

  この有収率をさらに向上するためにつきまして

は、現在も進めておりますが、老朽管の更新、そ

れから漏水調査等の業務を継続的に実施いたしま

して、対応していきたいというふうに考えてござ

います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 今後も有収率の向上によ

り努めていただければと思いますので、どうぞよ

ろしくお願いをいたします。 

  続きまして、⑶ですね。平成28年12月検針分以

降の料金は、一律になるということでよろしいの

ですか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 現在、最終段階の激

変率を適用しているところでございますが、答弁

にもありましたとおり、平成28年11月の検針分を

もちまして、その激変率の適用が終了いたします

ので、議員おっしゃるとおり、平成28年の12月分

からについては、市内全地区において一律の料金

ということになります。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） よくわかりました。 

  続きまして、⑷、⑸、⑹については、一括して

答弁をいただきましたので、一括して再質問いた

します。 

  初めに、民間事業者への包括的な業務委託をさ

れているということでございますが、その業務範

囲についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 包括的な業務の内容

ということでのお尋ねでございます。 

  まず、浄水施設の運転、それから定期点検等あ

わせまして、水道施設におけます維持管理、電気

代、それから通信料等の支払い、それから調達品

ということで、浄水場を持っておりますので、そ

れのろ過砂とか、それから薬品、それから消耗品

ですか、それらの購入費、それから軽微な修繕等

もあわせた形での委託ということになってござい

ます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） その業務委託する民間業

者があると思いますが、その選定方法についてお

伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 業務委託する場合の

民間業者の選定方法についてのお尋ねでございま

すが、昨年、25年度から現在の業者に委託をして

いるわけでございますが、その際につきましては、

県内の同じような浄水施設を維持管理の実績のあ

る業者、そのときは６社ですが、そちらを指名選

定いたしまして、指名競争入札によりまして委託

をして、実施をしております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） じゃ、その６社ですね。

その６社の中から１社選定されたと思いますが、

その場合の決め手となったようなものというのは、
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特別特化したものはあるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 指名する際に、先ほ

ど申しましたとおり、県内で実績ある業者という

ことで指名をいたしまして、その業者の中で入札

ということで、やはり業務委託料の安いところが

落札したということになってございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） わかりました。それによ

って、より効果的で効率的な取り組みが実践され

ているものと理解しております。 

  続きまして、安全な水が供給されているその確

認は、確認方法ですね。それはどのような方法で

行っているのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 給水の安全確認につ

いてはどうかということのご質問だと思いますが、

水道事業におきましては、毎年、年度初めに水質

検査計画を策定いたしまして、この計画に基づき

まして水質の検査を実施しているところでござい

ます。 

  給水の水質につきましては、毎日、各配水系列

ごとに末端におきまして残留塩素、それから水温、

濁り等を測定し、安全を確認しているところでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 毎日検査をして、確実に

安全な水が供給されているということでございま

すので、それについては安心したところでござい

ます。 

  突発的な事故、例えば雷の影響での停電、かな

りこの辺ではあるかと思いますが、そのときはど

のような方法で対応しているのかお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 雷の影響による停電

時はどうしているかというお尋ねでございますが、

停電を受けます水道施設に考えられますのが、ま

ずは浄水場、それから配水池が考えられるところ

でございます。これらの施設につきましては、停

電の際につきましては、１カ所、鳥野目浄水場も

しくは千本松浄水場になりますが、そちらで警報

が入りますので、当外施設に直接出向きまして、

その原因を追及の上、その原因にあった対応をし

ているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 直接出向くということは、

当然、伝達システムか、どういう形をとっている

かわかりませんけれども、いち早く現場に駆けつ

けるということでございますが、数がかなりある

と思いますが、その辺の人員の確保というのは確

実にできているのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 人員の確保について

のお尋ねでございますが、先ほども10事業を統合

いたしまして、包括的に市内全部の配水池なり浄

水場を一括しておりまして、業者委託についても、

それなりの人数が確保されているという中で、十

分対応できているというふうに理解をしていると

ころでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） それにつきましては、よ
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く理解したところでございます。 

  同じような事故にはなる前の事例なんですけれ

ども、水道水源の多くを河川等の表流水に依存し

ているとは思いますが、原水水質が不測の事故で

もって汚染されたというか、濁り等が入ってくる

と思うんですけれども、そのようなときの対応に

ついてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 水源の不測の事態が

生じたときの対応についてのお尋ねだと思います

が、まず原水水質の悪化等につきましては、水質

検査を頻繁に行うことによりまして、その水質変

化の把握状況に努め、その際、処理能力を超える

ような場合につきましては、取水を見合わせて対

応することにしてございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） そうすると、その場合の

監視体制というのは、常時誰かがいて監視してい

るのか、それとも電話回線等を使って１カ所にそ

の状況が把握できるようなことになっているのか、

その辺についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） その水質につきまし

ては、現在、水質監視システムで表流水のところ

については監視をしてございまして、それのデー

タ等が、先ほど申しました集中的に管理できるよ

うな形になってございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） わかりました。 

  あと、最終的に塩素か何かで滅菌してあると思

いますが、耐性病原微生物、例えばクリプトスポ

リジウム等の汚染の対策については、どのように

なされているのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 議員ご指摘のとおり、

表流水等につきましては、耐塩素菌でありますク

リプトスポリジウム等の混入がおそれがあるわけ

でございますが、表流水を原水といたしておりま

す鳥野目浄水場、それから千本松浄水場、穴沢浄

水場、蟇沼浄水場等につきましては、ろ過施設を

有してございまして、このろ過施設の出口で適正

な濁度といいますか、濁りぐあいを維持すること

によりまして対応してございます。 

  なお、過去に指標菌が一度だけ出た施設がござ

いますが、そちらにつきましては、紫外線照射施

設を設けまして対応しているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） それにつきましては、理

解したところでございます。 

  大規模災害、例えば東日本大震災、隣接してい

るところで矢板市ですか、そこで導水管が破断し

たということで、大変な復旧時間がかかったと聞

いておりますが、それについて、本市での大規模

災害についての具体的な備えについてお伺いをい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） まず、大災害等の危

機管理についてのお尋ねでございますが、本市に

おきましては、平成20年５月に水道事業におけま

すもろもろの危機管理につきまして、基本的な事

項を定めました那須塩原市水道事業危機管理マニ

ュアルを策定してございます。このマニュアルに

基づきまして体制を整えまして、もろもろの危機

管理に対しまして処理をしていくところでござい
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ます。 

  また、栃木県内におきましては、日本水道協会

等に加入しております団体で相互応援要綱を策定

してございまして、万が一大規模の自然災害等が

起きた場合につきましては、他自治体の水道事業

者の応援活動を要請することができる体制になっ

てございます。 

  いずれにいたしましても、大規模な災害発生時

におきましては、できるだけ早く安心・安全な水

を市民の方々にお届けできるように今後とも進め

ていきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） よくわかりました。 

  水道水に限らず、水は生活に絶対欠かすことの

できないものであります。今後も安全な水安心な

水道水の安定的な供給をよろしくお願い申し上げ

まして、この項の質問を終了させていただきます。 

  続きまして、３、下水道事業について。 

  本市の汚水処理整備計画については、平成23年

３月策定の新栃木県生活排水処理構想に基づき、

市内を公共下水道で整備する地域、農業集落排水

事業で整備する地域、浄化槽で処理する地域に分

け、整備が進められていることから、次の点につ

いてお伺いします。 

  ⑴整備面積、普及状況の推移についてお伺いし

ます。 

  ⑵各処理場の処理能力、有収水量及び処理水量

の推移についてお伺いします。 

  ⑶発生汚泥の処理方法についてお伺いします。 

  ⑷水洗化率の状況の推移についてお伺いします。 

  ⑸下水道使用料の料金体系についてお伺いしま

す。 

  ⑹下水道管理者としての技術力の確保の現状と

課題についてお伺いします。 

  ⑺危機管理への対応の現状評価と課題について

お伺いします。 

  以上、１回目の質問です。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） それでは、３の下水

道事業につきまして、順次お答えいたしたいと思

います。 

  初めに、⑴の整備面積、普及状況の推移につい

てお答えをいたします。 

  整備面積の推移でございますが、本市におけま

す公共下水道の事業計画面積2,775haのうち、平

成25年度は2,205haでございまして、整備率は

79.5％となってございます。 

  次に、普及状況の推移でございますが、平成25

年度の公共下水道につきましては、54.0％でござ

いまして、平成23年度からの整備率、普及状況の

伸びを見ますと、整備率で４ポイント、普及率で

1.4ポイントの増となってございます。 

  平成25年度の公共下水道以外の生活排水処理施

設それぞれの普及状況につきましては、農業集落

排水処理施設が2.1％、浄化槽が15.9％でござい

まして、これに先ほどの公共下水道の54.0％を合

わせました生活排水処理人口普及率は72.0％とな

ってございます。 

  続きまして、⑵の各処理場の処理能力、有収水

量及び処理水量の推移についてお答えをいたしま

す。 

  黒磯水処理センターの日最大処理能力につきま

しては、２万880㎥でございます。有収水量につ

きましては、平成25年度307万㎥でございまして、

平成23年度から25年度で1.7％増加をしてござい

ます。処理水量は、平成25年度380万㎥でござい

まして、平成23年度から平成25年度で5.3％増加
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をしてございます。 

  次に、塩原水処理センターの日最大処理能力は

6,000㎥でございます。有収水量につきましては、

平成25年度75万㎥でございまして、平成23年度か

ら25年度で15.4％増加をしてございます。処理水

量は、平成25年度130万㎥でございまして、平成

23年度から25年度で1.5％の減少となってござい

ます。 

  続きまして、⑶の発生汚泥の処理方法について

お答えいたします。 

  平成25年度の汚泥処理方法につきましては、汚

泥の全量を、那須塩原市を含みます栃木県内16市

町と栃木県で共同設置してございます栃木県下水

道資源化工場に搬入をいたしまして、そこで焼却

処理を行っております。 

  今年度は、資源化工場のほか、し渣等一部の汚

泥につきましては、民間処分場で処理を行ってお

り、いずれも安全に管理をしてございます。 

  今後も、汚泥の処理を行う上で、危機管理の面

から、資源化工場１カ所の処理に頼らず、民間処

理場との併用で処理を行ってまいりたいと考えて

ございます。 

  次に、⑷の水洗化率の状況の推移についてお答

えをいたします。 

  水洗化率の状況でありますが、平成25年度が

88％でありまして、平成23年度からの水洗化率の

伸びは１ポイントの増となってございます。 

  続きまして、⑸の下水道使用料の料金体系につ

いてお答えをいたします。 

  現在、市の下水道使用料体系につきましては、

市町合併前の各市町の料金体系を踏襲し、黒磯地

区、西那須野地区、塩原地区の３つに分かれてご

ざいます。基本使用料と重量使用料とを併用しま

す二部使用料制となってございます。 

  なお、農業集落排水施設使用料につきましては、

西那須野地区と同じ使用料体系となってございま

す。 

  次に、⑹の下水道管理者としての技術力の確保

の現状と課題についてお答えいたします。 

  現在、市単独で管理をしております下水道処理

施設内管渠を除き、水処理センター２カ所と中継

ポンプ場30カ所について、運転、保守、修繕等の

管理業務を含む包括的な委託のもとで施設の維持

管理業務を行っております。 

  安定した維持管理を行う上で、業務委託の受託

者の要件に関係法令に定めます有資格者及び必要

経験年数を有します者の配置を義務づけ、施設の

維持管理に必要な技術力の確保を行っております。 

  課題といたしましては、包括的な委託を行って

いる発注者側といたしましての契約履行の監視及

び評価等を行う等の技術力の確保が挙げられます。 

  最後に、⑺の危機管理への対応の現状評価と課

題についてお答えいたします。 

  危機管理への対応につきましては、那須塩原市

地域防災計画をもとに、平成25年度に下水道事業

業務継続計画を策定いたしまして、災害時に置け

ます初動体制の確保や下水道施設の機能維持また

は早期回復に努めております。 

  課題といたしましては、大規模な災害、事故発

生時におけます下水道施設の事業継続及び基幹部

分の対策、優先度を見きわめることが挙げられま

す。 

  対策といたしましては、施設の耐震化のための

下水道総合地震対策計画や、黒磯水処理センター、

塩原水処理センター長寿命化に基づきます施設の

長寿命化に取り組みまして、主要施設のさらなる

安全確保に努めてまいります。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 
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休憩 午前１０時５６分 

 

再開 午前１１時０６分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 答弁をいただきましたの

で、これより順次再質問をさせていただきます。 

  ⑴の今後の整備計画についてお伺いをいたしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 今後の下水道の整備

計画についてのお尋ねでございますが、現在進め

ております下水道事業につきましては、新栃木県

生活排水処理構想、それから那須塩原市下水道中

期ビジョン、それから実践的な計画となります那

須塩原市下水道事業計画、これらの計画に基づい

て実施をしているところでございます。 

  今後、地区の特性分析や人口動向等社会的要因

を総合的に十分検討いたしまして、その事業効果

や経済性、維持管理性を勘案した上で、実施計画

に基づきまして効果的、効率的に事業を進めてい

きたいというふうに考えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） それにつきましては、理

解したところであります。 

  ⑵についても、質問はございません。 

  続きまして、⑶の発生した汚泥が全量、栃木県

の下水道資源化工場に搬入して処理をしていると

いうことでございますが、その先、最終的にはそ

の姿はどのようになるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 発生汚泥の資源化工

場に搬入した後の処理とのお尋ねでございますが、

資源化工場に搬入いたしました汚泥につきまして

は、全て焼却をいたしまして、その焼却灰につき

ましては、セメント原料といたしまして安全に利

用しているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 続きまして、⑷の水洗化

率の向上対策についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 水洗化率の向上の対

策につきましては、まず支援制度といたしまして、

水洗便所改造資金融資あっせん及び利子補給の補

助、それから生活扶助世帯水洗トイレ設置費補助

等を行っているところでございます。 

  また、平成27年度からは、公共下水道等に接続

するために単独浄化槽を撤去する場合につきまし

ては、10万円を限度いたしまして補助を行うこと

といたしました。 

  それから、周知活動になりますが、広報、イベ

ント、訪問等によりまして、水洗化促進のＰＲを

しているところでございますが、広報なすしおば

ら等、それからホームページ等でお知らせをして

いるところでございます。 

  そのほか、水洗化重点地区を選定いたしまして、

期間を集中して取り組んで、水洗化活動を実施し

ているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 続きまして、⑸の水道使

用料体系でございますが、現在、黒磯地区、西那
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須野地区、塩原地区の３つに分かれているという

ことでございますが、今後もこれを継続していく

のか、それとも同一体系に向けて何か考えはある

のかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 先ほど議員がおっし

ゃったとおり、今、統一に向けて作業を進めてい

るところでございまして、平成26年度２月に下水

道審議会に対しまして下水道使用料の統一、改定

について諮問をしたところでございます。 

  この審議会につきましては、全部で10回の予定

で審議会を開催いたしまして、現在、６回目を終

了しているところでございます。 

  審議会の構成メンバーにつきましては、学識経

験を有する方、それから下水道を使用する方、下

水道に関係する団体等の構成員で組織されており

まして、平成28年２月に答申をいただく予定とな

ってございます。 

  その答申を受けた後、庁内と調整を図りながら、

議決を経て、利用者等への周知を図っていきたい

というふうに考えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 料金体系については、現

在、審議しているということで、理解をしたとこ

ろでございます。 

  続きまして、⑹について、現在、運転、保守、

修繕等の管理業務を包括的な委託ということで、

業者に維持管理を発注しているということでござ

いますが、その場合の選定方法についてお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 水処理センター等の

業者委託の選定方法についてのお尋ねでございま

すが、水処理センター等に関します施設の特殊性、

重要性等を考慮いたしまして、選定に当たりまし

ては、黒磯水処理センター、それから塩原水処理

センターと同じような処理センターを使っておる

施設を有する栃木県、茨城県、群馬県及び福島県

内で下水道終末処理場等の運転操作業務を元請と

して２年間以上経験のある業者を選定をしている

ところでございます。 

  決定に当たりましては、プロポーザル方式によ

りまして業者を決定しているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） その場合の契約の履行及

び評価の基準等はあるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 契約履行及び評価の

お尋ねでございますが、施設の運転管理につきま

しては、運転計画、修繕計画書に基づきます各種

日報、月報、年報の提出を求めまして、水質管理

計画に基づく安定した水質の放流水が確保されて

いるかどうかの確認を実施しているところでござ

います。 

  また、発注時の仕様書に基づきまして、放流水

の水質、施設の管理状態について、達成度や提案

状況について評価をしているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 最後に、災害時の初動体

制の出動基準等について、あるかどうかお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 先ほど答弁をちょっ
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と申したと思います。那須塩原市下水道事業業務

継続計画を策定いたしまして、その中で、あと那

須塩原市災害応急対策計画初動体制というのがあ

りますが、それと同じような基準を設けてござい

ます。 

  例えば、６時間以内に台風が直撃するとき、も

しくは震度５の地震が発生したときなどに、警戒

態勢といたしまして、下水道課長を初め、指定さ

れた職員が出動いたしまして、パトロール、それ

から関係業者等と連絡を取りながら、情報収集を

努めているところでございます。 

  それから、市内におけます24時間の連続雨量が

200ミリを超える場合、見込まれる場合、それか

ら震度６弱以上の地震が発生したときにつきまし

ては、３の非常態勢となりまして、下水道課職員

全員が出動いたしまして、パトロールのほか、業

者等と連携いたしまして、被災施設等の復旧に当

たることになってございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） 災害時の対応につきまし

ては、理解したところであります。 

  設備を動かしている主要設備の機器等たくさん

あると思いますが、その安全確保の対策について

お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） 機器の安全対策につ

いてのお尋ねでございますが、まず水処理センタ

ーにつきましては、委託業者が24時間張りついて

おりまして、機器等の異常があった場合について

は、先ほど水道でも申しましたが、発報されまし

て、現地に赴いて、それらの対応をしているとい

うことでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） それらについては、今の

ことで理解はしたところでございますが、主要浄

水場にある大きな施設、かなり使っていると思う

んですが、それについて、更新計画、また、例え

ば大きな主要な機器が故障した場合、その代替機、

いち早く切りかえるような対策はなされているの

かお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（須藤清隆） まず、水処理センタ

ーにつきましては、重要な機器がたくさんござい

まして、これらにつきましては、黒磯水処理セン

ター、塩原水処理センター長寿命化計画に基づき

まして、安全確保のために計画的に更新を予定し

ているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ５番、佐藤一則議員。 

○５番（佐藤一則議員） それは理解をしたところ

でございます。 

  やはり定住促進の一つの条件としまして、下水

道の完備ということも入っていますので、今後と

もどうぞ安全な管理によろしくお願いを申し上

げまして、私の一般質問を終了させていただきま

す。 

  ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、５番、佐藤一則

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 藤 村 由美子 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、１番、藤村由美子

議員。 

○１番（藤村由美子議員） １番、藤村由美子です。
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通告に従い一般質問を行います。 

  １、市民協働のまちづくりを推進するに当たり、

市民にとってわかりやすく、かかわりやすい仕組

みづくりについて。 

  団塊の世代が75歳以上となる2025年を見据えて、

平成27年度に介護保険制度が改正され、要支援の

予防給付の訪問介護と通所介護が平成29年度まで

に市区町村が取り組む地域支援事業に移行される

ことになりました。このサービスの新たな担い手

として、民間企業やＮＰＯなどのほかに期待され

ているのが市民ボランティアです。ところが、市

内全域の市民ボランティアグループが集結した組

織である那須塩原市ボランティア連絡協議会が諸

般の事情により平成26年度をもって解散します。

現在活動している市民ボランティアの拠点はどう

なるのか、新たな市民ボランティアを受け入れる

窓口はどこなのか、大変気になっているところで

す。 

  少子高齢化、人口減少、税収減など、さまざま

な課題解決のために、いまだかつてないほど市民

の力が強く求められています。まちづくりを市民

協働で推進したいとしている那須塩原市として、

市民によるボランティア活動とさまざまな行政施

策を総合的にコーディネートする必要があると考

えられることから、伺います。 

  ⑴市民協働のまちづくりは、どのような指針で

進められているのか伺います。 

  ⑵市の施策に直接かかわっている市民ボランテ

ィアにはどのようなものがあるのか、市の所管別

に教えてください。 

  ⑶那須塩原市社会福祉協議会とボランティアセ

ンターは、市にとってどのような位置づけなのか

伺います。 

  ⑷協働のまちづくり事業は、今後も継続するの

か伺います。 

  ⑸現在「協働のまちづくり推進協議会」で検討

中の「市民活動センター」について、どのように

検討が進んでいるか伺います。 

  お願いします。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員の

質問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 藤村由美子議員の質問に順

次お答えをしてまいります。 

  まず、市民協働のまちづくり推進のための指針

と仕組みづくりでございますが、⑴の市民協働の

まちづくりに関する指針については、第１次那須

塩原市総合計画の基本理念の一つである市民との

協働によるまちづくりについて、その必要性や意

義、市民と行政がお互いに果たすべき役割や責任

などを具体的に示し、協働の担い手である市民と

行政双方が共通認識を図りながら、協働のまちづ

くりの着実な実践を図るため、平成23年10月に那

須塩原市協働のまちづくり指針を策定いたしまし

た。市が協働のまちづくり推進をするための施策

は、この指針に基づいて進められております。 

  次に、市の施策に直接かかわっている市民ボラ

ンティアには、どのようなものがあるかというこ

とでございますので、順次お答えいたします。 

  現在、市民との協働により実施している事業に

かかわる主な市民ボランティア活動としては、企

画部では、広報モニター、あるいは男女共同参画

広報紙の編集委員など、総務部では、自主防災組

織による活動など、生活環境部では、防犯パトロ

ールや市民一斉美化運動の清掃など、保健福祉部

では、生きがいサロンやファミリーサポートセン

ターなどの運営など、産業観光部では、那須野巻

狩の運営など、教育部では、スクールガードや生

涯学習出前講座の講師、那須塩原市ハーフマラソ

ンの運営などが主なものとしてございます。 
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  また、その他、各部局が実施するさまざまな施

策、事業において、協議会や実行委員会などへの

参画がございます。 

  次に、⑶の那須塩原市社会福祉協議会とボラン

ティアセンターは、市にとってどのような位置づ

けになっているかについてもお答えをいたします。 

  社会福祉協議会は、社会福祉法第109条に規定

されている地域福祉の増進を図ることを目的とす

る団体であって、社会福祉を目的とする事業に関

する調査、普及、企画及び実施、社会福祉に関す

る活動への住民の参加のための援助、社会福祉事

業従事者の人材育成など、極めて多岐にわたる事

業を実施しております。公共性、公益性の高い民

間非営利団体でもあります。 

  行政の立場により、身近なところで住民みずか

らの連帯による助け合いにより、社会福祉問題の

解決や公の力によらない民間福祉活動により、福

祉のまちづくりを推進する役割を担っております。 

  また、ボランティアセンターは、地域住民のボ

ランティア活動に関する相談や活動先の紹介、組

織的なボランティア活動の育成、援助などを行う

ことにより、地域の福祉活動の拠点として、社会

福祉協議会が設置しております。 

  核家族化や高齢化、労働時間の減少、余暇の増

大といった社会構造、生活時間の変化により、一

層ボランティアの必要性が高まっており、ボラン

ティアをしたい人としてほしい人を結ぶボランテ

ィア活動の推進と支援、ボランティアの養成、災

害時被災者支援など多くの活動により、住民の地

域福祉活動を推進する役割を担っております。 

  次に、⑷の質問ですが、協働のまちづくり事業

を今後も継続するのかということについてですが、

市民提案型協働のまちづくり支援事業は、協働の

まちづくりを推進するため、市民がみずから企画

提案し実践する公益性の高いまちづくり活動に対

して、活動費の一部を支援する補助制度でありま

す。平成24年度に創設し、現在、３年目となって

おります。 

  平成27年度につきましては、４月からの実施に

向け、１月に募集を行い、２月の公開プレゼンテ

ーション審査を経て、３月中の事業採択を予定し

ております。 

  今後、事業の見直しや継続の必要性について検

討してまいります。 

  最後に、⑸の現在「協働のまちづくり推進協議

会」で検討中の「市民活動センター」について、

どのように検討が進んでいるかについてでありま

すが、那須塩原市協働のまちづくり推進協議会は、

市民との協働によるまちづくりの推進に寄与する

ことを目的として設立された市民組織で、市内の

各種市民団体や企業、個人などが所属をして、協

働のまちづくりの普及啓発や施策に関する調査研

究、提言などを行うこととしております。 

  協議会では、今年度から協働のまちづくりの推

進を強化するため、会員を増員した上で、調査研

究部会、事業部会、広報部会の３つの部会に分か

れて活動しており、その中の調査研究部会におい

て、市民活動を支援するセンターの設置に関する

調査研究を進めております。 

  今年度は、県内のセンター３カ所への視察を行

うとともに、講師を招いて２回の学習会を実施い

たしました。これらの結果を踏まえ、現在、会議

を重ねながら、市民への提言に向けた協議を現在、

行っているところでございます。 

  第１回の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 市長、ご答弁ありがと

うございました。 

  この那須塩原市協働のまちづくりの指針につい

てご説明いただきました。 
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  今、ご説明いただいたものは、この指針の冊子

の中に入っております。これは22ページにもなる

指針でして、これ１冊を頭にたたき込むのは大変

です。 

  なぜ、今、協働が必要なのか、協働によりもた

らされるものが何なのかは、たくさんの言葉で説

明されていますが、結局のところ、私たちはどこ

に向かって行くのか、現時点でその目指すべき方

向がはっきりと共有できているとは思えません。 

  ５つの原則がこちらのダイジェスト版に載って

いますけれども、５つの原則の一番最初に、目的

の共有とありまして、「協働に取り組むパートナ

ー同士は、何のために協働し、何を目指すのかと

いう目的を理解、確認することにより、効果的で

満足度の高い活動が行えます」とあります。 

  那須塩原市が市民とともに目指している目的は、

一言で言うと何なのでしょうか、教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） この協働のまちづくり指

針につきましては、市民の協働のまちづくり指針

の策定会議委員という方、市の職員も入れて25名

でつくっております。 

  そうした中から、この協働のまちづくりの指針

が生まれてきたわけでございまして、この目的と

いうのは、とりもなおさず市民の方と協働で市、

市民が満足を高めていくための活動を行っていく

ためにどういうことをしていったらいいかという

ことを掲げているものだというふうに認識してお

ります。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 市民の方と協働で満足

を高めていくために定めた指針ということなんで

すが、共通認識として、目指すべき目的というの

は明確であることが大切だと思います。市民誰も

が納得でき、大人も子どもも、高齢者でも、誰で

も簡単に覚えられて、常に心にとめておくことが

できる短いフレーズ、例えば「いざというとき助

け合えるまち」とか、「子どもたちの夢がかなう

まち」など、みんなが共感し、共有できる価値観

が必要だと思うのです。この目的をしっかり設定

していただかなくては、現場で右か左か何かを判

断するときに、足並みがそろいません。早い段階

で明確な目的、市民が共有できる目的を決めてい

ただきますようお願いいたします。 

  では、⑵の再質問に移ります。 

  所管別でかかわっている市民ボランティアをご

説明いただきました。 

  役所の中では、他の部署でどういう施策に対し

てどのような市民ボランティアが日常的にかかわ

っているか把握されていますでしょうか、お伺い

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 私どもとして、それぞれ

の所管でいろいろな施策の中でボランティア的に

市民の方がかかわっていただいているということ

はございまして、300余りのそういった案件があ

るというふうには思って、一つ一つどういうもの、

どういうものというのはなかなか挙げられません

けれども、そんなようなとらえ方をしております。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 300余りということで

すが、これだけたくさんの施策にたくさんの市民

ボランティアがかかわっていますが、実はボラン

ティア活動をしている市民は、市民総数全体の中

では意外と一握りの人です。その中でも、意欲の

ある人たちはどんどんと活動の範囲が広がるため、

日ごろから幾つもの活動をしています。市主催の

大きなお祭りやイベントでも、地域の集まりでも、
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行くところ、行くところ、同じ顔ぶれが活躍して

います。たかが10人程度のグループで会議を行お

うと思っても、メンバーたちの日程調整をするの

は容易ではありません。 

  行政で市民ボランティアに協力を求める際、ほ

かの部署の行事と重ならないよう配慮はされてい

ますか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） さまざまなイベントが行

われておりますけれども、その中で、市民の方が

いろいろ主体的に活動していただいているという

ふうなことでございまして、その一つ一つのイベ

ント、イベントにいろいろな団体の方が重なって

参加していただいておるということについては、

認識しております。 

  それらについて、それぞれの所管でどういうふ

うな調整がされているかということについては、

それぞれのイベント、イベントの中で、市民の方

にどういう協力をしていただけるかということを

お示しして、参加いただいているというふうに思

っております。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） それぞれのイベントの

中で、市民に都合を聞いて確認しているという意

味なんだと思います。 

  今、たくさんのグループでは、共通して幾つか

の悩みを抱えています。一番大きな問題は会員の

高齢化でしょう。新たな会員の入会が少なく、活

動そのものの規模を縮小せざるを得ないところ、

会議を招集するにも、自力で運転できるメンバー

が減ってきたり、合併して広くなった市内の別地

域での集まりに、夜には運転して行きたくないと

いう人もいます。パソコンが使えるメンバーが少

なくて事務が大変だったり、複数活動している忙

しい人たちばかりだと、役員交代もままなりませ

ん。 

  また、ボランティアグループ上部の組織が大き

く複雑であれば、上部組織を維持するために労力

をとられ、本来の活動に専念するのも大変です。

できる人、動ける人の負担が増すばかりで、この

ような市民活動の悩みは、行政に届いているので

しょうか。それとも、市民活動の内部のことなの

で関係ないのでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） いろいろな団体の中で、

高齢化が進んで、なかなかその組織の維持すら難

しいというのは、特に自治会の活動の中ではその

ような声も聞いていまして、これからどういうふ

うな組織の運営をしていくかというふうなことに

対しては、その都度ご相談をさせていただいてい

るというところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） その都度相談をさせて

いただいているというお答えをいただきました。 

  このそれぞれの市民活動の悩みを放置すれば、

いずれ市民協働のまちづくりの行く手を阻むこと

になると私は思っています。 

  このことについては、後でまた触れますので、

⑶について再質問いたします。 

  市にとっての社会福祉協議会とボランティアセ

ンターの位置づけを伺いましたが、一般市民から

見ると、市役所と社会福祉協議会とボランティア

センターとボランティア連絡協議会、それぞれの

違いがよくわからないという意見があります。市

役所と社会福祉協議会の便りが一緒に回覧板で回

ってくるので、どちらも行政の組織だと思ってい

る人もいるでしょう。 

  そんな市民がボランティアをしたいと思ったと
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き、市のホームページを見ても、ボランティア募

集の入り口はどこにも見当たりません。一体どこ

に行ったらいいのでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 最初の市長からの

答弁で、ボランティアセンターがこのようなこと

をしていますというような形でお答えをしたとこ

ろでございますけれども、ボランティアセンター

はボランティアをしたい人としてほしい人とを結

ぶような作業もしているところでございます。そ

ういう形で、最初にボランティアセンターにご相

談をいただければというふうに思うところでござ

います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 市民の方がボランティ

アセンターというところを知っていて、場所がど

こにあってというのをわかっていれば、一番最初

に行ってくれるかもしれないんですけれども、行

政との境目がわかりにくい場合、やはり入り口が

大切だということなんですね。 

  実際に、最初に教えていただいたように、ボラ

ンティア活動といっても、福祉分野だけではなく、

市民の方が自分にぴったりと合った活動を見つけ

るためには、現時点ではいきいきふれあいセンタ

ーにあるボランティアセンターと、この市役所本

庁にある福祉関係の部署、もしくは生涯学習関係

であれば、西那須野庁舎のほうに行ったり来たり

して相談するしかないと思うんです。この組織の

わかりにくさと、いつどこでどのようなボランテ

ィアが求められているか、情報がどこにも集約さ

れていないことが、新しいボランティアがなかな

かふえてこない原因の一つかもしれません。 

  先日、介護保険法改正に関する学習会に参加し

たとき、１人の市民ボランティアの方が、自分は

那須塩原市にボランティア登録しているが、生涯

学習と高齢者福祉の行政の縦割りで、情報がリン

クしていない。自分はもっと力になりたいのに、

どうすればもっと活動できるのかとおっしゃって

いました。このような方がほかにもいらっしゃる

かもしれません。 

  行政の縦割りを超えて、先ほどおっしゃってい

た、300余りあるとおっしゃっていましたけれど

も、ボランティアの窓口を一本化できないのでし

ょうか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（人見寛敏） ボランティアの窓口の一本

化というところでございますが、先ほど保健福祉

部長が答えましたとおり、社会福祉協議会、ボラ

ンティアセンターという形が、これまでも、これ

からも、その役割をしっかりと担っていくという

ふうなところには、大変重要な役割があると思っ

ておりますが、実際に先ほど議員がおっしゃいま

したとおり、なかなか市民の方がこういったこと

でボランティアに協力したいとか、こういう方々

を集めたいとか、そういう情報の発信が難しいと

いうのがこれまでございました。 

  そのような中で、本当に最近立ち上がりました

市のポータルサイトのところには、そういった団

体が登録を、かなり自由というよりは、ある程度

低いハードルで登録ができて、なおかつ自分たち

の活動、例えば集まってほしいとか、こういうイ

ベントがあるよとかというふうな情報発信もでき

て、なおかつ人を集めるというふうなこともでき

るようになるというふうな形のものをつくり上げ

ました。団体登録が、きのうの答弁の中で、何団

体か進んだというふうなお話もさせていただいて

おります。 
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  こういったところには、ボランティア団体に限

らず、例えば子育て団体とか、そういったものも

どんどん登録をしていただくような働きを進めさ

せていただこうと思っておりますので、やはり先

ほど企画部長が申し上げましたとおり、例えば市

の行政の所管課がそこで協働をするというふうな

ところについては、ある程度の制限のある団体と

の要するにマッチングというふうなところが必要

になってくるかとは思いますけれども、それぞれ

ボランティア同士のかかわりとか、そういったも

のの中で、やはり社会福祉協議会のボランティア

センターの役割、それと、その情報発信の場とし

てのポータルサイト、そういったものをどんどん

充実させていくというふうなことは、これからも

必要であるというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 副市長からもご答弁い

ただきましたが、ポータルサイトについては、私

も大変期待をしております。 

  まだスタートしたばかりですので、情報はこれ

からということだと思いますけれども、基本的に

いろいろな団体の情報が１カ所に集まれば、情報

を探しやすくなります。 

  ただ、このポータルサイトの運営の委託を受け

ている会社が、那須塩原市のボランティア活動を

行政施策とコーディネートしてくれるわけではな

いと思うんです。問題は、行政施策と市民ボラン

ティア活動とのコーディネートなんです。 

  ボランティアセンターのお話もいただきました

が、今現在、ボランティアセンター専従の職員は

１名ですので、たくさんあるボランティア活動を

マッチングしたり、バックアップしたりするとい

うには、余りにも人員が少なくてかわいそうだと

思っています。 

  この件は後でもう一度お願いするとして、⑷の

再質問に移ります。 

  市民協働のまちづくり事業は、今後も継続して

いく予定なのであろうと思います。検討はなさる

とおっしゃっていたと思いますが、一応今年度、

次、次年度のものも進んでいるというお答えでし

た。 

  この支援事業は、市民の企画する公益性の高い

まちづくり活動に、３年を限度に、１年目は10分

の８、２年目は10分の６、３年目は10分の４の補

助金を交付するものですが、もともと公益性の高

いまちづくり事業というのは、収益を上げられる

ものではないのが普通だと思いますが、４年目か

らはどうやって事業を継続したらいいのでしょう

か。市民の持ち出しでやってくださいということ

でしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 協働のまちづくり支援事

業ということで、現在、３年目ということでござ

いまして、この支援事業の制度の設計に当たりま

しては、市民の協働のまちづくりに対してのきっ

かけづくりというところでの支援というところで

考えておりまして、初年度８割、次年度６割で、

３年目が４割というようなことで、その後につき

ましては、みずからのご努力で事業をしていただ

くというふうなことで、きっかけづくりというと

ころでの最初の制度設計でございます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） お金を取って集客でき

るイベントのようなものならいいのですが、イベ

ントだけが市民協働のまちづくりではないはずで

す。花壇に幾ら花を植え続けても、お金は生まれ

ません。市民が自発的に企画した公益性の高い事

業が継続する限り、市も協働し続けるという覚悟

がなくて、市民協働は未来永劫継続していくこと
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はできないのでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） この協働のまちづくり支

援事業、先ほど市長から答弁しましたように、制

度の見直し等も今後の中で行っていくと。来年度

の事業につきましては、10周年というテーマを設

けたということで、テーマを設けてのそういった

事業の支援というのも、今後の中で考えられるも

のかなというふうには思っております。 

  ただ、継続して同じ事業をずっとというところ

につきましては、今のような形で、どちらかとい

うとイベント的な事業が多いということもござい

ますので、今のような支援の中身的なものでは、

なかなか継続というのは難しいかなと。今後の中

で、そういった制度の見直しも行いながら進めて

いければというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 要は、そのイベントが

本当に市民協働のまちづくりなのかどうなのかと

いうところも考えていかなくてはいけないと思い

ます。 

  私は、その事業に公益性があり、継続して実施

すべきものと判断できるならば、一時的な補助金

をつけるというやり方ではなく、しっかり担当課

で次年度の予算を確保するようにして、予算は市

で、事業の実施は市民でという形で、できるだけ

予算を圧縮した形で事業を継続していくとよいの

ではないかと思っています。 

  もちろん収益を見込めるような事業については、

自立して、どんどんと独立採算でやってもらえば、

お互いに幸せになると思います。 

  では、今後見直す可能性もあるということです

ので、この点については、意見だけでとどめてお

きます。 

  では、⑸について再質問いたします。 

  市民活動センターについて、協働のまちづくり

協議会のほうから提言がまとまる予定とのことで

した。 

  まとまったとしたら、その後はどのように進み

ますかお聞きします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 現在、協働のまちづくり

推進協議会の中で提言書をまとめております提言

につきましては、市長に提言がなされるというふ

うに聞いております。 

  その提言出されましたら、推進協議会の中で議

論をされて、提言をするものだろうと思いますの

で、真摯に受けとめたいなというふうには考えて

おります。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 確実に人口が減ると言

われている中、限られた財源、限られた市民力で

無限大にふえつつある地域での課題解決に当たる

ためには、この協働のまちづくり推進協議会にお

いて進められている市民活動センターの提言が非

常に重要な方向性を示すものであると考えます。 

  市としては、この市民活動センターを単なる市

民の活動拠点と考えているのか、それとも今後市

のさまざまな施策実現のために必要不可欠なもの

と考えているのか、それとも全く違ったものと考

えているのかお聞かせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 市民活動センターについ

ては、今、先ほど申しましたように、協働のまち

づくり推進協議会で種々議論をされているところ

だろうと思います。まだ提言も出されておりませ

んし、活動センターを設置するという意思決定も
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されておりませんので、その先の話については、

目的等についてということにつきましては、答弁

のほうは控えさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 今、協働のまちづくり

の協議会で、部会を分けて皆さん検討されている

わけですから、この提言というものは重く受けと

めていただきたいと思います。考えてはもらった

けれども、それは形だけで、どうなるかわかりま

せんというのでは、市民の協働はここでストップ

してしまいます。 

  市民活動センターができるのかできないのか、

できるとすれば、どのような形でどこに実現する

のかによって、今後の那須塩原市が大きく変わる

可能性があると思います。今まで行政が担ってき

たことを徐々に市民にゆだねていかなくてはなら

ない以上、市民協働のまちづくりについては、市

には大きな責任があると思います。市民協働がう

まく進むか、それとも頓挫するかそれはやり方次

第です。 

  ボランティア協議会の解散により市民活動のよ

りどころが消え、横の連絡がとれなくなってしま

います。せっかく合併して広がりつつあった市民

活動同士のつながりが、散り散りになってしまう

前に、市民活動センターを実現しなくてはならな

いと思います。 

  ちょうど時を同じくして、新しい地域包括ケア

システムの構築が急務となっています。これは完

全実施まで実質猶予期間が２年しかありません。

２年までの間に市民の力をどのように集結するの

でしょう。 

  保健福祉部管轄で構築する地域見守りの仕組み

と、企画部の管轄でつくるとして市民活動センタ

ーが別々にでき上がってしまったら、現在動ける

市民活動家たちは、またあちこち奔走しなくては

なりません。 

  新しい地域包括ケアシステム構築の中で、地域

の保健、医療、介護、福祉関係者だけでなく、Ｎ

ＰＯや市民ボランティアなどの地域社会資源の洗

い出しが求められています。趣味的なグループを

含めて、市民活動全てが地域の中での見守り、支

え合いの場になる可能性があると言われています。

行政の縦割りの壁を越えて、市民福祉部と企画部

が市民とひざを交えて市民活動センターのあり方

ついて一緒に検討を進めることはできないのでし

ょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（人見寛敏） ただいまのご提言、非常に

すばらしい考えであると私も思います。 

  特に、地域包括ケアシステム、高齢者の皆さん

に対する地域での支え合い、こういったものにつ

いては、本当に市民の皆さんのボランティアの意

識が非常に重要になってくるというふうに思いま

す。 

  その皆さんの要は集約というか、活動のコラボ

レーションをする場というところでの活動センタ

ーの役割というふうなものは、大変重要であると

いうふうに考えておりますし、この市への提言に

ついては、重く受けとめたいというふうに考えて

おりますし、縦割りを排除した、横ぐしを差すと

いうふうなものについては、これからの福祉のま

ちづくりにとっては大変重要な考え方であるとい

うふうに思っておりますので、これからの対応に

ついては、そういったものも重視して対応してい

きたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） これから対応を考えて

いただけるというお答えをいただきましたので、
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少し気持ちが落ちついたんですけれども、行政の

方は、これから市民にどんどんと仕事をおろして

いけば、何とかなると思っていらっしゃるのでは

ないかと心配しておりました。 

  市民ボランティアはスーパーマンではありませ

ん。体力的にも精神的にも限界があります。少な

くとも、現時点で抱えている活動でもう手いっぱ

いなんです。頑張っている市民にこれ以上重い荷

を背負わせて走り回らせ、役所から見て、ああ、

市民協働が進んでいるとは決して言ってほしくな

いのです。市民が汗を流しているところへ入って

きて、一緒に苦労を分かち合ってほしいのです。

そして、民にできないこと、困っているところを

プロの立場から手助けしてほしいのです。市民が

望む協働とは、そういう形ではないかと私は思い

ます。 

  また、縦割り行政の弊害で、似たような企画が

幾つも別立てで実施されることや、せっかく市民

協働で企画したイベントがほかの行事と重なり、

参加者のとり合いになること、これは人力、財力

両面から無駄と言えます。これからはそのような

ことも極力避けなくてはなりません。そのために

は、高いところからまちを見おろして、うまくコ

ーディネートできる組織と人材が必要です。 

  現在活動しているさまざまなグループが今後も

活動し続けていくためには、世代交代が進まなく

てはなりません。しかし、前半でも触れましたが、

役員の世代交代や活動の継続に悩んでいる自治会

やボランティアグループは少なくありません。団

塊の世代を初めとして、幅広い多くの市民が地域

活動に参加しやすくするためには、入り口がわか

りやすいことが第一だと思います。 

  市にとっても、新しい市民活動センターをつく

ることは、全ての市民活動を集約して、さまざま

なまちづくり施策に生かせる絶好のチャンスにな

るはずです。 

  頑張っている市民も、これから頑張ろうと思っ

ている市民も、誰もが気軽に相談できるよう、市

民活動全体の情報窓口を一本化し、さまざまな市

民活動を縦横無尽に施策とかみ合わせてコーディ

ネートできる経験豊かで優秀なスーパーバイザー

をぜひとも置いていただきたいと思いますが、も

う一度お伺いします。いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（人見寛敏） 市民活動センター設置につ

いてということでありますので、重く受けとめて、

これから対応についてしっかりと検討してまいり

たいと考えております。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） ありがとうございます。 

  以前の質問でも触れましたが、長岡市の「協働

は目的ではなく手段である」との言葉は非常に深

いと思います。何かを実現するために、その手段

として行政と市民が協働するのです。今求められ

ているのは、那須塩原モデルです。那須塩原市が

目指す目的を明確に示し、市民が生き生きと地域

の中で活躍できる仕組みをつくり上げていただく

よう強く要望し、１の質問を終わりにします。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で昼食のために休憩いたします。 

  午後１時会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５８分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  １番、藤村由美子議員。 
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○１番（藤村由美子議員） では、２に入ります。 

  黒磯駅前活性化プロジェクトについて。 

  黒磯駅前の活性化をテーマに、那須塩原市民が

暮らしやすく、来訪者が楽しめるまちづくりを決

めるためとして立ち上げられた「黒磯駅前活性化

プロジェクト」は、黒磯駅前のコンセプトを決め

る重要な役割を担っています。 

  このプロジェクトの一環として、「えきっぷく

ろいそ」という名前で、市民と那須塩原市、そし

てこの支援事業の委託を受けたリバースプロジェ

クトがワークショップを行い、提言がまとめられ

ました。 

  平成26年12月５日から12月19日までの間、「ま

ちづくり市民投票」が行われました。市民による

参加型のまちづくりとして注目を集めているこの

プロジェクトにおいて、市民投票の位置づけは非

常に重要であると考えることから、伺います。 

  ⑴まちづくり市民投票の実施結果について伺い

ます。 

  ⑵自由記述の意見ではどのようなものがあった

か伺います。 

  ⑶駅前図書館と交流センターについて、どのよ

うな意見が多かったのか伺います。 

  ⑷市民投票が今後どのように生かされるのか伺

います。 

  よろしくお願いします。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員の

質問に対し答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） それでは、２の黒磯

駅前活性化プロジェクトについての４つのご質問

に順次お答えいたします。 

  初めに、⑴まちづくり市民投票の実施結果につ

いてでありますが、この市民投票は、昨年の12月

議会で答弁いたしました「えきっぷくろいそ」が

主体となって、オンラインと投票用紙の２種類の

方法で実施したものであります。 

  投票者数は、オンライン投票が271人、用紙投

票が7,708人、合計で7,979人となっております。 

  投票者の属性では、男女比は、女性が54.3％と

多く、年代別では、10代が44.0％、次いで30代が

15.4％と、若い世代からの投票を多くいただいて

おります。 

  また、項目ごとの結果につきましては、それぞ

れ賛成の比率が高い傾向にありますが、内容の詳

細はえきっぷくろいそが投票結果を踏まえて取り

まとめている検討結果の報告書として、近日中に

提出される予定となっております。 

  次に、⑵どのような自由記載意見があったのか

についてお答えいたします。 

  自由記載意見については、全投票者の約３割の

方からさまざまな意見をいただいております。主

な意見といたしましては、町なかや新設する施設

に飲食店やカフェ等を充実させる、子どもや子育

て世代が利用しやすい仕組みや交流の場の設置を

求めるもの、また駐車場の確保が必要であるなど

の意見が多く寄せられました。 

  次に、⑶駅前図書館と交流センターについて、

どのような意見が多かったのかについてお答えい

たします。 

  駅前図書館では、通常の図書館機能に加え、カ

フェや託児等の機能を求める声が多くありました。

交流センターに関しましては、飲食スペースや地

元食材の販売、ＰＲスペース、子どもの遊び場や

世代間の交流ができる多目的スペースの設置を求

める意見が多くありました。 

  最後に、⑷市民投票が今後どのように生かされ

るのかについてですが、先ほどもお答えいたしま

しとおり、現在、えきっぷが取りまとめ作業中の

報告書に反映されるものと考えております。 
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  今後、黒磯駅周辺地区都市再生整備計画事業は

具体的な事業に入ってまいりますので、多くの市

民の思いを設計段階からできるだけ反映させてい

きたいと考えております。 

  また、えきっぷを初め、関係者の皆様とは、今

後とも連携を図り、継続的に調整協議を行いなが

ら、協働の体制で事業を実施してまいりたいと考

えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） ご説明ありがとうござ

いました。 

  まず、市民主体のまちおこしにしようと、この

プロジェクトにかかわった多くの皆様のご尽力に

感謝いたします。 

  何回もワークショップを開催し、意見交換し、

投票のときには東奔西走なさったことと思います。

お疲れさまでした。 

  市民投票の実施結果について、部長からご説明

いただきましたので、⑴から⑶について、関連し

ておりますので、一括して再質問いたします。 

  黒磯駅前活性化プロジェクトとして2014年7月

に生まれたえきっぷくろいそは、同年９月にまと

められた黒磯駅前及び周辺地域活性化懇談会のこ

の最終コンセプト、こちらをどのように市民投票

に盛り込んだのでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  まず、市民投票の目的でございますが、黒磯駅

前周辺地域の再生整備事業を進めるに当たって、

できるだけ広くの市民の皆様からご意見をいただ

きたいという趣旨のもとにこの投票をやったわけ

でございますが、それに当たって、４つの項目を

出しております。 

  １つは、駅前の図書館、そして交流センター、

町なか環境、さらには空き屋対策というものをど

うしていくか、そういうことに関して、要は議論

をするチームということで、このえきっぷそのも

のが設立されているということでございます。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 最初は、インターネッ

トの投票がメーンというふうにお伺いしていたん

ですけれども、結果的に紙ベースでの投票所をふ

やしていただいて、途中から緊急対応はさぞ大変

だったことと思います。 

  このことは、那須塩原市の地域性をいみじくも

あらわした結果であったのかなと思っております。 

  この設問に関してなんですけれども、先ほども

おっしゃっていましたように、一つ一つの提案に

対する賛否を問うものでございます。投票用紙を

初めて手にした方には、ぼんやりとした全体像の

中で個別の提案への賛否を求められ、判断に迷わ

れた方も多かったのではないでしょうか。このよ

うな形式のアンケートでは、よほどではないと

「ＮＯ」を選びにくいので、「ＹＥＳ」への誘導

であると受け取られても仕方がないのかなと思い

ます。ですので、自由記述の意見、これを分析を

しっかりして、そのほかの意見の吸い上げが必要

だと思いました。 

  この投票結果を受けて、えきっぷくろいそとし

ては、さらにコンセプトを詰めるのでしょうか、

お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） えきっぷくろいそと

してコンセプトを詰めるかというお尋ねの前に、

紙ベースの投票ということだと、初めて目にして、

これはなかなか反対と書けない人がいるんで、ほ

とんどが賛成になってしまうんではないかという
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ようなご指摘なんですが、私どもも、この投票す

るに当たっては、なぜ皆さんにこういう意見を求

めるのかとか、あるいは駅前の活性化プロジェク

トはどういうものかというところについて、広報

で周知したりとか、あるいはホームページの中で

周知してきたというような努力はしているという

ことで、決して誘導的なもので物を整理している

んじゃないということだけ、ちょっとご承知おき

いただければというふうに思います。 

  その上で、先ほどのご答弁でお話をさせていた

だいたとおり、この投票結果を踏まえて、えきっ

ぷの皆さんは改めて市に対しての提言書というも

のを今、作成している予定でございます。 

  したがいまして、３月の中旬には、そのまとめ

られたものが上がってくると。懇談会で出された

コンセプトを受けて、より具体的なものになって

いるのかなというふうに期待しているところでご

ざいます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） ありがとうございます。 

  誘導であると言った意味が、悪い意味で言った

のではなくて、結局、全て市民の方が一生懸命考

えてくださったコンセプトが具体的に出ているわ

けですけれども、それに縛られてしまうというこ

とで、それ以外の発想が出てきにくくなるのでは

ないかなと思ったので、自由記述の分析をしっか

りしていただきたいなと思いました。 

  提言書が３月中旬に出るということで、駅前図

書館について、先ほど通常の図書館の機能プラス

カフェとか託児所などの意見があったとのこと。

たくさんの人が集まる新しいコンセプトの図書館

が望まれています。 

  さらに研究が必要であろうと思われますが、こ

の図書館の内容を最終的に決めるに当たり、今後

どの部署が中心となってかかわるのですか、お伺

いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一） それでは、私のほうか

ら、黒磯駅周辺の都市再生整備計画事業につきま

しては、建設部所管でございます。そういった中

で、ハードの整備につきましては、うちのほうが

メーンになってやっているわけでございますが、

図書館につきましては、今回いろいろな提案が出

ております。それらを参考にして、庁内の関係各

課でよく詰めまして、最終的には図書館の管理と

いうことになりますと、教育部局というふうにな

るかと思いますので、最終的にはですね。どの時

点で教育部局にお願いするかというのは、今後検

討して、進めてまいりたいとは考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 整備計画の担当が建設

部ということで、出てきたコンセプトを参考にし

て、よく詰めて、ある程度の段階に教育部局にバ

トンタッチするというご説明だったかなと思いま

す。 

  では、交流センターについてなんですけれども、

交流センターは、例えば会食ができるところ、食

材の販売、人々が交流できる多目的スペースなど

の意見が出ていたとのことでした。 

  この交流センターという言葉は、余りなじみが

なく、市民にとって想像しにくかったと思います。

日ごろ市民活動をしている人が自由に使える、前

半の質問で言っておりました市民活動センターの

ようなものだと思った方もいるようです。 

  設問も全て、市民同士で交流するということを

想定した内容ばかりでしたので、市民の市民によ

る市民のための交流センターであるのかなと受け
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とめました。 

  そこで、市民活動センターの地域拠点のような

機能をこの中に盛り込むことは可能なのでしょう

か、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一） 先ほど出ました市民活

動センターでございますが、この交流センターの

中にというふうなご質問であると思いますけれど

も、この交流センターにつきましては、敷地の面

積、また事業費等の性格がございまして、今想定

しているのは、２階建てで約1,200㎡ということ

で、余り大きくございません。類似施設等で見ま

すと、アグリパル塩原は平屋で約1,600㎡、厚崎

公民館で1,612㎡、稲村公民館で1,000㎡とういこ

とで、それと比べまして、1,200というのは大体

想像ができるかと思うんですが、そういったスペ

ース的にも限られていると。 

  また、事業費も、工事のほうで約５億4,000万

円ほどの見込みでしておりますが、この市民活動

センターというのは、この交流センターの目的は、

地域の中心市街地の活性化というのが大きな目的

でございまして、そういった目的からすると、ち

ょっと目的が違うのかなというふうに考えるとこ

ろもございます。 

  そういったいろいろな事項を考慮した場合には、

難しいのではないかなというふうに今のところ考

えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 面積が限られていて、

予算が限られているということは、当初から説明

聞いておりました。 

  中心市街地活性化ということですから、駅前商

店街に位置するわけで、市の産業観光の発信基地

としての機能を持たせるということも必要でしょ

う。駅から徒歩圏内に那須町の朝市の10店舗が開

店しましたので、那須塩原市の物産店が新たにで

きると、市民にも観光客にも喜ばれ、新たな人の

流れができると思います。 

  また、さまざまな市民が集う交流センターにす

るためには、市内の福祉事業所で子どもたちがつ

くったクッキーやパンなども、いつでもここに来

れば買えるというふうにするといいのではないか

なとふと思いました。 

  あと、えきっぷの提言や自由記述の中にもたく

さんのキーワードがありました。先ほども言われ

ましたけれども、駐車場、これは本当に大きな問

題だと思います。子ども、鉄道、食、フリースペ

ース、これらのキーワードは見過ごせません。市

民が求めている意見として重く受けとめ、トータ

ルデザインの中にしっかり盛り込んでほしいと思

います。 

  では、⑷について再質問いたします。 

  今後は、できるだけ報告書をもとに反映させた

い、今後も連携をしたいというお答えをいただき

ました。 

  この投票結果だけでは、はっきり言って、まだ

私には全体像が見えません。内容はまだまだ詰め

る必要があると思います。 

  先ほど図書館について伺ったんですけれども、

図書館と交流センターあわせて、最終的にいつ、

どこで、誰がこの２つの箱物のトータルデザイン、

内容を決めるのですか。もう一度お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一） この２つの建物でござ

いますが、工事につきましては、交流センターに

つきましては、28年度の工事を予定しております

ので、27年度に基本設計と詳細設計を予定してお
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ります。 

  図書館につきましては、29年度から30年度にか

けて２カ年でということで建物の工事を予定して

おります。そういった中で、図書館につきまして

は、27年度に基本設計、28年度に詳細設計という

ことで計画をしております。 

  今後のどういうふうに詰めていくのかというこ

とでございますが、それら基本設計を行うに当た

っては、先ほど言いました庁内での検討は当然で

ございますが、それとあわせまして、先ほどの最

初の答弁にもありましたけれども、えきっぷくろ

いそを初め、ほかの関係機関や団体と調整をしな

がら、詰めていきたいというふうに考えてござい

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 私は、設計にも市民が

参加するといいのではないかと思っています。市

民主体のまちづくりと言っているならば、市民に

最初考えるだけ考えてもらって、行政の方が預か

って、それを事業者の方に予算とともに投げてし

まうと。引き受けた業者の方は利益をとらないと

いけませんから、コンセプトを少しずつそぎ落と

していかなくてはいけなくなると思うんですね。

その中で、やはり市民が思っていたものからかけ

離れていくのではないかという心配があります。 

  以前テレビで見たんですけれども、被災地の方

で集団移転をしなくてはいけない地域の方が、行

政とその地域の方が一緒になって新しいまちづく

りについて皆さんでデザインをなさって、そこに

業者の方も加わって、市民が提案したものに対し

て、ああ、それは見た目はきれいだけれども、使

いづらいんだよとか、ああ、そういう仕様は高く

つくから、これだったら安くできるけれども、あ

る程度希望に沿ったものになるよとか、プロとし

てのアドバイスをその市民に直接言ってくれるこ

とで、市民も納得した上で、より思いに近いまち

づくりが実現したという事例の紹介を見たことが

あります。 

  このような３者が一緒に同じ場所で考える、そ

こで思いをすり寄せる、合わせる、これが協働の

まちづくりが目指すべき形ではないかと私は思い

ます。 

  この懇談会最終報告書の62ページに工程表のイ

メージというものが出ています。ハード事業関連

の工程の中に、図書館と交流センターの中身につ

いて、懇談会の提案内容を具現化するワーキング

チームを結成とあります。それがえきっぷのこと

だと思います。 

  括弧書きの中に、工事開始後も、ソフト面の具

現化のために機能するとあります。多額の税金を

投入して開発する以上、継続して黒磯駅前の人の

流れに注視する必要があります。つくった施設は

適切であったのか、ちゃんと人の流れを創出でき

ているか、にぎわいは取り戻せたか、ＰＤＣＡを

繰り返していくべきです。 

  つくったけれども、だめだったねでは済まされ

ません。いつでも柔軟に変化していけるよう、検

証する仕組みを残しておく必要があると思います

が、いかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一） 本事業につきましては、

都市再生整備計画事業というふうな事業でやって

いるわけでございますが、その事業の評価としま

しては、事後評価ということで、幾つかの評価を

やることが義務づけられておりますので、そうい

った事業評価の中で、その辺の検証をしていきた

いというふうに考えてございます。 

  以上です。 
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○議長（中村芳隆議員） １番、藤村由美子議員。 

○１番（藤村由美子議員） 私は、そのためにも、

交流センターの中に市民誰もが集える市民活動セ

ンターの地域拠点を置くことはプラスになるので

はないのかなと考えたんです。 

  市民活動センターをもし新庁舎もしくは市の中

心部につくる計画であったとしても、広い市内で

１カ所だけというのは、ちょっと実用的ではあり

ません。なので、それぞれの地域の拠点として、

便利のいいところにあるといいのかなと思いまし

たので、新しくできる施設に市民の期待が集まっ

ておりますので、検討していただきたいと、最初

から無理と言わないで、できるだけ市民と業者の

方と意見をすり合わせて、どこまで市民の思いに

寄り添った建物になるのか、検討していただきた

いと思います。 

  今回、市民協働のまちづくりと黒磯駅前活性化

プロジェクトの質問を一緒に取り上げたのは、ど

うしても市民協働のまちづくりの観点から黒磯駅

前活性化を成し遂げてほしいと思ったからです。 

  ここにちょうど議会開会の日にいただいた２月

20日付の那須塩原市協働のまちづくり推進協議会

通信第５号があります。この下の部分に、身近な

協働事例紹介、これも協働ですということで、市

民の意見をまとめるチームえきっぷくろいその活

動。 

  「えきっぷくろいそは、図書館や交流センター

など黒磯駅前の再整備にあわせて、歴史ある商店

街を含めたまちづくりを市民主体で考えていくプ

ロジェクトです。今住んでいる人々だけではなく、

10年、20年とこのまちが時代を経ても持続的に暮

らせるように、周辺地域や自然環境とも調和のと

れたまちづくりを目指しています」とあります。 

  市民協働のまちづくりの歴史の１ページが、目

に見える形で黒磯駅前に残るのです。図書館と交

流センターは、駅前の方たちだけでなく、那須塩

原市民誰もが利用する貴重な施設です。この２つ

が失敗すると、長く後世まで負の遺産となって残

ることになってしまいます。多くの市民が市民協

働でできたすばらしい駅前だと誇れるように、こ

のプロジェクトを実現していただくよう強く要望

いたします。 

  支える側のほうの人間が少なくなり、多数の人

を支えなくてはならない現実が目前に迫っていま

す。今までのような行政主導ではなく、市民ボラ

ンティアや市民活動が発展したＮＰＯなど、市民

力そのものが地方自治体の血となり肉となる時代

がやってきます。それぞれの活動が別個に存在す

るのではなく、互いに連携し、組み合わせること

で大きな力とし、それがまちづくりに発展的に生

かされる仕組みを構築することこそが強い自治体

として生き残るかぎであると思います。 

  今まさにその新しい仕組みを練り上げる段階な

のです。そのためには、先ほど申し上げたように、

市民活動に関して一元化された窓口が必要であり、

コーディネートできる経験とパワーのあるキーマ

ンが必要です。市民力という血流が生き生きと那

須塩原市全体を駆けめぐることができる仕組みを

何が何でもつくり上げていただきたいとお願いし

て、私の一般質問を終わりにいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、１番、藤村由美

子議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 櫻 田 貴 久 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、７番、櫻田貴久議

員。 

○７番（櫻田貴久議員） 皆さん、こんにちは。議

席番号７番、ＴＥＡＭ那須塩原、櫻田貴久です。
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通告に従い市政一般質問を行います。 

  １、本市の観光振興と活性化について。 

  旅行会社などの投票で国内の人気温泉地ランキ

ングを決める第28回「にっぽんの温泉100選」に、

昨年まで圏外だった塩原温泉が47位に、板室温泉

が96位に選ばれました。また、塩原温泉は、圏外

から47位へと大躍進したことにより、初の特別賞

にも選ばれました。 

  そこで、本市のさらなる観光振興と活性化に向

けて、以下の点についてお伺いをします。 

  ⑴知名度の低下に苦戦していた本市の温泉地が

選ばれた要因についてお伺いします。 

  ⑵市内３観光協会によって、「那須塩原市観光

局」が４月に設立されます。進捗状況についてお

伺いをします。 

  また、「那須塩原市観光局」が本市の観光振興

をどのように進めていくのか、具体的にお伺いし

ます。 

  ⑶この２年間、本市が取り組んできた観光ＰＲ

は、非常に前向きで評価のできる取り組みだと思

います。今後の取り組みについてお伺いをします。 

  ⑷これまでの取り組みを踏まえて、本市の観光

関連事業者の方々と、今後どのように連携し、本

市の観光振興を進めていくのか、具体的にお伺い

します。 

  ⑸直近の本市の観光客入込数と宿泊客数につい

て、所見をお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 櫻田貴久議員の質問に順次

お答えいたします。 

  本市の観光振興と活性化で１番から５番までで

ございました。 

  ⑴の本市の温泉地が「にっぽんの温泉100選」

に選ばれた要因についてですが、業界での話題性

ある取り組みとして、昨年度からＪＲ東日本とタ

イアップして実施した電車内の中つりポスターや、

主要駅構内でのポスター、パンフレットによる告

知、また国内主要旅行エージェントへの本市単独

プレゼンテーションなど、首都圏を中心としたマ

ーケットの訴求が功を奏し、塩原温泉、板室温泉

の順位を押し上げたものと考えております。 

  先日、私、県の温泉、源泉を扱っている薬務課

の会合にかなり多くの皆さん集まって、総会があ

って、お邪魔してまいりました。そのとき、私も

知らなかったんですけれども、全国の温泉って

3,000あるんだそうです。源泉は7,000数百本。こ

れ、全国的。ですから、そういう意味では、この

47位、96位というのは、いかに大躍進だったのか

ということが特別賞に当たるのかということを、

よその会議に出て、初めてしみじみと感じた次第

でございました。 

  また、⑵番の那須塩原市観光局の進捗状況につ

いてと、観光局が本市の観光振興をどのように進

めてゆくのかについてお答えいたします。 

  観光局につきましては、現在、構成団体である

市内３観光協会と市で細部の調整、協議を行って

おりますが、これまで局長をトップとする執行体

制や、開設する観光振興センター内に設立するこ

とについて協議が調っており、本年４月からの開

業に向けた最終調整の段階に入っております。 

  また、設立後は、本市観光を牽引する役割を担

い、長期的かつ継続的な観光戦略の構築と、それ

に基づく告知宣伝、観光地の品質管理等をトータ

ルでコーディネートし、観光の振興を推進してい

くことにしております。 

  特に、私から機会あるごとに関係者にお願いし

ていることは、観光は定住促進の先導的役割を必
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ず果たすと。観光産業を活性化すること、これは

非常に重要。雇用とか消費とか、全ての面で重要

でございますが、人の入れ込んでくるまち、こう

いう市を構築してゆかないと、定住促進につまず

きが出る可能性もあると、こういうことで、先導

的役割という分野も、単なる観光振興だけではな

くて、強く肝に銘じて進んでいただきたいと、こ

ういうことも常に申し上げております。 

  また、⑶の市が取り組んできた観光ＰＲの今後

につきましては、良質なプロモーションをさまざ

まな告知媒体を複合的に活用しながら、今後も継

続して実施してゆく予定でありますが、観光局が

主体となって実施してゆくことになりますので、

さらにスピーディーで柔軟な観光プロモーション

を展開できるものと考えております。 

  また、４番目の本市観光関連事業者と今後どの

ように連携し、観光振興を進めてゆくのかについ

てもお答えいたします。 

  観光協会と市が共同して取り組む観光局の設立

に伴い、さらに連携しやすい環境が整備されるも

のと考えております。 

  一方で、観光関連事業者が自立的かつ継続的に

観光地の質の向上に努めてゆくことが重要である

と認識しておりますので、観光関連団体、事業者、

観光局及び市が適切な役割分担と密接な連携のも

とで、魅力ある観光地づくりを進めてゆきたいと

考えております。 

  次に、直近の本市の観光入込客数と宿泊客数に

ついての所見ですが、平成26年の観光入込客数は

980万人と、平成25年とほぼ同数、微増といいま

すか、ほぼ同数でございまして、平成26年宿泊者

数は94万人で、平成25年の96万人に比べて２万人、

率にして２％減少しております。 

  宿泊者の減の要因につきましては、これは全国

的な傾向でもございますが、去年、26年の減、こ

れにつきましては、平成26年２月の大雪、あるい

は連休日数の減少、４月からの消費税の増税等が

強く影響しているのではないかと一般的に見られ

ております。 

  観光庁が発表した観光消費動向調査においても、

平成26年４月から９月の日本人国内旅行消費額は

前年同期と比較すると減少しております。 

  特に、トップシーズンである７月から９月は、

全年対比11％の減、宿泊旅行につきましては13％

の減であり、過去５年間で最低消費額となってい

ることから、全国的宿泊者数の減少傾向の中で、

当地、那須塩原市観光地は、何とか踏みとどまっ

たと、総括すると、こんな印象を強くしておりま

す。 

  第１回の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑴から⑷につ

いては関連をしていますので、一括で再質問をさ

せていただきます。市長、部長には、ぜひ観光振

興に対する熱いパッションで答弁をお願いしたい

と思います。 

  それでは、首都圏向けのＰＲキャラバンなどに

力を入れ、民放ラジオ局文化放送で観光情報の発

信などを行っているが、具体的な内容についてお

伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） ＰＲキャラバンと文

化放送についてのお尋ねだと思いますが、ＰＲキ

ャラバンにつきましては、昨年の６月と11月に首

都圏のＪＲの重立った駅の観光びゅうプラザを対

象に売り込みをやったと。その際は、私どもと観

光協会の共同で実施したということでございます。 

  また、文化放送につきましては、昨年10月から

「くにまるジャパン」という番組内において、こ
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ちらは毎週月曜日から金曜日、５回ということに

なりますが、本市の観光スポットＣＭというんで

すか、ＰＲというんですか、そういうものを流し

ております。 

  また、さらに２月には、本市の観光ＰＲ特番、

30分程度のものでございますが、そちらを作成し

まして、２回ほど放送したということでございま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 了解をいたしました。 

  それでは、昨年秋から東京モノレール、羽田空

港国際線ビル駅内でデジタルサイネージを使った

観光情報の発信を、同空港からの旅客の動線とな

る電車内のポスター掲示にも取り組み、非常に評

価のできる施策だと思いますが、今後、このよう

な知名度を上げる試みは、さらに続けることが塩

原、板室温泉については必要不可欠だと思います

が、今後の計画についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 今後のプロモーショ

ン計画についてということでございますが、今、

議員おっしゃったとおり、今年度実施いたしまし

た空路、鉄路、そして業界紙等を使ったあらゆる

媒体、いろいろな媒体を使ったミックスメディア

による告知活動というのは、私どもも非常に要は

功を奏したと、いろいろな面で効果があったとい

うふうに認識しているところでございます。 

  今後も、東京を中心に、首都圏のあらゆる場所

で、塩原温泉、あるいは板室温泉が、その固有名

詞が目に触れ、耳に流れてくると、そんなような

実効性のあるプロモーションというものを、今後

についても実施してまいりたいというふうに考え

ております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、部長、本市の

ほかの温泉地、平場の黒磯、西那須野温泉地につ

いても、どのように考えているのかお伺いをいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 本市の平場の温泉地

ということで、黒磯地区、あるいは西那須野地区、

両地区に魅力的な温泉があるということは我々も

承知しております。 

  これらについては、今後、塩原、あるいは板室

との回遊性を持たせる中で、例えば湯めぐりなん

かの取り組みを通して、さらにＰＲを進めてまい

りたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、部長、平場の

温泉地にも積極的にＰＲをしてもらいたいと思い

ます。塩原、板室のように、部長の答弁に熱さを

感じるような、そういった答弁をしてもらいたい

と思うんですが、かんすい苑覚楽、西那須野温泉

大鷹の湯などは、非常にクオリティーの高い施設

なので、市としては、現状を把握した上でのＰＲ

の具体的な取り組みについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 櫻田貴久議員に申し上げ

ますが、部長、部長と指名をしないで質問をして

いただきたいと思います。 

○７番（櫻田貴久議員） はい。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  先ほどもお話ししたとおり、黒磯、西那須野地

区には、本当に魅力ある温泉があるということは、
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私も十分承知しているところでございます。そう

いうことから、ココシル那須塩原や、あるいはホ

ームページ等において、現行においても情報発信

をしているところでございますし、今後につきま

しては、首都圏における観光キャンペーンなんか

のときも、さらに、従前にも増した売り込みとい

うものをやっていきたいというふうに考えており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、そこで黒磯観

光協会及び西那須野観光協会との連携についてお

伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  黒磯、西那須野地区の温泉を売り込むために、

どういう連携をしていくのかということでござい

ますが、現在も、那須塩原市の連絡協議会、観光

の連絡協議会というところが、３つの協議会で告

知活動等を推進しているということでございます

ので、そういうことからしますと、現行でもやっ

ていますし、その関係を今後観光局の中でさらに

深めて、連携してまいりたいというふうに考えて

おります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、本市の平場の

観光を今後どのように支援していくのか、具体的

にお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  黒磯、西那須野地区には、明治の元勲ゆかりの

歴史的資産、これはまさに観光資産になるという

ふうに思っていますんで、こういうものをうまく

活用しながら、板室、塩原両温泉地と同様のレベ

ルのＰＲをしていくと、そんなような思いでいま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 了解をいたしました。 

  それでは、知名度アップや業界でのＰＲ時の取

り組み方も、非常に前向きで評価のできる取り組

みですが、今後、ＪＲ東日本とのさらなる取り組

みについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  首都圏をターゲットとしたプロモーションを実

施していくという中では、やはりＪＲと連携した

告知、誘客事業を進めていくということは、非常

に重要なことだというふうに我々考えております。 

  そういうことからいたしまして、今までにも増

して、ＪＲとの関係というものは緊密なものにし

ていく中で、より実効性の高い事業というものを

展開してまいりたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、さまざまなタ

イアップ事業の具体的な計画についてお伺いをい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 具体的な計画につい

てでございますが、こちらについては、例年同様、

主要な駅の構内でパンフレットあるいはポスター

による告知をしたりとか、山手線等の車両内にお

ける中つり広告等をやるというのに加えまして、

今度は共同開発によるモニターツアーみたいのも
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やっぱり手がけてまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 具体的な計画についても、

十分に理解をするところでありますが、今後、Ｊ

Ｒ東日本との連携は、本市としては必要不可欠だ

と思うが、どのような形で連携を深めていくのか、

本市のさらなる取り組みについてお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  ＪＲとのさらなる連携、取り組みということで

ございますが、こちらにつきましては、きのう、

市長の答弁にもありましたが、去る２月23日にＪ

Ｒ東日本大宮支社長以下ＪＲの幹部と私ども、市

長を初め、副市長、あとは３幹部の、市の幹部と

言わせていただきますが、との間で懇親会等を開

催しております。その中で、平成27年度の事業展

開についても、大まかではございますが、意見交

換を行ったというところでございます。 

  今後もこういう機会を設けて、細やかな連携の

もとに、実効性のある取り組みというものをお互

いに模索していきたいというふうに思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ前向きに取り組んで

いただきたいと思います。 

  また、国内主要旅行エージェントへの本市単独

プレゼンテーション等も、非常に本市の強みであ

ると思うが、さらなる取り組みについてお伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） ただいまのご質問で

ございますが、こちらについては、昨年の11月６

日に、ＪＡＴＡ日本旅行業協会の主催で持って、

本市だけに限定した観光プロモーションというも

のをやっております。 

  結果としては、非常に好評だったし、我々もし

っかりした手ごたえを感じたというところでござ

います。 

  こちらについては、なかなか実施にこぎつける

ということは難しい、ハードル高いところござい

ますが、私どものほうは、審議官等が骨折りをい

ただいて、こういうものをできているという実態

がございますんで、来年度も同じようなプレゼン

をして、エージェントに対して広く本市のよさを

発信してまいりたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） これも本市独自の取り組

みだと思うんで、ぜひこれも前向きに進めていた

だきたいと思います。 

  那須塩原市観光局の組織の内容については、昨

日の代表質問で答弁をいただきました。 

  そこで、業界紙でも、観光局を設立することで、

観光客誘致になる、経済活性化にも力を注ぐこと

など既に評価をされている取り組みと、今後のタ

イムスケジュールについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） まず、観光局の設立

目的についてでございますが、こちらについては、

もう再三お話ししているところでございますが、

観光局は、長期的かつ継続的な観光戦略に基づい

て、告知宣伝、あるいは観光地の質を磨き上げて

いくという取り組みをしていくということでござ
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います。 

  こうした取り組みによって、観光による交流人

口を増加させまして、観光産業の成長、ひいては

地域の活性化にもつなげてまいりたいというよう

なところでは、かなりの期待が寄せられていると

いうふうに我々は実感しているところでございま

す。 

  なお、今後のスケジュールについてはというこ

とでございますが、４月１日から観光局が業務を

開始して、本格的なプロモーションをやっていく

ということになっております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ここは木下審議官の手腕

に期待をしたいと思います。 

  改めて、地元の反応についてお伺いをいたしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 地元の反応というこ

とでございますが、観光局に寄せられる意見とい

うのは、寄せられる意見というか、寄せられる期

待というものに関しては、大きいものがあるとい

うふうに認識しております。 

  あと、もう一つ、成果といたしまして、「にっ

ぽんの温泉100選」に塩原温泉と板室温泉がラン

クインしたということから、やはりこういう結果

が出てくると、やっぱり期待というものも膨れて

くるのかなというふうに思っているところでござ

います。 

  今後、さらに観光局のほうで有効な手を打って、

しっかりとした形を出すことによって、このよう

な声にこたえてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 観光ＰＲに本市も前向き

に取り組んだことは、十分に評価することではあ

りますが、地域の努力について、どのような取り

組みをしたのか、現状をお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  地域の努力の取り組みということでございます

が、こちらについては、先ほどお答えしたとおり、

昨年の６月と11月にＪＲの首都圏の重立った駅の

びゅうプラザに対してキャンペーン活動をやった

りしています。 

  それ以外に、真新しいところといたしましては、

春の観光スポットづくりということで、観光関係

の団体さん、あるいは地元の関係者が主体となっ

て、地域に合った春の花の植栽というものに取り

組んでいるということがございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、春の花の植栽

の具体的な取り組みについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 具体的な取り組みと

いうことでございますが、塩原温泉の活性化推進

協議会がもみじ谷大橋の塩原ダム湖公園にハナモ

モを約190本程度植栽したということでございま

す。 

  また、黒磯観光協会も、木の俣園地にハナモモ

の植栽を予定しているということでお伺いしてお

ります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 昨日の読売新聞にも記事
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が出ていましたね。10年後には花祭りを開き、誘

客につなげるという意気込みを感じます。今から

楽しみでありますが、ぜひオール那須塩原で取り

組んでみたいと切に要望いたします。 

  それでは、改めて、今回の結果を踏まえ、今後

観光関連事業者のモチベーションをどのように支

援していくのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） モチベーションに対

するお尋ねだというふうに思いますが、繰り返し

になりますが、「にっぽんの温泉100選」にラン

クインしたということによって、観光関連の皆さ

ん方、非常にモチベーションが高まっていると、

盛り上がっているというところがございます。 

  今後は、観光局が主体となって、戦略に基づく

プロモーションを展開していくことによって、目

に見える成果というものを出すことによって、市、

観光局、観光事業者ともども、モチベーションと

いうのを維持向上していくというふうに考えてお

ります。そういうふうにしていきたいというふう

に考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、改めて塩原温

泉、板室温泉の強みをどのように認識し、展開し

ていくのか、非常に楽しみでありますが、審査会

では、地域の努力が順位にあらわれていると評価

されているが、一番大事な地域の努力を本市とし

てはどのように喚起をしていくのかお伺いいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 地域の努力の喚起と

いうことだと思いますが、まず観光地の品質の向

上ということからいいますと、その観光地に行っ

てみたいと感じさせる観光地になるためには、各

施設であったりだとか、各観光協会が確固たる信

念のもとに、魅力ある観光地として磨き上げてい

くということが一番大切なことなのかなというふ

うに思っております。 

  このような思いをお互い喚起するというために

は、やはり現状の観光マーケットというものは縮

小していきます。将来的にもかなり厳しい状況が

あるということをお互い再認識することで、危機

感を持って観光振興に取り組んでいくということ

が一番キーになるのかなというふうに思っており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 審査会では、老舗は底力

があると分析、またそぞろ歩きできる温泉地の評

価も高く、まちがおもしろいとか、夜に出かけて

何かできることがある地域が今後強くなるという

見方もあります。 

  そこで、順位を上げること、認知度が上がるこ

とだけが全てではないと思うが、100選に選ばれ

た塩原、板室温泉の今後のさらなる発展に期待を

し、⑸の再質問に入ります。 

  全国的な宿泊数の減少傾向の中でも、何とか踏

みとどまっていることを考えると、地元の皆様の

努力も一筋縄ではないかと思います。 

  木下審議官が就任して２年を迎えるに当たり、

２年を迎えるに当たりではなくて、２年が経過し

てですね。２年が経過して、成果を本市としては

どのように評価をしているのか、また地元の意見

をどのようにとらえているのかをお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 
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  まず、評価についてでございますが、この点に

つきましては、25年度から内向きのプロモーショ

ンから首都圏をターゲットにしたプロモーション

に変えていったということによって、本市の観光

地、塩原、板室の知名度が上がって、今回の温泉

100選のランクインにもつながったということで、

まずはその取り組みを内から外に変えていったと

いうところが、１つ大きく評価できることだとい

うふうに思います。 

  また、地元の皆さんからの声ということでござ

いますが、こちらについては、先ほど来何回も言

っていますが、「にっぽんの温泉100選」に入っ

たということは大変喜ばしいということで、皆さ

ん、大変前向きな思いになっているんだと思いま

すが、そうはいいましても、皆さんの中から聞こ

えてくる声の中には、やっぱり各施設や地域とし

ての品質管理、やっぱり温泉素材の磨き上げとい

うことをしっかりやっていかないとうまくないよ

ねというような、そんな声が寄せられております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） まさしくそのとおりだと

思いますね。しっかりその辺も精査をしながら進

めてもらいたいと思います。 

  震災から４年がたとうとしています。そこで、

東日本大震災の影響による東京電力の賠償問題も

既に打ち切られているという話も聞きます。これ

から本市においては、二次的な風評被害も無視す

ることはできないと思います。 

  最後の質問に入りますが、本市の観光振興には、

二次的な風評被害の払拭をすることは非常に重大

な問題だと思いますが、今後の取り組みについて

お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 二次風評被害への取

り組みについてということでございます。 

  この件については、まずは実態把握ですね、賠

償問題の実態把握のため、市内の３つの観光協会

と連携しながら、十分に情報を収集してまいりた

いというふうに思っております。 

  その上で、二次的な風評被害が懸念されるとい

うような事態であれば、関係各位とのご相談の中

で、市としては、時点時点でできることが何であ

るかといった検討をしていくことになるのかなと

いうふうに思います。 

  いずれにいたしましても、観光については、よ

うやく明るい兆しが見え始めてきたところだとい

うふうに思っております。二次風評によって、逆

戻りしないよう、先手先手の対応が必要だという

ふうに思っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ風評被害払拭にも十

分に対応していただきたいと思います。 

  この那須塩原市は、観光産業が元気になれば、

本市は活気づくと思います。観光の振興なくして

本市の発展はありません。つながらないと思いま

す。 

  本来ですと、市長にもご意見を賜りたいところ

でありますが、木下審議官の任期もあと１年。本

市の観光の最終的なゴールに向けて、さらなる取

り組みに期待をし、この項の質問を終了させてい

ただきます。 

  それでは、２、本市のインバウンドの取り組み

について。 

  政府観光局は、2014年に日本を訪れた外国人旅

行者が推計1,341万3,600人であったと発表しまし

た。過去最高だった2013年、1,036万3,904人を約

300万人上回っています。 
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  円安に加え、東南アジアの観光ビザの緩和や、

昨年10月に始まった消費税免税品目の対象拡大も

功を奏し、中国などアジアからの訪日客の伸びが

顕著になったと言っています。訪日客が使ったお

金は２兆305億円（観光庁推計）と、過去最高に

なりました。 

  そこで、本市のインバウンドの取り組みについ

て、以下の点についてお伺いをします。 

  ⑴本市のインバウンドに対する基本方針につい

てお伺いいたします。 

  ⑵本市のインバウンドに対するこれまでの実績

並びにこれまでの取り組みについて、改めてお伺

いをします。 

  ⑶多言語化対応など、本市のインバウンドのこ

れからの取り組みについてお伺をいします。 

  ⑷訪日外国人の集客について、地元関連事業者

とどのように連携をしていくのか、今後の取り組

みについてお伺いします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） それでは、２の本市

のインバウンドの取り組みについて、⑴から⑷ま

で順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の本市のインバウンドに対する基本

方針についてでございますが、外国人旅行者のＦ

ＩＴ化、いわゆる個人旅行の傾向が進んでいるこ

とから、富裕層の個人客を対象とした誘客対策を

機軸とし、他観光地の団体旅行を誘致する対策と

は一線を画す必要があると考えております。 

  また、東京への訪日客が多いことが明らかであ

ることから、東京からの利便性を生かした対策も

重要であると考えております。 

  次に、⑵の本市のインバウンドに対する実績と

これまでの取り組みについてでございますが、本

市における外国人宿泊者数は、平成26年が約

7,000人で、平成25年の約6,400人と比較して、

600人の増、率にして約９％増加しております。 

  これまでの取り組みとしては、上海事務所にお

いて、店頭のＰＲコーナーの設置や旅行エージェ

ント等への営業活動、中国最大の旅行博覧会ＣＩ

ＴＭへの出展のほか、昨年５月には、市長がみず

から中国有力旅行者エージェントや上海旅遊局等

に対するトップセールスを行っており、その結果、

８月に数社合同の視察団が来日し、高評価を受け

ております。 

  次に、⑶の多言語化対応など、インバウンドの

今後の取り組みについてでございますが、本市で

は、飲食店や旅行等における受け入れ態勢の充実

強化を図るため、スマートフォン等で利用できる

６カ国語対応の那須塩原市総合観光案内サイトコ

コシル那須塩原を昨年４月より運用開始しており、

今後も参画施設の拡大や機能の充実を図ってまい

ります。 

  また、案内看板等への外国語表記についても、

進めてまいりたいと考えております。 

  次に、⑷の訪日外国人の集客について、地元関

連事業者との連携による取り組みにつきましては、

観光協会を中心に、温泉、旅館はもちろんのこと、

観光施設や飲食店等との連携を図りながら、私ど

もも含めまして、整っているとは言いがたい現状

の受け入れ態勢のそういうものを強化、向上に努

めてまいらなくてはならないというふうに考えて

おります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時００分 
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再開 午後 ２時１０分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑴から⑷につ

いては関連をしていますので、一括で再質問をさ

せていただきます。 

  政府は、２月13日の閣議で、羽田、成田両国際

線就航都市数を2020年までにソウル、香港並みに

拡充するとした交通施策基本計画を決定しました。 

  基本計画は、近隣諸国との厳しい競争に打ち勝

つには、国際空港や港湾の機能が必須と強調。国

際線では、成田と羽田に結ばれる都市数2013年時

点で計88を、韓国・仁川、金浦143、香港138、シ

ンガポール・チャンギ134など、アジアの主要空

港と同じレベルまで増やす方針を打ち出しました。 

  発展が続く格安航空会社ＬＣＣの地方空港への

就航も推進して、国際線全体に占める利用者の割

合を７％から17％に高めるとした。年間の訪日外

国旅行者数2,000万人達成を目指し、主な空港や

新幹線に公衆無線ＬＡＮサービス、Ｗｉ－Ｆｉを

整備。鉄道会社やエリアが異なっても利用できる

ＩＣ乗車券を全ての県で使えるようにすることを

掲げた。 

  また、観光庁は、外国人旅行客に地方空港を利

用して複数の都道府県を訪ねてもらう広域観光周

遊ルートづくりに乗り出す。外国人の訪問先は、

東京や京都などに固まっているが、さまざまな地

方の自然や伝統文化といった魅力をアピールし、

地方創生につなげるとしています。 

  そこで、今、中国の富裕層をターゲットにして

いるが、今後の訪日客の国をどのようにターゲッ

トしていくのか、本市の考えをお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 今後のターゲットに

ついてのお尋ねだというふうに思います。 

  まず、先ほど答弁しましたとおり、本市のイン

バンウドの基本戦略というものは、上海事務所と

いうものを拠点といたしまして、富裕層に照準を

絞って、そちらの誘客に努めてまいるということ

を基本方針として進めてまいるということでござ

います。 

  その上で、新たなターゲットということでござ

いますが、外国から来られる方の最近の状況なん

かを見ていたときに、やっぱり将来的にはＡＳＥ

ＡＮ地域というんですかね、そういうところの新

たなマーケットをも視野に入れていかざるを得な

いというような状況に来ているのかなというよう

な認識を持っております。 

  一方で、増加する外国人と地域の問題、あるい

は日本人観光客への影響などが出ている観光地も

あるというふうに聞いております。 

  これはどういうことかと申しますと、やはり日

本人の観光客が行ったときに、外国人だらけだっ

た、言葉は悪くて恐縮ですが、ということで、若

干引いてしまった、嫌悪があらわれてしまったな

んていうような例もあるということでございます

ので、インバウンド戦略につきましては、こうい

うところも留意しつつ、今後どういうものがいい

かというものを考えていくというふうに思ってお

ります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） まさしくこのことが大事

なんですね。 

  確かに、インバウンド事業についての本市の取

り組みは、先進的な取り組みではありますが、こ
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こまで塩原、板室温泉が復活したことを考えると、

本市の観光政策は、根本的な誘客には、あくまで

ぶれることなく、基本的な作戦でいくことが１つ

確認できたことは一安心をしています。 

  まず、今の取り組みを計画し、あくまでインバ

ウンド事業は手段であるということで理解をしま

した。 

  また、阿久津市長が上海にトップセールスに行

ったことなども評価できることだと思いますが、

今後もこのようなトップセールスを考えているの

かお伺いをします。 

  また、今後も上海事務所とどのように連携をし

ていくのかお伺いをします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 今後のトップセール

スについては、私の立場でなかなかお答えづらい

ところがあるんですが、ちょっと何かの間違えで、

私のほうになってしまったもんですから、ちょっ

とお答えさせていただくと…… 

  大変恐縮です。失礼しました。市長のほうでの

お答えということで、失礼しました。 

○議長（中村芳隆議員） 市長。 

○市長（阿久津憲二） 直接的な効果というのも実

は出ておりまして、その後、大型の旅行会社が本

市を訪れて、いろいろ打ち合わせしました。 

  ただ、これ、あんまり極端に進めると、受け入

れができないんですよ。実は２月にも、中学生を

300人派遣したい。旅館があいているんだと思っ

たら、300人をぱっと受け入れて、学校との交流、

何とか実現してくれないかと言うんだけれども、

大き過ぎるんですよね。ここは修学旅行もあんま

りやっておりませんし、そういう意味で、30人に

してくれと、そのぐらいはできるんですよ。でも、

毎回それをやると、やっぱりなかなか需要にこた

えてもらえないと。来るときはがさっと来てしま

うんですね。人口も13億人もいる国ですから、上

海でも6,000万人というんですから、東南アジア

にとめどなく広げるというのは、今は考えており

ません。 

  １つの地域でも来ているものは、十分とは言い

ませんが、意外と十分目的は達成できます。 

  こういうことでございますので、次回のトップ

セールスをどうするのかについては、今、産業観

光部と詰めておりまして、結論は出ておりません

が、余り積極的にやると、大きい国は大きく来る

んで、受け入れられないと、こういうことがあり

ますので、やっぱりインバウンドのうまみという

のは、最初に手は打つが、そこへのめり込んでは

いけないということも十分理解をして進めており

ます。 

  そんな形の中で、いずれインバウンドについて

も、伸びるところまで伸びれば、落ちつくと、全

国的にもそういうことがございますので、受け入

れ態勢がどれだけあるのか、それともう一つ、あ

んまりお話ししておりませんでしたが、中国の富

裕層として最も需要の高いのは、医療３泊４日、

健康診断ですね、これを徹底してくれないか。那

須塩原はできるのか。できると思います。これは

日赤も国福大もございまして、その話をしたら、

いや、東大病院か慶応大学病院がいい。それは東

京にしかないと、こういう形で、非常にこの点に

ついては、１人当たり80万円から120万円、それ

は何でもないんだと、こういうお話を向こうで直

接お聞きをして、いずれ医療の旅行、こういうも

のも何とか整えてみたいなと。金の額が大きいん

ですよ。こんなことも、直接お邪魔をして、知っ

てきた事情だったと思っています。 

  総体に考えまして、やっぱりこの地域の独自性

を失うほど押しかけてもらわなくても、国内客を
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最優先、その次、インバウンドと、こういうこと。

ただ、やらないと来ませんので、東京都、京都へ

行かれてしまいますから、こういう点については、

折を見ながら、適切に手を打ってゆきたいと思っ

て、私から。 

  市長はどう考えるかというのに、観光部長、幾

ら手を挙げても、これ、ちょっとその辺までは打

ち合わせしてなかったもんですから、答弁にかえ

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 答弁ありがとうございま

す。 

  今、市長が言われたように、それを確かめたか

ったんですよね。確かに新聞に載りました。こう

いう状態なんです、インバウンドは。しかし、本

市が今までやってきた観光の施策については、何

ら間違えはなかったと思うんですね。 

  先ほども答弁でもらったように、上海事務所は

あくまでもＡＳＥＡＮの拠点でいいと思うんです

よ。これから東南アジアです、間違いなく。しか

し、僕が言っているように、塩原、板室の観光地

がここまで復活してきたんですよ。そうであれば、

今、市長が言ったように、まず国内の客を取り入

れるんだ。これは間違っている施策ではないと思

うんで、それを確認できただけ、いい質問ができ

たと思っています。 

  改めてお聞きします。今後も上海事務所とどの

ように連携をするのかということだけ、１点だけ

お答えをお願いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  上海事務所との連携につきましては、私どもの

インバウンドの基本戦略、先ほどご説明しました

が、それを進めるに当たって、より一層緊密に連

携してまいりたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） インバウンド施策の成功

のためには、中国人旅行客の特徴、注意事項をし

っかりと把握し、誰に、何を、どのようにを明確

にし、取り組みをしてもらいたいと思います。そ

のことを強く要望いたします。 

  また、昨年４月から運用を開始しているココシ

ル那須塩原の現状についてもお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） ココシル那須塩原の

現状についてお答え申し上げます。 

  ココシル那須塩原については、ご承知のとおり、

スマートフォンから本市の観光スポット、買い物

情報、お食事どころ、あるいは温泉の分野につい

ての情報が６カ国語で表示されるほか、日常会話

の翻訳やしゅんな新着情報を提供するなど、外国

人旅行者にとっては使い勝手のいいツールになっ

ているのかなというふうに思っております。 

  現状といたしましては、昨年の４月に開設した

ということでございますが、昨年の４月から12月

までの間で、アクセス数は８万件ということにな

っておりまして、外国人だけじゃなくて、日本人

にとってもかなり使っていただいているものなの

かなというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、訪日外国人旅

行者の集客について、改めて本市の強みと弱みに

ついてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 本市の強み、弱みで
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ございますが、こちらは全てに共通していること

だと思いますが、まずは交通のアクセスが良好だ

ということだと思います。きのうもお話ししまし

たが、東京からの時間、距離ですね、新幹線で70

分ということでございますので、そういうものは

１つ大きな売り。 

  そして、もう一つは、日本らしい情緒ある良質

の温泉というものがあるということだと思います。

この２点が、外国人に向けて発信する場合の大き

な武器になるのかなというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁漏れがございます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 大変失礼しました。

弱みの部分を答弁を漏らしてしまったということ

です。 

  弱みはないとまでは言い切れないと思いますん

で、弱みについては、まだまだやはり本市の認知

度は低いのかなと、これはもう決定的な弱みとい

うふうにとらえております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 多分、今、市長も答弁で

答えてように、受け入れ態勢も多分弱みなんでし

ょうね、整ってないというところがね。その辺は、

共通認識のもとに進めさせていただきますけれど

も、訪日外国人旅行者の集客に向けての地元関連

事業者との連携について、具体的にお伺いします。 

  また、どのような支援ができるのかをお伺いい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） お答え申し上げます。 

  まず、集客に向けての連携ということでござい

ますが、こちらについては、まずは地元の事業者

の皆さんと連携しなくては、集客にも何にもなら

ないということだというふうに思っております。 

  そんな中で、まずは現状で持ち合わせておりま

す、先ほど言いましたココシル那須塩原とか、そ

ういうものをうまく活用しながら、おもてなしの

向上をいうものを図っていく必要があるかなとい

うふうに思っております。 

  また、我々ができる支援といたしましては、

個々の施設ではなかなかできない集客のための周

知活動というものを市として積極的に行いながら、

１人でも２人でもいい集客に努めていくことが支

援につながるのかなというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、この項の最後

の再質問に入ります。 

  今でもまだ東京を中心に、富士山、新幹線を楽

しんで関西を回るゴールデンルートの人気が高い

が、本市を訪れる外国人にとって魅力のある周遊

ルートをしっかり提案することも必要だと思うが、

国・県とどのように今後連携をしていくのかお伺

いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） まず、国・県との連

携の前段で、魅力的な周遊ルートをどうやってつ

くっていかなくてはならないかということについ

てなんだと思うんですが、こちらについては、Ｆ

ＩＴ、外国人の個人旅行というものは、旅行の行

程というものを、個人の嗜好や到着地の情報など

で現地においてつくるんだというような、そんな

特徴があるんだということでございます。 

  そこで、出発地における認知度をひとつ高めて

いかなくてはならないということと、あわせて到

着後の首都圏において情報発信を強化する戦略と
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いうものを練っていかなくてはならないのかなと

いうふうに思っております。 

  このことによりまして、東京と本市を結ぶ、訪

日客にとって魅力ある周遊ルートというものをＰ

Ｒしていきたいというふうに考えております。 

  また、外国人旅行者のニーズというものを的確

に把握しながら、こちらについては、国あるいは

県と連携しながら、インバウンド施策というもの

を実施してまいります。 

  あわせて、先ほど言いましたとおり、本市独自

の施策というものも、今現在、進めていますし、

今後においても進めてまいりたいというふうに考

えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 増田寛也氏の「地方消

滅」の中に、北海道のニセコ町の例が出ています。

ニセコ町は、ニセコ積丹小樽海岸国定公園の一角

を占める町です。1955年には8,435人だった人口

は、その後減少を続け、1980年代には4,500人前

後で増減を繰り返していたが、その後、微増に転

じ、2014年６月現在、人口4,835人となっていま

す。今回の推計では、若年女性人口変化率38.4％

減にとどまるが、188市区町村のうち、消滅可能

性都市が147を占める北海道においては、減少率

が少なく、若年女性の流出も少ない。従来、隣町

の倶知安町とともに、スキー場を主要な産業とす

る観光地として、その知名度は高かったとのこと

です。 

  世界でも有数のパウダースノーに人気が集まり、

外国人観光客が集まるようになったのが2000年以

降のことだそうです。まずはオーストラリアから

のスキー客及び同国からの投資が盛んになり、さ

らに韓国、中国、台湾、香港と、アジア諸国から

の観光客も増加をしました。今は、スキーシーズ

ンの冬だけではなく、ラフティング、カヌーとい

った夏の観光産業も活発であり、通年型の世界的

一大リゾートに変貌を遂げました。 

  ニセコ町では、特筆すべきは、外国人観光客の

動きを敏感にとらえた自治体や地元商工会の受け

入れ態勢もさることながら、リーダーの存在であ

ります。 

  官公庁のウエブサイト、観光カリスマ一覧によ

ると、オーストラリア人のロス・フィンドレー氏

は、1990年に初来日。ニセコ地域の自然にあこが

れ、1992年に隣町の倶知安町に移住し、1995年に

ニセコアドベンチャーを設立をいたしました。冬

のスキー場だけではなく、ラフティングを初めと

する夏のスポーツの事業化にも成功し、今では年

間３万人がニセコアドベンチャーセンターのツア

ーに参加し、ニセコ町の観光客増に大きく貢献を

しています。 

  フィンドレー氏は、アウトドア事業について、

若者があこがれるライフスタイルの雇用機会を同

時に若者に提供でき、若者の定着による地域の活

性化につながると考えています。 

  ニセコ町のように、外部の目によって地元の魅

力が浮き彫りになっていることは、決して珍しく

ありません。 

  本市にとって、観光は大きなポテンシャルのあ

る産業であります。必要なのは、多くの人々を迎

え入れるに当たっての地元の熱意と柔軟な思考で

あります。 

  そのために、このインバウンド事業で本市の魅

力をアピールすることが、地方創生に少なくとも

つながるとは思いますが、しかし、一方で塩原、

板室温泉のアイデンティティーを忘れることなく、

ここまで来た本市の観光行政の成果やビジョンを

踏まえながら、地に足をつけた施策のもと、塩原、

板室温泉の復活を機に、インバウンド事業も考え
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てもらいたいと思います。 

  以上でこの項の質問を終了いたします。 

  それでは、３、本市の発達障害児の支援につい

て。 

  小中学校の通学学級で６％、全国で60万人を超

えると言われる「知的障害のない発達障害児」。

この発達障害児の療育や教育、就労の支援を目的

にした発達障害者支援法が2005年４月に施行され

ました。 

  それまで知的障害を伴う場合にしか福祉施策の

対象にならなかった発達障害児に対し、国や都道

府県へ支援を義務づけた制度であります。 

  栃木県では、同法に基づいた支援センター「ふ

ぉーゆー」が設置されています。また、2002年度

からは、国の特別支援教育も始まっており、同法

の理念に沿ったものであります。 

  そこで、本市の発達障害児の支援について、以

下の点についてお伺いをいたします。 

  ⑴本市の発達障害児の支援に関する理念と基本

的な考えについてお伺いをします。 

  ⑵本市の発達障害児の現状と課題についてお伺

いをします。 

  ⑶発達障害児の支援を推進する学校と、本市に

おける推進の技法についてお伺いをいたします。 

  ⑷教室（現場）での指導内容と指導方法につい

てお伺いをします。 

  ⑸現時点での学校や本市における特別支援教育

の成果と課題についてお伺いします。また、課題

を解決するための具体的な方策をお伺いします。 

  ⑹発達障害児が社会参加し、自立していくため

に、今後の本市の取り組みについてお伺いをいた

します。 

  以上１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） それでは、私のほ

うからは、ご質問いただきました６点のうち、⑴、

⑵、それから⑹についてお答えを申し上げます。 

  最初に、⑴の本市の発達障害児の支援に関する

理念と基本的な考え方についてお答えを申し上げ

ます。 

  発達障害者支援法の目的にございますように、

発達障害を早期に発見し、保育園や学校における

発達障害児への支援を行い、発達障害者の就労を

支援することにより、自立や社会参加に資するよ

う、その生活全般にわたる支援を行うことを基本

的な考え方としております。 

  このことを踏まえ、本市におきましては、保健

センターでの乳幼児健康診査及び子育て相談セン

ターでの発達支援事業等において、発達障害児を

早期に発見し、乳幼児期から保護者、保健師、保

育士等が子どもの特性に気づき、適切な支援等を

講じております。 

  さらには、小学校入学の準備を始める時期から

は、学校教育課に情報を提供し、幼稚園や保育園

の年長児巡回相談やわかば相談などの早期教育相

談、支援体制構築事業により、保護者や児童の支

援を行っております。 

  また、就労への支援ですが、現在は、各学校に

おいて、進路指導等の中で進学や就職について相

談を行っております。特に、就労については、ハ

ローワークからの情報や受け入れ企業の理解と協

力をいただきながら、就労につなげているところ

でございます。 

  次に、⑵の本市の発達障害児の現状と課題につ

いてお答えを申し上げます。 

  発達障害児の具体的な人数については把握でき

ておりませんが、平成25年度に行った乳幼児健康

診査及び５歳児発達相談における状況をお答えし
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ますと、受診者数延べ5,973人のうち、既に療育

中であるお子様を含めまして、発達に気になると

ころがあり、専門機関での精査が必要であると診

断された子どもは306人でございます。その割合

は5.1％となっております。 

  課題につきましては、乳幼児期から就学時、小

学校から中学校など、ステージの変化する時期に

は、関係部署において連携し、情報を共有をして

おりますが、現状では、対象の子どもあるいは家

庭をトータルで支援できる体制にはないことから、

さらに寄り添い、密接な支援を実施するための体

制構築が必要であると認識しております。 

  私のほうの最後に、⑹の今後の本市の取り組み

についてでございますけれども、平成27年度に設

置予定であります子ども未来部の発達支援担当部

署におきまして、全てのライフステージを一貫し

てサポートできる体制を構築し、発達に障害のあ

る子どもが健やかに育ち、地域において安心して

生活ができるよう取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

○議長（中村芳隆議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、私のほうから

は、⑶、⑷、⑸と３つお答えを申し上げたいと思

います。 

  ⑶の発達障害児の支援を推進する学校と本市に

おける推進の技法についてというご質問でござい

ますが、現在、各学校では、特別支援学級はもち

ろん、通常の学級でも、発達障害のある児童生徒

に対し、個に応じた支援を行っているところであ

ります。 

  中でも、現在、県の発達障害児指導充実事業、

この指定を受け、黒磯小学校を県の拠点校として

研究に取り組んでいるところであります。 

  黒磯小学校における指導法開発の成果を市内全

校に広めるとともに、教員の指導力を高める研修

を充実させることで、発達障害のある子どもも支

援を推進していきたいと、このように考えており

ます。 

  次に、⑷の教室（現場）での指導内容と指導方

法についてのお答えでございますが、特別支援学

級の教育課程には、生活単元学習や自立活動とい

う領域がございます。それぞれの障害特性に応じ

た指導内容を取り入れているという現状にありま

す。 

  例えば、読むことにつまずいている児童には、

市教育委員会が各学校に配付をした教材等を用い

て支援をしております。 

  また、対人関係に困り感のある児童生徒に対し

まして、ソーシャルスキルやコミュニケーション

能力を高める指導、こういったものも行っており

ます。 

  次に、⑸のご質問ですが、今年度、市内23校の

小学校のうち19校に、それから中学校10校全てに

特別支援学級が設置をされております。特殊学級

の有無にかかわらず、全校が特別支援教育校内委

員会を設置をいたしまして、支援を要する児童生

徒の実態把握を行い、特別支援教育コーディネー

ター、この方を中心に、特別支援教育の推進を行

っているところであります。 

  成果につきましては、各学校での一人一人に応

じた指導により、児童生徒や保護者が徐々にその

困り感、こういったものを解消し、学校生活や学

習活動に積極的に、意欲的に取り組めるようにな

ったというようなこと、それから自己有用感を持

てるようになったという報告を数多く受けており

ます。 

  課題としましては、特別支援教育をより充実さ

せるための教室環境、あるいは校内設備の整備、

さらには指導に有効な教材・教具の開発、また障

害特性や教育的ニーズを踏まえて、適切な指導の
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できる教員の育成、あるいは関係機関との連携に

よる体制づくり、こういったことをさらに充実さ

せていくことが重要ではないかと、このように考

えるところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ご丁寧なご答弁、ありが

とうございました。 

  それでは、⑴、⑵については関連をしています

ので、一括で再質問をさせていただきます。 

  発達障害のある人については、症状の発現後で、

できる限り早期の発達支援が特に重要であること

から、発達支援を行うことに関する国及び地方公

共団体の責務を明らかにするとともに、発達障害

のある人に対して、学校教育における支援を図る

ものです。 

  そこで、発達障害のある人のライフステージに

おいての一貫した支援の流れを明確にする必要が

あると思うが、どのように本市は周知をしている

のか、取り組みについてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 先ほど発達障害を

お持ちのお子様への支援についてお答えを申し上

げたところでございますけれども、そのような支

援の中身につきまして、どのような周知を行って

いるのかというご質問でございますけれども、現

状におきましては、それらの支援につきまして、

特に周知というのは行っていないというのが実情

であるというふうに申さざるを得ないというとこ

ろかと思います。 

  発達支援のスタートの時点を考えてみますと、

一般的には健診等で保健師等が気づき、保護者の

方に精密な検査が必要ではないかというふうなこ

とを申し上げて、検査を受けて判明すると。その

後、いろいろ支援が広がっていくというようなこ

とが通常かと思いますけれども、このスタートの

時点から、保育士等がかかわって支援をしていく

というようなところから、特に周知活動をしない

でも、事が進んでいたのではないかというふうに

思うところでございます。 

  そのように思うところではございますけれども、

議員からのご質問にありますように、そういうこ

との周知というのは特に大切なことでございます

ので、やっていく必要があるというふうに思うと

ころでございますし、また一般の方に発達障害と

いうものに対しての理解をいただき、啓発事業を

していくということも必要でございますので、こ

れからは力を入れて周知活動をする必要があるの

ではないかというふうに思っているところでござ

います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ前向きに取り組んで

もらいたいと思います。 

  発達障害児の支援等を講じるに当たっては、医

療、保健、福祉、教育及び就労に関する業務を担

当する部局の緊密な連携を確保することが必要だ

と思うが、本市の一連の協力体制についてお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 一例をご案内する

ような形でお答えを申し上げさせていただければ

というふうに思うところでございますけれども、

先ほども申し上げましたけれども、発達障害の支

援の始まりというのは、健診等において、もしか

するとお子様がそういう障害をお持ちではないか

というところに気づくところから始まるというこ

とが普通多いかと思います。 
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  その中でも、特にある程度年齢が進んでいると

いうところもございますが、５歳児発達相談の中

で見つかるということが特に多くございますけれ

ども、その５歳児発達相談と申しますのは、保健

師がお子様が通っておられます幼稚園や保育園に

こちらから出向いて行うものでございますけれど

も、その出向く際には、教育部の指導主事の先生

方なども、事情が許す限り一緒に合同で行ってい

ただきまして、一緒にお子様の様子を見せていた

だくというようなところで、お互いに必要に応じ

て関連し、連携しながら対策を講じているところ

でございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、発達障害児の

支援を担当する部局は、本市ではどこが担当する

のかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 発達障害児と申し

ましても、長い期間ございますけれども、特に最

初に気づきというところがございます。その部門

をどこが担当するのかと申しますと、現時点にお

いては、当然保健福祉部、子ども課であったり、

社会福祉課であったり、健康増進課であったりは

しますけれども、部の名称で申し上げれば、保健

福祉部ということになろうかと思います。 

  だんだんには小学校へ上がっていくということ

になりますので、その中では、教育部との連携も

当然必要でございますけれども、今のご質問で、

スタートの時点ということに限りますけれども、

保健福祉部というふうになるというふうに考えて

いるところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、発達障害児の

相談を受ける窓口の現状についてお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 発達障害児の相談

につきましては、保健センター、あるいは子育て

相談センター、それから保育園、あるいは市の子

ども課の窓口や社会福祉課の窓口と、いろいろな

ところで相談に応じられるようにというふうには

しているところでございますけれども、いずれの

窓口におきましても、専門性はございますけれど

も、それぞれ保健福祉部内の部署でございますの

で、横の連携もとりながら、どこにご相談をいた

だいても、連絡をとりながら、１回で済むように

というふうなことで進めているところでございま

す。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひ、子を持つ親の立場

になれば、本庁に行ったり、西那須に行ったり、

また本庁に行ったりというのは、これは本当に断

じてならない窓口のサービスだと思うんですよね。

ワンストップというか、一元制をする上では、今、

部長が言ったところを十分横の連携はしてもらっ

て、今後その辺も積極的に前向きに取り組んでも

らいたい。 

  やっぱりそういったお父さん、お母さんに少し

でも不安を与えなく、何か優しい市であってもら

いたいなと思うんで、そこのところはどうかよろ

しくお願いしたいと思います。 

  それでは、また乳幼児健康診査及び５歳児発達

相談における状況と保護者との連携についてお伺

いします。 

  また、保護者への気持ちの配慮についても、本
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市の取り組みをお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 乳幼児健診、５歳

児発達相談における状況というのは、最初の答弁

の中で、受診の人数、それから精密検査の必要な

人数などは申し上げたところでございますけれど

も、実際にやっている様子などを入れながら、お

答えをさせていただければというふうに思います。 

  具体的な様子でございますけれども、健診等に

おきましては、お子様の発達の状況というのを保

護者の方にお伝えした上で、保護者の方が抱く不

安、あるいはお気持ちに寄り添いながら、家庭で

の生活状況や気になること、それから育児へのお

考えなどについてお聞きをし、お子様の特性に適

した支援や継続的な相談が受けられるよう提案を

行っているところでございます。 

  さらには、保護者の方がお子様が障害をお持ち

だということを受け入れるということに対しまし

ても、心理相談などを利用しまして、支援を行っ

ているところでございます。 

  また、保護者の方への配慮、お気持ちへの配慮

でございますけれども、保健師などが乳幼児期か

ら子どもの特性に気づくことにより、適切な支援

策につながるようということを理解してもらえる

よう、丁寧な対応に心がけているところでござい

ます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ぜひお父さん、お母さん

の身になって、その辺もしっかり取り組んでもら

いたいと思います。 

  なかなか発達障害の、そういった障害の理解も、

割とわからずに、お父さん、お母さんは割と認め

たくないなんていう話を聞いて、園を移動してし

まったりとか、いろいろそういった話は聞くんで

すが、これからそういった大事な取り組みだと思

うんですね。そういうところはやっぱり相手の身

になって考えて、いわゆるそういった優しい気も

ちで接してやれば、トラブルも少ないのかなと。 

  また、発達障害を理解してもらうという部分の

啓発等もしっかりしてもらえばと思うんで、その

辺は強く要望して、次の再質問に入りますが、５

歳児健診を充実させることは、将来持っている特

性が一番発現しているのが幼少時であることから、

この時期に特性に気づき、特性に応じた養育を始

められたら、グレーゾーンの子は定型発達圏内に

診断され、タイプではグレーゾーン圏内に症状が

改善される可能性が大いにあるため、幼稚園、保

育園の保育の現状についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） ご質問では、幼稚

園、保育園での様子ということでご質問いただい

ておりますけれども、本市におきます公立保育園

での様子と保育の状況ということでご説明をさせ

ていただければというふうに思います。 

  議員のご指摘のとおり、早期に発達障害に気づ

き、個々のお子様の特性に応じた対応というのが

大変必要であるということは言うまでもないとこ

ろでございます。このようなことから、那須塩原

市の保育園におきましては、例えばグレーゾーン

と考えられるようなお子様に対しましては、次の

ようなことの対応をとるというふうにしてござい

ます。 

  １つ目が、基本的に常に肯定的な言葉をかける。

それから、２つ目としまして、わきに寄り添い１

人にしないようにする。３つ目といたしまして、

児童の発達年齢に合わせた読み聞かせを行う。こ

れらを基本とし、保育に当たっているところでご



－186－ 

ざいます。 

  個々の児童の発達の段階に合わせまして、無理

をせず、できることから集団の中に入れるように、

また児童とのスキンシップを大事にし、心の安定

が図れるよう支援を行っております。 

  それから、保護者に対しましては、園での生活

の様子を丁寧に伝えるとともに、家庭において子

どもとのかかわり方のヒントになるよう、保育士

の寄り添い方などについても説明に心がけている

というところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久君。 

○７番（櫻田貴久議員） これは大事な再質問なん

ですが、現状では、対象の子どもあるいは家庭を

トータルで支援できる体制になないという答弁を

いただきましたが、本市はトータル的な支援のシ

ステムをつくる計画はあるのかお伺いをいたしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 先ほどもお答え申

し上げたところでございますけれども、現時点に

おきましては、例えば保健福祉部内ですとか健康

増進課とか子ども課、それから教育部門、教育課、

あるいは社会福祉課などがそれぞれに持ち場で子

どもさんの年齢に応じました支援を行っていると

ころでございます。 

  決してばらばらにそれぞれが勝手にやっている

ということでは決してございませんけれども、相

互に連携し、合同で行っているところではござい

ますけれども、乳幼児期から小中学校、さらには

高等学校や就労に至るまで、継続して支援する体

制とシステムというのにはなっていなかったとい

うところが実情かと思います。 

  そのような状況でございますので、27年度には

新しい組織でございます子ども未来部というのも

できますけれども、そこにおいては、ぜひトータ

ルで支援ができるシステムというものの計画づく

りというものを進めたいというふうに考えている

ところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 恐らくつくるんでしょう

ね。了解しました。 

  それでは、切れ目のない支援を行うための個々

の情報を共有することは、非常に必要なことだと

思うが、本市の現状についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 個々の児童、保護

者への切れ目のない支援につきまして、本市の現

状をということでございますので、お答えを申し

上げたいと思います。 

  発達障害を早期に発見し、支援を行うに当たり

ましては、まず健康増進課が実施してございます

乳幼児健診や１歳６カ月健診、３歳児健診などの

乳幼児健診、それから５歳児発達相談が大きな役

割を果たしているところでございます。 

  これらの健康診査等におきまして、発達に問題

があると思われる個々のケースについては、保健

センターや子育て相談センターでの育児相談、そ

れから精神発達相談、運動発達相談、そして学校

教育課が行っておりますわかば相談などにつない

だり、それから栃木県の健康福祉センターで実施

する二次健康診査への案内、さらには専門の医療

機関や教育機関を紹介をしているところでござい

ます。 

  また、５歳児発達相談のデータを学校教育課に

つなぐことによって、その後の年長児巡回相談や

就学時健康診断に今、生かされ、これらのデータ
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が、発達支援リレーシートというものを作成して

ございますけれども、それによりまして小学校入

学につなげられているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 答弁ありがとうございま

す。 

  １番、２番では、本市の大きな発達遅延児につ

いての仕組み、取り組みを聞きました。 

  ここから⑶、⑷、⑸については関連をしており

ますので、一括で再質問をさせていただきます。 

  現場ということで、よろしく答弁をお願いした

いと思いますが、発達障害児指導充実事業の指定

を受け、黒磯小学校を県の拠点校として、研究に

取り組んでおりますが、障害のある子どもの指導

方法の確立は最も重要な教育課題の一つであると

思います。何をもって指導方法が確立されたと考

えるのか、本市の所感をお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、今のご質問で

ございますけれども、まず黒磯小学校の研究の取

り組み、ちょっと、で紹介させてもらいたいと思

うんですが、黒磯小学校におきましては、研究主

題を「全ての児童が分かったという実感が持てる

授業づくり」、副主題として「通常の学級におけ

る特別支援教育の研究」ということを掲げまして、

全校挙げて、現在、研究に取り組んでいるところ

でございます。 

  研究の柱となるものが、当然のことながら、一

人一人の教育的ニーズに応じた教育をどう進めて

いくかということでありまして、その指導方法を

確立するために、教室環境づくり、１つは。もう

一つは、まさにわかる授業づくり、この２つを大

きな柱として研究に取り組んでおります。 

  この黒磯小学校の研究には大変大きな期待を持

っておりまして、その成果をぜひ全市内に広めて

いきたいと思っておりますが、特に黒磯小学校に

つきましては、もう先導的に実践を重ねている学

校でもありますので、例えば教室環境づくりとい

うことでいえば、教室の前面、前のほうですね、

黒板のある側には、できるだけ子どもたちの注意

が散らばらないように、できるだけ掲示物を少な

くする、そういったような取り組みは、実はもう

市内のかなり多くの学校で、どの教室に行っても、

そういった環境がつくられつつあると。大変すば

らしいことなんだというふうに思っております。 

  議員のご質問の何をもって指導方法が確立され

たかということなんですけれども、私は困り感の

ある発達障害の児童生徒についての支援の方法と

いうのは、本当に一人一人、ケース・バイ・ケー

スで違うと思っております。ですから、まさに一

人一人の教育的ニーズをどう把握して、それに一

番見合うかかわり方、支援の仕方というのを、こ

れは絶えず追求し続けていかなければならないと、

こう思っております。 

  ですので、時間をかけて実践を重ねていくこと

によりまして、指導方法のノウハウというもの、

あるいはそのかかわりのうまさというのは、だん

だん整ってくるんであろうと思いますが、これで

よしというものは絶対に私はないと思っておりま

すので、まさに指導方法の確立は、言ってみれば、

我々にとっては永遠の課題、絶えず追求し続ける、

納得しない、もっともっと良いものがというよう

なそういう気持ちは大切かなと、こう思っており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 教育長の力強い答弁、あ

りがとうございます。 

  これもまさしくチャレンジということでご理解
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をするところでありますが、学校教育において、

一人一人の多様なニーズに応じて、子どもの指導

を分けて指導することと、分けずに一緒に指導す

ることについての本市の所感をお伺いします。 

  また、メリット、デメリットについてもお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 学校教育におきまして、

その子どもを分けて指導すること、それから一緒

に指導することでございますけれども、特に発達

障害のある児童生徒の指導につきましては、例え

ば特別支援学級というくくりの中で、少人数の中

で指導するという場合と、それから通常の学級に

在籍している子に対して、取り出して指導すると

いう、これが分けて指導するというケースに当た

るかなと思っております。 

  また、分けずにということでいけば、特別支援

学級に在籍しているお子さんにつきましても、原

籍の学年、学級があるわけですので、そちらのほ

うにも机、いすを置きまして、可能な限り一緒に

学習をする場面をつくるということなどは、分け

ずに指導するというふうなほうに入るかなという

ふうに思っておりますが、特に分けて指導するこ

とのメリット、これは当然のことながら、一人一

人の教育的ニーズに応じた、その子の学びをしっ

かりと保障してやる、そういうための指導、これ

が分けて指導することのよさにもなると思います。 

  また、一方、分けずに指導することに関しまし

ては、先ほど申し上げましたように、原籍校で交

流学習やら共同学習をするということですので、

これは何かといいますと、集団の中でどう過ごす

かということ、ですから当然のことながら、その

中では、生活経験を広めたり、あるいは社会性を

はぐくむ、そういった力がその中で養っていける

んではないのかなというふうに考えております。 

  つまりは、豊かな人間関係を築く力、そういっ

たものは、まさにこの分けずに指導することによ

って、しっかりと育っていくものであろうと、こ

う思っております。 

  デメリットというものについては、私はないん

ではないのかなと。 

  ただ、気をつけなくてはならないのは、これを

間違ってしまった場合、本当は分けて指導しなけ

ればならないものを一緒に指導してしまう、ある

いは分けずに指導しなければならないことを分け

て指導してしまう、そういうミスマッチがあった

なら、これだけは注意していかなければならない、

こう思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） なかなかそれも難しい課

題ではありますが、やっぱり本市の取り組みは非

常に評価できるところだと思いますので、引き続

き頑張ってもらいたいと思います。 

  また、本市における発達障害にある子どもの個

別の指導計画は、近隣の市町と類似した計画とど

のような相違点があるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） お尋ねの個別の指導計画

でございますけれども、その指導計画のフレーム

というんですかね、そういったものにつきまして

は、基本的には県教委が作成をいたしました学級

担任による個別の指導計画の活用、こういったも

のをもとにして作成しておりますので、近隣の市

町のものとそう大きな違いは、その枠組みとして

はないと思います。 

  ただ、その中に書き込んである一人一人を見取

って、どういうかかわりをしていかなければ、ど

ういう支援をしていかなければならないかという



－189－ 

ことについては、本市ではしっかりしたものがで

きていると、こう思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、小中学校まで

は、発達障害の本市の支援体制が整備されつつあ

ると理解をしますが、しかし、義務教育までとそ

れ以降では、発達障害への理解と支援体制には少

し開きがあるように思いますが、後者の支援体制

の充実についての本市の考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 議員がおっしゃるつなぐ

指導というんですかね、これは本当に大切なこと

だろうと思いまして、私も４月からスタートしま

す新しい仕組みの中で、ぜひ私どもも一緒になっ

て、この仕組みづくりには取り組んでまいりたい

と、こう思っております。 

  つなぐ部分の現状ですけれども、特に中学校か

ら高校につなぐ場合、これは実は県教委から「発

達障害等のある生徒の指導内容等の中学校から高

等学校への引き継ぎについて」という通知がもう

既に出ておりまして、これに基づきまして、各中

学校におきましては、保護者や本人の同意を得た

上で、中学校における指導内容につきまして、早

期の引き継ぎをその進学先にするということで、

これは既に取り組んでおります。 

  また、県教委が主催します特別支援教育コーデ

ィネーター連絡協議会というものが昨年10月には

行われておりますが、こういった場面では、小、

中、高の各学校のコーディネーターが一堂に会し

まして、この引き継ぎの重要性や連携につきまし

て、研修を重ねているというような状況にもあり

ます。 

  ですので、私たちとしましては、やはり一人一

人のお子様をお持ちの保護者の立場に立って、行

政側の都合でぶつぶつ切れるんではなくて、保護

者の視点で、どう最後まで、就労までつないでい

けるかということをどこまで応援できるかという

ことは真剣に考えていかなければならない、こう

思っておりますので、今後とも、その体制の充実

に向けては、一生懸命取り組んでいきたいと、こ

う思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 今、教室で学習面におけ

る問題性と行動面における問題についてもお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 教室の現状のお尋ねかと

いうふうに思いますが、やっぱり発達障害のある

子どもたちにとっての一番の問題は、やっぱり困

り感であろうと思っています。それは、学習を進

める上でも、それから生活をする上でも、このこ

とが一番大きな問題であろうと、こう思っており

ます。 

  学習面でございますけれども、特に我々考えて

いるのは、学ぶスピードというものが、全体、多

くの子たちが進んでいくスピードと違うというこ

と、それをしっかりととらえていかなければなら

ないかなというふうに思っております。 

  当然、そうなってきますと、取り残されるとい

うことになってきますから、ますます学習内容が

わからなくなってくるという、そういうことから、

学習意欲がなくなったり、あるいは学習集団の所

属を嫌うと、そんなことが起ってくることが考え

られますので、そういったところは十分注意しな

ければならないかなと、こう思っております。 

  また、行動面につきましては、いわゆる多動性、

あるいは衝動性、こういったものが強いお子さん

ですと、授業中、学習に集中できずに、席を離れ
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てしまうというふうなこともございます。ですの

で、そういった子に対しましては、そういう刺激

をなるべく少なくする、あるいは急なスケジュー

ル変更というものをなかなか受け入れられないと

いうケースもありますので、そういったことをし

っかりと把握した上で、その子にとってわかりや

すいかかわりをしていくということが大切なこと

なのかなと、こんなふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、発達障害児に

対しての学校としての組織的対応についてお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 学校としての組織的対応

ということでございますが、先ほど議員のほうか

らも出ましたが、平成19年に学校教育法の改正に

よりまして、いわゆる特別支援教育がスタートし

たと。改めてスタートしたというふうに言ったほ

うがいいと思うんですが、これによりまして、校

内の体制等の整備もさらに進んできております。 

  まず、特別支援教育に関する学校の中の校内委

員会、これが校長のリーダーシップのもとに、全

校体制で取り組むための仕組み、こういったもの

ができております。 

  また、各学校におきまして、特別支援教育を積

極的に推進していくために、その中核的役割を担

う教員に対しまして、特別支援教育コーディネー

ター、こういったものを年度初めに指名をしまし

て、その先生を中心に、さまざまな企画をして、

それから実施をしていくというふうなことでござ

います。 

  また、各学校におきましては、校内支援委員会

というものを定期的に開きまして、各学校におい

て、対象となる児童生徒の実態の把握、それから

どういった指導、支援が必要であるかといったこ

とを協議をして、そして個別の指導計画を作成す

ると、そんなことを行っております。 

  また、一番大切なことは、保護者からの相談、

そういったものに学校が丁寧に対応する。そして、

その保護者の悩みとか、あるいは要望とか、そう

いったものを十分に聞きながら、そのお子さんに

寄り添う、そういう姿勢を一番大切にしなければ

ならないかなと思っております。 

  また、それにはかなり長い時間を私は要するん

ではないのかなというふうに思っております。 

  また、学校だけではなかなかカバーできないケ

ースも中にはありますので、そういった場合につ

きましては、私ども市教委、あるいは関係する医

療機関、あるいは外部機関、そういったものへの

要請、あるいは定期的に巡回訪問等をしながら、

その実態に応じた対応をしていく、そういうふう

な形が現在とられているというふうなことでござ

います。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時０６分 

 

再開 午後 ３時１５分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、基本的な教育

対応は、組織的、計画的であることが求められる

が、特に幼稚園、保育園から小学校、小学校から

中学校、中学校から高校などにおいての持続性の

一貫性についての本市の取り組みについてお伺い

します。 



－191－ 

  これ、なぜ聞きましたかというと、何か連絡が

うまくできているのかとかというようなことでお

願いをしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 今のご質問ですけれども、

前にももう触れているかもしれませんが、幼、保、

小、中、高という部分についてのつなぎにつきま

しては、例えば幼、保から小へは、発達支援リレ

ーシートというものができていまして、これでう

まくつないであります。それから、小から中につ

きましては、先ほど申し上げているように、個別

の指導計画というのができておりますので、それ

を渡していく、つないでいく。それから、中から

高には、先ほど申しましたようなものでございま

す。 

  もう一つは、実は個別の支援計画といいまして、

まさにずっとつないでいく、一貫してつないでい

く、こういった計画というものが大切であります。 

  これにつきましては、残念ながら、まだ私ども

のほうではこれ、でき上がっておりません。です

けれども、これをつくるために、実は今年度、早

期教育相談支援体制協議会、こういったものを立

ち上げました。これは関係機関と関係部局と連携

を図りながら、この支援体制を整備する、これが

目的で立ち上がったものでございます。 

  一応今年度は私ども教育部のほうでやっており

ますが、これは次年度からは、４月から立ち上が

ります子ども未来部のほうに移っていくわけであ

りますが、これよりまして切れ目のない一貫した

支援、指導体制が見えてくるものができ上がるだ

ろうと、大いに期待をしているところでございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それは、ちょっと⑹のと

ころでも再質問したかったんですが、今、教育長

のほうから答弁をいただいたんですが、最後にな

んですが、発達障害のある児童及び生徒と発達障

害のない児童生徒との共同学習及び交流について

の本市の取り組みについてお伺いをします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 発達障害のある児童生徒

と発達障害のない児童生徒の共同学習あるいは交

流のお話でございますけれども、これ、とっても

重要なことだろうというふうに私は思っておりま

す。 

  特に、障害のある児童生徒にとりましては、社

会性とか、あるいは豊かな人間性をはぐくむ上で

は、大変共同学習や交流というのは大きな学習の

機会であろうと、こう思っております。 

  また、障害のない児童生徒にとりましても、障

害のある児童生徒とのかかわりの中で身につけて

いくもの、理解していくもの、そういったものが

ありますので、相互にとっても大切な教育の場で

あろうと、このように思っておりまして、組織的、

計画的、そしてまた継続的にこういったものは実

施していかなければならないと思っております。 

  具体的には、教科の学習で、特に困り感の少な

い、あるいはその子が得意としている教科につい

ては、交流学習ができると思います。 

  あるいは、休み時間、昼休み等の交流、そうい

ったものがありますし、特に意図的、計画的に行

われているのは、学校行事であろうと、こう思っ

ております。運動会であったり、遠足であったり、

修学旅行、そういったもの、あるいは集会活動、

さらには給食や清掃、こういった場面で交流ある

いは共同の学習が現在、深まっているだろうし、

これからも大切にしていきたい、こんなふうに考

えております。 
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  こういったものを進めていくときに、学校など

でよく見るんですけれども、大正時代の詩人で、

金子みすゞさんという方、議員も知っていらっし

ゃるかと思うんですけれども、「私と小鳥と鈴

と」というとてもすてきな詩がございます。これ

などは、子どもたちの教育に携わる立場として、

あるいは多くの方々にとって、この詩の最後に

「みんな違って、みんないい」という、これが一

番重要な考え方じゃないかなと、こんなふうに思

っておりますし、全ての学校におきまして、全て

の先生方もこういう気持ちを大事しながら、子ど

もたちと、あるいはその保護者とかかわっており

ますし、これからもしっかりとかかわっていきた

いと、このように思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ⑶、⑷、⑸については、

教育の現場での再質問をさせていただきました。 

  最後になりますが、⑹の再質問をいたします。 

  今後の取り組みですが、平成27年度に設置予定

である子ども未来部の発達支援担当部署において

の全てのライフステージを一貫してサポートでき

る体制の具体的な内容についてお伺いをします。 

  また、真の支援についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 平成27年度からス

タートいたします子ども未来部の取り組みという

ことでございますけれども、一人子ども未来部だ

けではなく、教育部、それから私ども保健福祉部

も一緒になっての取り組みかということかと思い

ますけれども、その中の１つの部署が、個々の児

童と保護者に対しまして、乳幼児期から、それか

ら就学時、それから、さらには就労に至るまで、

継続してサポートができる体制と、そういうもの

をつくる必要があるというふうに考えているとこ

ろでございます。 

  先進事例ですとか、発達支援に関しまして知見

のあるアドバイザーなどの力をかりながら、利用

する方が利用しやすいサポート体制というのを構

築してまいりたいと、そのように考えているとこ

ろでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） そういった本当に真の支

援、しっかりしていただきたいと思います。 

  最後の再質問に入りますが、発達に障害のある

子どもが、本市において安心して生活ができるよ

う取り組んでいく具体的な計画に、最後について

お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 具体的な計画につ

いてというご質問でございますけれども、システ

ムにつきましては、本市の実態に即した発達支援

システムというのを構築していくと、そのように

考えているところでございます。 

  何度も繰り返して恐縮でございますけれども、

乳幼児期から保育園、あるいは学校、職場、地域

生活と、ライフステージに応じまして縦の連携を

進め、議員ご指摘の一貫した切れ目のない支援の

実現というのを目指し、発達相談の充実や移行期

への支援、それから個別の支援計画の策定と活用、

それから途切れない支援体制の構築を目指してま

いりたいと考えているところでございます。 

  また、発達障害をお持ちの児童が受けられる保

健や医療、教育、保育、就労などのサービスがご

ざいますけれども、それらの横の連携の機能強化

というのも努めてまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

  以上でございます。 
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○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 発達障害の人たちが社会

参加することは、就労問題も重要なことから、ハ

ローワークなどの連携も必要不可欠だと思います。 

  2013年には、障害者雇用率も1.8％から２％に

引き上げられ、50人以上の従業員が在籍する企業

では、１人以上の障害者を雇用しなければならな

くなります。 

  また、納付金の対象事業者も、2015年からは

100人を超す事業者になり、ますます障害者雇用

を検討していかなければならない状況です。 

  そこで、企業に対して、発達障害の理解、啓発

を図ることが必要だと思うことから、ぜひ本市と

しても、具体的な方法で積極的に取り組んでもら

いたいと強く要望いたします。 

  発達障害の人たちの就労支援の課題や具体的な

支援法はさまざまな研修が必要になってくると思

うことから、本市としても前向きに進めてもらい

たいと思います。 

  発達障害者の多くは、離職、退職の原因は、仕

事そのものの問題よりも、対人関係などのソフト

スキルの問題が中心となっていることから、就労

支援問題については、企業と発達障害者との間を

調整するジョブコーディネーターの専門性が望ま

れることから、このことについても強く要望し、

発達障害児の支援について、本市のさらなる取り

組みについて期待をして、この項の質問を終了し

ます。 

  ４、市道湯街道２号線と日新中学校の学区内の

道路整備について。 

  市道湯街道２号線道路改良事業に伴う境界確認

の立会会が開催されました。 

  そこで、本市が計画している市道湯街道２号線

の道路改良事業について、以下の点についてお伺

いをします。 

  ⑴市道湯街道２号線の道路改良事業の具体的な

事業内容についてお伺いします。 

  ⑵市道湯街道２号線の道路改良事業のタイムス

ケジュールについてお伺いします。 

  ⑶日新中学校の学区内における今後の道路整備

についてお伺いをします。 

  以上１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一） ４の湯街道２号線と日

新中学校の学区内の道路整備について、順次お答

えいたします。 

  初めに、⑴の市道湯街道２号線の道路改良事業

の具体的な事業内容についてお答えいたします。 

  本事業は、主要地方道黒磯黒羽線の渋滞緩和や、

鍋掛方面から黒磯市街地へのアクセスの向上と周

辺地域の利便性向上を主な目的としまして、社会

資本整備総合交付金事業を活用して整備を行うも

のでございます。 

  事業区間は、一般国道４号から市道鍋掛横３号

線までの約2.2㎞で、片側に幅員2.5ｍの歩道を設

置し、全体幅員10ｍで整備を計画しております。 

  事業期間は、平成25年度から平成34年度までの

10年間を予定しており、総事業費は約９億円を見

込んでおります。 

  次に、⑵のタイムスケジュールについてお答え

いたします。 

  本事業は、平成25年度に地権者等を対象とした

事業説明会を行い、平面測量を実施いたしました。

本年度は、道路法制に関する説明会を開催し、そ

の結果に基づき、路線測量と詳細設計を行い、用

地取得に必要な用地測量と物件調査を進めている

ところでございます。 

  今後のスケジュールといたしましては、来年度



－194－ 

から用地取得と物件補償を進め、平成30年度には

工事に着手したいと考えております。 

  最後に、⑶の日新中学校の学区内における今後

の道路整備についてお答えいたします。 

  日新中学校の学区内における今後の道路整備に

つきましては、市道湯街道２号線の道路改良のほ

か、市道石丸鍋掛線の舗装修繕や、市道下豊浦一

分水線の歩道整備などを予定しております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） それでは、⑴、⑵につい

ては関連をしていますので、一括で再質問をさせ

ていただきます。 

  市道湯街道２号線の道路改良事業の概要につい

ては、丁寧なご答弁ありがとうございます。 

  そこで、平成30年度に工事を着手したいという

ことですが、工事着手について、具体的にお伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一） 工事につきましては、

通行の安全確保を図る観点から、大体200ｍ程度

の連続した一定区間の用地の取得が進まないとで

きないというふうに考えてございます。 

  そのような中で、説明会におきまして、鍋掛横

３号線との交差点付近の地権者の方から、住宅の

移転の関係で、早期に用地取得をしてほしいとい

うふうな要望が出てございます。 

  このような要望や、道路の安全確保を図る観点

などから、用地取得が順調に進めば、市道鍋掛横

３号線との交差点と、あとは一般国道４号との交

差点の工事、これらを優先して施工したいという

ふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） 計画は理解をするところ

でありますが、社会資本整備総合交付金事業の内

容についてもお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一） 社会資本整備総合交付

金事業でございますが、本事業は、交通の安全確

保とその円滑化、経済基盤の強化、生活環境の保

全、都市環境の改善などを目的としまして地方公

共団体が行う社会資本の整備に対して、国が支援

する国土交通省所管の補助事業でありまして、補

助率は、道路の場合、10分の5.5となっておりま

す。 

  現在、本市におきましては、社会資本整備総合

交付金事業として道路整備を進めている路線が３

路線ございまして、今回ご質問の市道湯街道２号

線のほかに、新市建設計画で骨格道路に位置づけ

されております市道新南下中野線、それと緊急拠

点へのアクセス道路ということで位置づけをされ

ております市道井口966号線、これらがございま

す。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ご丁寧な答弁、ありがと

うございます。 

  それでは、最後の再質問に入りますが、日新中

学校学区内の道路整備につきましては答弁をいた

だきましたが、計画ができるまでの流れについて

お伺いをします。 

  また、今後どのような形で要望したらいいのか

お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一） ご質問が２点ございま

したので、初めに計画ができるまでの流れについ
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てお答えいたします。 

  市道の新設や改築を行う場合には、基本的に那

須塩原市道路整備基本計画、これに基づき実施を

しているところでございます。 

  今回ご質問の市道湯街道２号線につきましても、

この計画に基づいて実施しているものでございま

す。 

  この道路整備基本計画ができるまでの流れにつ

いて簡単に申し上げますと、平成18年度に策定し

ておりますけれども、まず交通量調査などにより

交通状況と渋滞などの発生点を把握した後、上位

計画である新市建設計画や市の総合計画、これら

と、将来交通需要予測ということで道路の交通量

を予測するわけですけれども、これらに基づいた

将来道路網を計画します。その計画した路線に対

しまして、交通要因による評価、それと交通要因

以外による評価、これ、16項目ほど評価項目がご

ざいますが、これらの項目の評価を行いまして、

整備の優先順位を決定いたします。 

  その優先順位に加えまして、事業の難易性です

ね。要望とか、住宅があって事業が難しいとか、

そういった難易性等を検討しまして、さらにパブ

リックコメントによる市民意見なども反映しまし

て、向こう10カ年間に整備する路線を盛り込んだ

道路整備基本計画を策定しております。 

  次に、今後どのような形で要望したらよいかと

のご質問でございますけれども、要望の形態とし

ましては、自治会長などが代表者となりまして、

地域の要望者の署名による整備要望、それと市政

懇談会での整備要望、それとＰＴＡからの整備要

望などがあるかと思います。 

  これらの要望につきましては、道路整備基本計

画を策定する際や、実施計画を策定する際に参考

とさせていただいているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ７番、櫻田貴久議員。 

○７番（櫻田貴久議員） ご丁寧なご答弁、ありが

とうございます。要望の仕方まで教えていただい

て、本当にありがとうございました。 

  本事業が主要地方道黒磯黒羽線の渋滞緩和や鍋

掛方面から黒磯市街地へのアクセスの向上と周辺

地域への利便性向上の目的を達成できる、非常に

私ども日新中学校学区内に生活している者にとっ

てはありがたい計画ですので、ぜひ積極的に進め

ていただきたく思います。本当にありがとうござ

います。 

  これで私の市政一般を終了いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、７番、櫻田貴久

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 星   宏 子 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） こんにちは。議席番号２

番、公明クラブ、星宏子です。 

  神奈川県川崎市の多摩川河川敷で中学１年の上

村遼太さんが殺害された事件は、同年代の子を持

つ親としてとても悲しく、ニュース報道されるた

び、胸が締めつけられます。 

  この事件は、今の子どもを取り巻く家庭環境、

学校の対応、さまざまな問題が複雑に絡んだ結果

になったと思います。上村さんのご冥福を深くお

祈りいたします。 

  それでは、通告書に従い市政一般質問を行わせ

ていただきます。 

  １、更なる子育てサポートを。 

  近年、子どもを取り巻く環境も、大人社会を反

映するかのように複雑化し、簡単に解決の糸口が

見出せず、学校において教職員の負担も大きくな
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っております。 

  また、下野新聞にシリーズで掲載されている

「子どもと貧困」は、貧困の中にいる子どもの状

況を赤裸々に紹介し、また経済格差が教育格差に

つながることを指摘しており、波紋を広げました。 

  そのような中、子育てに悩む保護者や子どもた

ちの悩み・相談に耳を傾け、カウンセリングをし

てくださるスクールカウンセラーの存在は、今後

ますます重要になってくるでしょう。 

  国・県においては、学校・地域・家庭をつなぐ

スクールソーシャルワーカーを増員する方針が出

ております。平成20年から始まった「スクールソ

ーシャルワーカー活用事業」の導入について、文

部科学省は次のように紹介をしています。 

  いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など、児

童生徒の問題等については、極めて憂慮すべき状

況にあり、教育上の大きな課題である。こうした

児童生徒の問題行動等の状況の背景には、児童生

徒が置かれている環境の問題が複雑に絡み合って

いるものと考えられる。したがって、児童生徒が

置かれているさまざまな環境に着目して働きかけ

ることができる人材や、学校内あるいは学校の枠

を超えて、関係機関等との連携をより一層強化し、

問題を抱える児童生徒の課題解決を図るためのコ

ーディネーター的な存在が教育現場において求め

られているところである。 

  現在、スクールソーシャルワーカーは全国で約

1,500人おりますが、平成27年度は4,141名、平成

31年度末には１万人の配置を目指すとの文科省の

方針が決定しました。 

  本市においても、広域に活動する県のスクール

ソーシャルワーカーとあわせて、市単位で活動す

るスクールソーシャルワーカーが必要であると考

えます。 

  心の相談員、児童サポートセンター等、本市の

子育てに関するサポートは整っておりますが、子

ども未来部がいよいよ始動するに当たり、さらな

る子育てサポートの充実が必要と考え、以下の点

についてお伺いいたします。 

  ⑴本市独自にスクールソーシャルワーカーを採

用し、今後活用する考えがあるかお伺いいたしま

す。 

  ⑵スクールソーシャルワーカーとスクールカウ

ンセラーとの連携の現状と今後の取り組みについ

てお伺いいたします。 

  ⑶幼児期におけるソーシャルワーカーのかかわ

りについてお伺いいたします。 

  ⑷スクールカウンセラーの増員についてお伺い

いたします。 

  ⑸心の相談員の増員とスキルアップについてお

伺いいたします。 

  ⑹児童サポートセンターの現在の取り組みや役

割と今後の拡充についてお伺いいたします。 

  ⑺貧困による教育格差のないよう地域資源を生

かした学習支援の取り組みや本市の考えをお伺い

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二） 星宏子議員の質問に順次お

答えをさせていただきます。 

  また、私からは、３番と７番についてお答えを

させていただきますが、それ以外につきましては、

教育部のほうから答弁をお願いしてございますの

で、あらかじめご了承願います。 

  初めに、３番の幼児期におけるソーシャルワー

カーのかかわりについてですが、幼児期には、保

健師や保育士、臨床心理士や言語聴覚士、さらに

は家庭相談員、母子推進員などがソーシャルワー

カーとしての役割を担い、相互に連携しながら、
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かかわりを持っております。 

  まず、保健師等が乳幼児健診等において発達に

気になるところのあるお子さんについて、早期に

発見をし、保護者へ説明などを行い、早い時期か

らの支援を行っております。 

  また、保育園等においては、保育士が園児のふ

だんの行動や様子を観察し、虐待や発達遅延の問

題があると考えられる場合には、子育て相談セン

ターや関係機関と連携を図りつつ、臨床心理士な

どを活用し、保護者に対して子どもとのかかわり

方の指導や悩みに関する相談を行っております。 

  次に、⑺の学習支援の取り組みについてお答え

をいたします。 

  国においては、生活困窮者自立支援法が制定さ

れ、平成27年４月１日から施行されます。この法

律は、生活の自立に向けた相談事業や、離職によ

り住居を失った方に家賃相当の給付金を支給する

事業などを実施することにより、生活に困窮する

世帯の自立支援を推進するものであります。 

  本市においては、それらの事業に加え、生活に

困窮する世帯の生徒などを対象とした学習支援事

業の実施を予定しており、平成27年度当初予算に

所要の経費を計上したところであります。 

  実施方針については、平成27年度から子ども未

来部を設置いたしますので、子ども未来部、教育

部、保健福祉部が連携し、効果的、効率的な実施

を図りたいと考えております。 

  私からの答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、私のほうから、

そのほかのもの、⑴、⑵、⑷、⑸、⑹につきまし

て、順次お答え申し上げたいと、こう思います。 

  初めに、⑴の本市独自のスクールソーシャルワ

ーカーの採用等のご質問でございますが、スクー

ルソーシャルワーカーの配置につきましては、新

年度予算に計上させていただいております。配置

人員につきましては１名、配置場所は教育委員会

学校教育課内、こちらを予定しております。 

  ⑵のスクールソーシャルワーカーとスクールカ

ウンセラーの連携及び今後の取り組みのご質問で

ございますが、スクールソーシャルワーカーの役

割というのは、子どもを第一に考え、さまざまな

福祉医療制度やサービスを提供するとともに、児

童福祉施設や学校などの関係組織と連携し、子ど

もを取り巻く環境に働きかけて、子どものよりよ

い生活環境を整えていくこととされております。 

  一方、スクールカウンセラーの役割であります

が、子どもや保護者及び教職員の内面的なサポー

トをする、主に心理面に着目をした心理相談業務

となっております。 

  将来に向けまして、それぞれの役割を明確にし

た上で、スクールカウンセラーとの連携を強化し

て、関係機関との連携、仲介、調整などの機能が

充実させることにより、本市の相談体制を一層強

化するように検討している最中であります。 

  次に、⑷のスクールカウンセラーの増員につい

てのお問い合わせでございますが、スクールカウ

ンセラーに関しましては、現在、県の派遣事業と

しまして、中学校全校、小学校４校に兼務も含め

まして５人のスクールカウンセラーを配置をいた

しております。 

  平成27年度につきましては、１名増員となり、

新たに２校に配置される予定となっております。 

  また、震災対応としまして、緊急スクールカウ

ンセラーが県から派遣をされておりまして、小学

校８校に対しまして６人のスクールカウンセラー

が現在、配置をされております。 

  各学校におきましては、さまざまな問題を抱え

た児童生徒や困り感のある保護者がおりまして、

カウンセリングを希望するケースが年々増加をし
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ていることから、より充実した体制づくりをする

必要があり、私ども、県に対しましてこの増員を

要望しているところであります。 

  次に、⑸の心の教室相談員関係のお尋ねでござ

いますけれども、児童生徒が学校内において第三

者的な立場の者に相談することによりまして、ス

トレスを少しでも和らげるような環境づくりとし

て、心の教室相談員を配置をしているところであ

ります。 

  本年度は、小学校11校、中学校７校、計18校に

12名の心の教室相談員を配置しております。 

  来年度は、新たに小学校１校と中学校１校に配

置をする予定でおりまして、これを見まして、小

中学校31校のうち、20校に配置する体制となりま

す。 

  また、心の教室相談員対象の研修でございます

けれども、年度初めに１年間の勤務の確認と相談

員としての心構え、あるいは児童生徒に接する上

での留意点などにつきましての研修を開催をいた

しております。 

  また、９月には、学校での相談事例をもとにし

た研修も実施しておりまして、継続的にスキルア

ップを図っているということであります。 

  次に、⑹の児童生徒サポートセンター関連のご

質問でございますが、現在、児童生徒サポートセ

ンターには、所長、担当指導主事１名、非常勤の

市カウンセラー４名、非常勤の専門医１名、教育

相談員２名のスタッフで運営をいたしております。 

  取り組みの内容でありますけれども、心や行動

に問題を抱えている児童生徒への対応につきまし

ては、主に学校からの要請を受けての指導と助言

を行っております。 

  不登校児童生徒の学校復帰を目指しました適応

指導教室ふれあい、あすなろ、そして宿泊体験館

メープル等の施設の管理運営、こういったものも

あります。保護者、児童生徒からの悩みに対しま

しては、カウンセリングの実施や日程の調整も行

っております。 

  さらに、不登校の未然防止のための研修会の実

施等につきまして、今、取り組みも行っていると

ころであります。 

  児童生徒を取り巻く環境はさらに複雑になって

きておりまして、相談件数もふえ、児童生徒サポ

ートセンターの果たす役割は大変の大きくなって

いると、こう考えております。 

  先ほど申し上げましたとおり、カウンセラーの

増員等も含めまして、地域関係機関との連携を行

いながら、さらなる相談事業の充実を図っていき

たいと、このように考えているところでございま

す。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは、順次再質問さ

せていただきます。 

  ⑴なんですが、スクールソーシャルワーカーを

採用するという予算も出ているんですけれども、

スクールソーシャルワーカーというのは、希望す

れば誰でもできるものなのでしょうか。 

  また、スクールソーシャルワーカーとして活動

するためには、どのような資格が必要なのか。 

  さらに、もう採用する方はお決まりなのでしょ

うか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 私どもが考えております

スクールソーシャルワーカーでありますけれども、

身分的には非常勤特別職として雇用させていただ

く予定でおります。 

  また、資格につきましては、一応社会福祉士も

しくは精神健康福祉士の資格を持っていらっしゃ
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る方、あるいは教育と福祉の両面に関しまして専

門的な知識、技能を有するとともに、過去に教育

や福祉において活動経験のある方、あるいはソー

シャルワーカーとして３年以上の職務経験を有す

る方、こういったものを経験あるいはお持ちの方

の中から選考していきたいと、こう考えておりま

す。 

  まだ現在、選考中でありまして、まだこの方に

というふうには決まっていない状況にはございま

す。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） かなり福祉のことですと

か、教育のことに対しての専門知識が必要な方に

お願いするということで、人選も難しいとは思い

ますが、また人選されても、最初から一人でスク

ールソーシャルワーカーとして活動するのは、と

ても難しい業務内容になると考えられるんですけ

れども、アドバイザーとしてスーパーバイザーを

つけるべきだと考えますが、市のお考えはありま

すか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 新たに設置をする職でも

ございますので、これに関しましては、既にこう

いったことを経験なさっている方からの適切なア

ドバイスというものは欠かせないものと考えてお

ります。 

  また、県のほうにおきましても、教育事務所内

には既にスクールソーシャルワーカーも配置をさ

れたりしております。そういった方々との連携を

図っていくということも大変大切なかと、このよ

うに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 県のスクールソーシャル

ワーカーさんとの連携が必要ということで、よろ

しくお願いいたします。 

  本年度は１人採用になっておりますが、今後な

んですが、さらにふやしていく予定はありますか、

お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まずは１名からというこ

とでスタートするわけですが、これをどう活用し

て、現場のニーズにこたえていけるかということ

は、しっかりとその活動について、私たちもサポ

ートしていかなければならないところであります

ので、そういったものを見きわめながら、今後ど

うしていくことが大切かということは考えていき

たいと、こう思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） よろしくお願いいたしま

す。 

  それでは、次、⑵の質問に移らせていただきま

す。 

  スクールソーシャルワーカーとスクールカウン

セラーとの連携の現状なんですけれども、相談体

制をより一層強化していくという返答をいただい

ております。 

  スクールソーシャルワーカーとスクールカウン

セラーの連携により、よくなるということは、本

当に子どもの生活環境を整えるために、とても重

要な役割を果たしてまいりますので、ぜひとのこ

の連携のほうもよろしくお願いいたします。 

  特に、スクールソーシャルワークに関しまして

は、1994年に批准した子どもの権利条約が最も重

要な規定となってきます。批准された国際条約は、

憲法より尊重されることが義務づけされておりま

すし、また学校教育法と子どもの権利条約と比較

すると、条約がより上位の位置に置かれます。 

  特に、第３条の子どもの最善の利益を優先的に
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考慮し、ソーシャルワークを実践するに際しては、

その視点に合っているかという問いを常に発しし

続けた対応となることを願っております。 

  また、先生方の行き届かない部分での気づきや、

様子の変化等に素早く対応できるのがスクールソ

ーシャルワーカーさんであったり、または養護教

諭の先生たちではないでしょうか。予防がとても

大切だと思います。 

  学校の素早い対応で、スクールカウンセラーさ

んやスクールソーシャルワーカーさんにつながる

ように、対策をより一層お願いしたいと思います。

要望になってしまいました。すみません。 

  次、⑶番の質問に移らせていただきます。再質

問です。 

  幼児期におけるソーシャルワーカーのかかわり

についてなんですけれども、保健師さん等が乳幼

児健診において発達に気になる子どもを早期に発

見して、支援を行っているという返答をいただき

ましたが、例えば乳幼児健診等に来ない家庭とい

うのは今までにありましたでしょうか、お伺いを

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） まず、25年度の数

値を持っていますので、それでお答えをさせてい

ただければと思うんですが、４カ月健診から保健

センターに出向いていただく３歳までの健診とい

うことで、延べ対象者が5,205人なんでございま

すが、その中で、１回目の健診を受けてないと、

そういう未受診者ということで申し上げますと、

283人、5.４％の方が１回目の健診を受けてない

と、そのような数字がございます。 

  それから、その前も、おおむね５％程度の方が

受けてないというふうなことになってございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 約５％の方が受けていな

いということなんですが、そのご家庭に対して、

受診してはいかがですかとか、そういったフォロ

ーとかはしていらっしゃいますか、お伺いいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 先ほど申し上げた

ような数字の方が受けてないというところがござ

いますけれども、その後は、再度受診を勧奨する

ような通知を差し上げるとともに、保健師が訪問

したり、電話をしたりということをしまして、最

終的には全員のお子さんの、来ていただきません

と、細かい数字の確認というのはできない部分は

ございますけれども、訪問等によりまして、大ま

かな状況は全ての方確認しているところでござい

ます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） そのご返答を聞いて、安

心しました。 

  自分から声を発することのできる保護者さんは、

支援にもつなぐことができるんですけれども、例

えば何かの原因があって、健診にも来られない、

来たくないという方に対しては、隠れてしまって、

なかなか見えなくなってしまうと思います。そう

いった困り感のある家庭を見つけて、フォローす

ることも大切なことだと思いまして、質問させて

いただきました。これからも積極的な働きかけを

お願いしたいと思います。 

  ⑷番のスクールカウンセラーの増員につきまし

ては、本当に増員の要望をしていきますとご返答

いただきましたので、ぜひともよろしくお願いい

たします。 
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  また、次の質問の⑸番なんですが、心の相談員

の増員とスキルアップについてなんですが、小中

学校31校のうち20校に配置することになるという

ことでしたが、小中学校合わせて残り11校は、心

の相談員は配置をしなくても大丈夫な問題のない

学校なのでしょうか。 

  また、何かこれから予算をつけて、配置するよ

うな、全校に配置するようなお考えがあるのでし

ょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 心の教室相談員の配置状

況についてのお問い合わせでありますけれども、

なかなか全てに、各学校に１人ずつ配置するとい

うのは大変難しいところであります。したがいま

して、心の教室相談員、それからスクールカウン

セラー、緊急スクールカウンセラー、それらをう

まく重ねながら、漏れのないように配置、相談体

制を構築する工夫をしているという現状をご理解

いただきたいと思います。決して全然何も対応し

てない学校があるというわけではございません。

よろしくお願いします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。 

  また、心の相談員さんの研修の件なんですが、

さまざまな配置をする前に研修をされているとい

うことで、９月にまたケースワーク的なものでの

研修もあるというご答弁をいただいておりますが、

ケースワークのほかに、児童心理学ですとか、カ

ウンセラーの研修などは実施される予定でいらっ

しゃるんでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 当然のことながら、一人

一人の子どもに寄り添って相談業務を進めるため

に、それなりの資質というのは大変重要であると、

こう思っております。 

  ここまですれば十分かということは私は決して

ないと思っておりますし、じゃスクールカウンセ

ラーと心の教室相談員はどう違うんだという部分

もあろうと思います。 

  要は、子どもたちが持っている悩みを受けとめ

られる、そういう第三者的立場の人がいるという

ことが、何よりも子どもたちにとっては安心感に

つながるものであろうと思っておりますので、そ

ういったことも考えながら、より計画的な研修と

いうのは、今後もしっかりと充実させていきたい

と、こう思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 子どもを思う優しい方が、

寄り添いたいという方が心の相談員さんとして働

いてくださっていると思うんですが、やはり傾聴

といったものも、技術も必要だと思います。そう

いった研修ですとか、また心理学、どういう気持

ちからこういう言葉が出たのかということも、や

はり相談を受ける中では、模索するところもたく

さん出てくると思いますので、やはり心の相談員

さんとして児童生徒や保護者とかかわるのであれ

ば、確かにスキルを身につける必要は、これから

も大切になってくると思います。 

  また、心の相談員さんがそうしたスキルを身に

つけることによって、スクールカウンセラーさん

の補助的な役目も果たすと思いますし、また先生

とか、学校の先生、スクールカウンセラーさんと

心の相談員さんとの連携で、より一層子どものサ

ポートが深まると思いますので、ぜひよろしくお

願いいたします。 

  続きまして、⑹番に移らせていただきます。 

  ⑹番の児童サポートセンターの現在の取り組み

についてなんですが、相談件数も、児童サポート



－202－ 

センターにつきましても、相談件数がふえている

というご答弁をいただきました。 

  そのことなんですが、児童サポートセンターが

発足してできて以来、相談内容の変化や、また相

談件数がどのくらいふえたかという、そういった

推移がわかれば、教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） サポートセンターにおけ

ます相談業務の状況のお尋ねかと思いますが、ト

ータルとして相談の件数、これは延べの件数でご

ざいますけれども、これはふえてきているという

傾向にございます。 

  また、内容につきましては、やっぱり圧倒的に

不登校やそれに起因する問題、こういったものが

主なものとなっているかなというふうに思ってお

ります。 

  ただ、その中でも、少しふえてきているかなと

いうものが、就学指導であったり、あるいは特別

支援教育に絡むそういった内容、そういったもの

も見受けられるかなと、こんなふうに思っており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 相談内容としては、やは

り不登校に関する相談が多くなってきているとい

うことでしたが、また児童サポートセンターに常

駐するカウンセラーが必要に思われるんですが、

先ほど非常勤のカウンセラーが４人いらっしゃる

というご答弁をいただいておりましたが、実際、

そのカウンセラーさんは、幾つもの学校を兼任し

ているのが実情です。 

  適応指導教室には、あすなろとか、ふれあいで

すとか、メープルですが、不登校児童や複雑な環

境の中、通所している児童もいます。児童生徒た

ちもそれぞれ学校も違いますし、学校配置のスク

ールカウンセラーは、勤務時間の関係とか交通手

段の関係で、適応指導教室には来られないという

のが現状です。 

  今、一番必要とされる施設において、いつでも

相談に乗っていただけるカウンセラーが不在とい

うのは、何かの理由があるのでしょうか。 

  学校とやはり兼任していては、手が回らないの

が実情あると思います。 

  緊急時にカウンセリングを受けたくても、予約

を入れないと時間もとれなかったり、すぐに対応

もできなかったりしております。 

  また、県採用のスクールカウンセラーの方は、

勤務時間や出勤日も決められておりまして、自由

に動くことができないのも現状ありますので、あ

る程度自由に動ける市採用のスクールカウンセラ

ーも必要だと思いますが、いかがでしょうか、お

伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 確かに、相談体制をさら

に手厚くということは必要だというふうに私ども

感じております。 

  現在、児童生徒サポートセンターには４名の市

のカウンセラー、内訳しますと、心理判定員が１

名、それから臨床心理士が２名、作業療法士１名

を配置しておりまして、必要に応じて調整をしな

がら対応しているというのが現状でございます。 

  また、学校との連携も大変重要でありまして、

学校からこのサポートセンターのほうに相談業務

とつなぐということも多くある事例でございます。 

  理想は、常駐していただいて、いつでも対応で

きるという体制を構築することが理想ではあろう

かと思っておりますが、ここに行く着くために、

どういう環境を整えていくかということも、また

同時に考えていかなければなりませんので、そう
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いったことも含めまして、学校へのスクールカウ

ンセラーの配置、心の教室相談員の整備、こうい

ったものもトータルで含めて、さらにその中で、

この児童生徒サポートセンターがどういう役割を

担っていくべきかということは、今後、しっかり

と前向きに考えていかなければならない。その中

で考えていければというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） よろしくお願いいたしま

す。 

  先ほどサポートセンターは、学校からの要請を

受けての指導と助言とか、また不登校の未然防止

のための研修会の実施をとり行っているという最

初のご答弁をいただきました。 

  各学校におきまして、連続して４日以上欠席し

ている児童生徒の状況は、学校内において教頭先

生や校長先生に報告されているのでしょうか。 

  報告されていたとしても、例えば担任の先生や

学年主任の先生に任せ切りになっているというこ

とはないでしょうか。 

  保護者が担任の先生に子どもの行き渋りを相談

し、話を聞いたとしても、先生は例えば対応して

くださったとしても、なかなか状況に改善するこ

とがなく、そのまま不登校になってしまうケース

もあります。 

  児童サポートセンターは、学校からの要請を受

けての指導になるので、まず学校かセンターにつ

ながらないと、センターとしても助言はできませ

ん。 

  不登校の未然防止をするには、児童生徒の様子

や情報をいち早くキャッチする必要があると思い

ます。そのためにも、適応指導教室を含めて、各

学校に一人ずつのスクールカウンセラーが必要だ

と思います。 

  スクールカウンセラーの増員も含めて、相談事

業の充実も図っていただけるということなのです

が、検討課題ということでご答弁いただきました

が、実際、人材確保といいましても、臨床心理士

ですとか、専門的な知識を持っている方が必要に

なってくると思います。人材確保は、今後どのよ

うにしていくのか、またスクールソーシャルワー

カーさんもそうなんですが、福祉のスペシャリス

トの人材確保のために、臨床心理士ですとか社会

福祉士、児童福祉士等の資格を持っている方の人

材バンクをつくってはどうかと考えるのですが、

市の考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まず、不登校傾向のある

子どもたちの把握について、ちょっと触れさせて

もらいたいと思うんですが、本市におきましては、

以前から各学校におきまして、一月の間に４日以

上の欠席のあった児童生徒について、全て学校が

個々のシートを作成して、それを学校と私ども教

育委員会事務局のほうが共有をしておりまして、

その中には、どういう状況で現在、こういう欠席

になっていて、担任や学校としては、こんなふう

なかかわりをしているということがそこには書か

れております。そういったものをもとにしながら、

長期に及ぶ傾向がある場合には、早目に学校と私

どもで連携をしながら、場合によっては、このサ

ポートセンターも絡みながら、早期にその問題解

決をするように取り組んでおりますので、そこだ

けちょっと触れさせていただきたいと思います。 

  また、人材の育成についてですけれども、各先

生方には、教育相談についての研修はできるだけ

多く受けてもらうことによって、学校での子ども

の対応というものがより適切にできるようにして

いっております。 

  また、カウンセラーの資格につきましては、大
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変時間と費用のかかるものでありますので、そう

早い時期に早く人材を確保できるというのは、な

かなか難しいことでもあります。ですけれども、

必要のあるものでありますので、これは本市だけ

ができるものではありませんので、全体としてそ

ういう方向に今、行きつつありますので、ぜひそ

れを私ども、大いに期待をしているようなところ

でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ４時１０分 

 

再開 午後 ４時１９分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 学校の先生も研修を受け

ているということのご答弁をいただきました。そ

の件では、本当に了解をいたしました。 

  これからも、やはり子どものサポートというこ

とで、手厚いフォローのほうをよろしくお願いい

たします。 

  続きまして、⑺番の貧困による教育格差のない

よう、地域資源を生かした学習支援の取り組みや

本市の考えなんですけれども、生活に困窮する世

帯の生徒を対象にした学習支援の事業の実施を予

定しているというご答弁をいただきましたが、事

業の概要とかが具体的に決まっていましたら、教

えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 現時点におきまし

ては、先ほど市長からご答弁申し上げましたよう

に、新年度に実施したいということで、予算をお

願いしているという状況でございますので、本当

に概要をお答えするだけでご容赦いただければと

思うんですけれども、生活に困窮する世帯といた

しましては、生活保護世帯、あるいは準要保護世

帯に属する中学生、１年生から３年生までという

ことになりますけれども、を対象とした学習支援

を行いたいというふうに思っているところでござ

います。 

  場所につきましては、例えば公民館ですとか、

高齢者福祉施設などで協力したいなんていう声も

いただいておりますので、どこというふうにはま

だ決めてございませんけれども、そういうところ

を利用しまして、こういうような事業についての

ノウハウを持っている民間団体がございますので、

そういうところにお願いしながら、実施というこ

とになろうかというふうに思っているところでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） こうした取り組みが広く

周知されるような形で、ぜひよろしくお願いしま

す。 

  生活保護受給世帯の中学３年生ですね、高校の

進学率がわかりましたら、教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） では、生活保護世

帯に属しています中学生の高校進学率というご質

問でございますけれども、那須塩原市の状況でご

ざいますと、分母となる中学生の数というのは大

変少ないことから、１人の方が進学しないだけで、

進学率に大きなばらつきが出てしまうというのが

実情でございますけれども、平成26年の３月に保

護世帯に属していて、翌４月に高校に進学したと
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いうのを申し上げますと、８人のうち７人の方が

進学をされているということで、進学率で言うと

87.5、１人の方の影響が大きいと先ほど申しまし

たが、そういうことで、87.5でございます。 

  厚生労働省の発表によりますと、全国平均は

90.8というふうな数値が、これは平成25年４月１

日、１年前の数字になりますけれども、というふ

うな数値でございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解しました。 

  そういった生活困窮家庭のやはり学習支援って

とても大切な事業だと思いますので、ぜひ今後と

もこちらの事業のほうも拡張していくことを願い

ます。 

  また、学習支援を受けることが貧困家庭だと言

われないようにしたりとか、また貧困に関係なく、

学力が気になる児童生徒などもいると思うんです

けれども、そういった児童生徒も利用できるよう

な形で、間口を広げるということはできますか、

お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） まず、学習支援を

受けているお子様は貧困家庭だというふうなこと

がないようにという配慮は、当然やっていかなけ

ればならないというふうに思っているところでご

ざいます。 

  一方、この事業、国のお金も入る生活困窮者の

自立支援法に基づいた事業ということで進めてい

きますので、広く、生活に余裕のある世帯の方と

いうのは、この事業の中ではなかなか難しいとこ

ろかなというふうに思うところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解しました。 

  子どもを取り巻く環境もだんだん複雑になって

おりますし、やはり安心して暮らせる那須塩原市

を築くためにも、これからもやはり目の前にいる

子どものためにも、しっかり私たち大人が何をす

べきか考えながら、目をそむけずに取り組んでい

くようになっていくことが大切だと思います。 

  以上申しまして、１番の質問を終わらせていた

だきます。 

  続きまして、２番の質問に移ります。 

  児童生徒の緊急搬送時の情報の共有化について。 

  昨年３月の定例会において、学校アレルギー対

策についてお尋ねをしました。各学校では、従来

から児童生徒への救急対応ができるよう、必要な

情報を共有し、消防署、医療機関と連携を図って

いるとのご返答でした。 

  各学校における「生活管理指導表」や「保健調

査票」では、保護者の同意の範囲が学校職員まで

となっているため、緊急時に学校外への個人情報

の提供が難しくなっています。また、健康な子ど

もがけがをした際に、必要な保護者の名前や勤務

先などが記入できるようになっておりません。 

  一歩踏み込んだ対応として、群馬県渋川市では、

児童生徒がアレルギーに限らず、病気やけがで緊

急搬送される際、学校と消防署が迅速に連携でき

るように、子どもの病歴を記入する緊急時対応の

「子ども安心カード」を作成し、活用しています。 

  本市におきましても、消防署と学校が情報を共

有するネットワークで子どもの命を守る必要があ

ると考えることから、緊急時の学校の対応策も含

めてお伺いいたします。 

  ⑴アレルギーによるアナフィラキシーショック

時の対応とエピペン講習会の効果についてお伺い

いたします。 

  ⑵食物アレルギー疾患を学校に申し出た児童生



－206－ 

徒のうち、学校生活管理表などの医師の診断書を

提出した直近の割合をお伺いいたします。 

  ⑶ＡＥＤの設置場所と教職員の研修についてお

伺いいたします。 

  ⑷高学年からの心肺蘇生法講習会の実施につい

ての考えを伺いいたします。 

  ⑸那須塩原版「子ども安心カード」作成につい

ての考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） それでは、２の児童生徒

緊急搬送時の情報の共有化について、順次お答え

をいたします。 

  初めに、⑴のアナフィラキシーショック時の対

応とエピペン講習会の効果についてお答えいたし

ます。 

  アナフィラキシーが発症した場合の対応につき

ましては、各種ガイドラインに基づきまして、各

校で事故発生時のフローチャート等を作成するな

ど、万が一事故が起きた際は、学校現場で可能な

限り適切な行動ができるよう、準備をしておりま

す。 

  あわせまして、エピペンを処方されている児童

生徒については、平成26年度から市教育委員会と

各地区の消防署が覚書を交わしまして、保護者か

ら同意を得た上で、各消防署に情報提供を行って

いる状況です。 

  エピペン講習会の効果についてですが、今年度

は市教委の主催する食物アレルギー対応研修会の

ほか、県主催の校内体制整備事業研修会と食物ア

レルギー対応全体研修会の計３回を実施しており

ます。 

  また、専門医による講義とエピントレーナーを

活用した体験練習等によりまして、教職員の実践

的効果があったというふうに考えております。 

  続きまして、⑵の学校生活管理指導表などの医

師の診断書を提出した直近の割合についてお答え

をいたします。 

  本年度４月に全保護者に対しましてアンケート

調査を実施しております。その結果、食物アレル

ギーのあることを学校に申し出た小学校では142

人、中学校では72人、そのうち医師の診断によっ

て学校生活指導管理表を提出した生徒数は、こと

しの２月１日現在ですが、小学校で74人、52.1％、

中学校で24人、33.3％となっております。 

  続きまして、⑶のＡＥＤの設置場所と教職員の

研修についてお答えをいたします。 

  ＡＥＤにつきましては、全校に配備をしており

ます。職員室、職員玄関、また保健室、児童生徒

の昇降口のいずれかで、すぐに取り出せる場所に

設置をしているところです。 

  また、教職員の研修についてですが、現職教育

やプールの開設前に、消防署にお願いをいたしま

して、署員の方を講師に招き、保護者と一緒に講

習会に職員も参加をし、受講しているという状況

です。 

  続きまして、⑷の高学年からの心肺蘇生法の講

習会の実施についての考え方でございますが、学

習指導要領では、中学校の保健体育の指導事項に

心肺蘇生法が位置づけられております。本市にお

きましては、中学校３年生の授業で実際に取り扱

っているところでございます。 

  小学校高学年における心肺蘇生法の講習会につ

きましては、現在行ってはおりません。ただ、文

部科学省では、心肺蘇生法の学習をする対象をお

おむね10歳以上という規定がなされておりますの

で、本市につきましても、実施について、今後研

究をしてまいりたいというふうに考えております。 

  最後に、⑸の那須塩原版「子ども安心カード」
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の作成についてお答えをいたします。 

  那須塩原市として統一した様式は示しておりま

せんが、各学校で緊急搬送が必要な場合、学校ご

とに作成をした緊急連絡先カード、また保健調査

票に記載された情報を必要に応じて消防署及び救

急隊に伝達することになっております。 

  なお、渋川市の子ども安心カードと同じ役割を

持つ引き継ぎ用のシートを用意している学校につ

きましては、小学校で23校中８校、中学校10校中

６校が現状でございます。 

  教育委員会といたしましては、今後、各校の養

護教諭など協議を重ねまして、緊急時により的確

に医療機関につなぐ体制を整えてまいりたいとい

うふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ご答弁ありがとうござい

ます。 

  それでは、順次再質問させていただきます。 

  アレルギーによるエピペン講習会なんですが、

効果はあったと考えられますというご返答をいた

だきました。 

  研修会の受講者数は、何人ぐらいお受けになり

ましたか、わかりましたら教えてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 先ほど３回の講習会を実

施したということでお答えをいたしましたが、ま

ず市の主催によります食物アレルギー対策の対応

研修では、学校関係者で51名、保育園関係者で７

名の合計58名が参加をしております。 

  また、県主催の校内体制整備事業の研修会、こ

れは西那須野中学校を会場で行ったんですが、学

校関係者が41名、行政関係者が９名の合計50名で

実施しております。 

  それと、県主催の食物アレルギー対応全体研修

会、これは県のほうで宇都宮のほうで開催されて

おりますが、学校関係者10名が参加をしていると

いう状況でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 順次、研修会のほうも、

今年度は受けられなかった先生方も来年度を受け

るということで、順番にこういう研修会を受講す

るような形になるのでしょうか、お伺いいたしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） ただいま申し上げました

ように、学校関係者、合わせますと100名という

ことなんですが、それぞれ業務を持っている中で、

どうしても参加できないという先生方もいらっし

ゃると思います。今後、継続的にこういった事業

は続いていきますので、それぞれの状況に応じて、

できるだけ多くの先生に、学校関係者に参加して

いただきたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。よろ

しくお願いいたします。 

  研修の効果としては、運動性アナフィラキシー

ショックの症状というのがわかりますでしょうか。

運動誘発性ということで、突然、アレルギーを持

っていなくても、何かの状態、体の調子ですとか

食べ合わせ、どういったことで起きるか本当にわ

からない状態で、突然発症のショック状態だと、

エピペンを持っていない子が、突然アナフィラキ

シーショックになってしまったといった場合に、

どういった対応ができるか、またそれをショック

状態だと研修を受けたことでわかりますか、お伺

いいたします。 
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○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 研修を受けた学校関係者

の方については、研修の中で、そのショックの症

状であるとか、そういったものは、現場といいま

すか、研修の中で十分そういった症状も把握でき

る内容になっておりますので、実際に運動性でエ

ピペンをお持ちでないお子さんも、中にはそうい

う症状が出ると。 

  ただ、研修の中で、その症状というものは、皆

さん実際に経験しているというか、研修していま

すので、そういうような症状を現場で見た際に、

その判断の中で、これはアナフィラキシー、エピ

ペン必要かなというような判断もできるかと思い

ますので、その現場、現場での対応にはなるかと

思いますが、やはり研修の効果というものを生か

していきたいというふうには考えています。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひよろしくお願いいた

します。 

  次、⑵番なんですが、食物アレルギー疾患を学

校に申し出たうちの医師の診断書を提出した直近

の割合なんですが、アンケートを書いたにもかか

わらず、医師の診断書を提出していないというご

家庭なんですが、それは食物アレルギー以外の症

状だったので、受ける必要がなくて、提出をされ

ていないのでしょうか。 

  また、診断書が必要なのに、提出していないと

いうご家庭がありましたら、そのご家庭への対応

というのはどのようにしているかをお伺いいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 診断書等を医師からもら

ってこないというか、医師から受けてないで、提

出してないという方も中にはいるかと思いますが、

お医者さんに診ていただいた段階で、アレルギー

の症状幾つかありますが、その中で、保護者とし

ては届け出が必要ないという、ある意味、自己の

判断で出さないご家庭もあるかというふうには思

っております。 

  できるだけ市といたしましては、診断を受けた

上で、それぞれの症状に応じて、やはり診断、管

理表等も提出していただけるように、できるだけ

年度当初も含めてお願いをしていく、一人でも多

くの方に出していただくような対応はしていきた

いというふうに考えています。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 保護者の自己判断で提出

されないというのが、一番お困り、学校側として

も、何か問題があったときに、事故が起きたとき

に、大変お困りになるだろうと思いますので、ぜ

ひお声がけのほうをよろしくお願いいたします。 

  続きまして、⑶番なんですが、ＡＥＤの設置場

所についてなんですが、ＡＥＤはすぐに取り出せ

る場所に設置しているというご答弁をいただきま

した。全校に配備しているということで、安心を

しました。 

  総務省の消防庁でＡＥＤ適正配置に関するガイ

ドラインの中で、日本において学校管理下の児童

生徒の突然死のおよそ３割は心臓突然死、年間30

から40件の心臓の突然死が発生していると報告さ

れており、学校は最もＡＥＤ設置が求められる施

設の一つである。日本のほとんどの学校には、少

なくとも１台のＡＥＤは設置されているが、広い

学校内において、心停止発生から５分以内の除細

動を可能とするためには、複数台のＡＥＤを設置

する必要がある。クラブ活動や駅伝の練習、水泳

中などの運動負荷中に発生しており、運動場やプ

ール、体育館のそばなど、発生のリスクの高い場
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所からアクセスを考慮する必要があると明記して

おります。 

  今後の課題として、ＡＥＤの設置場所の増加と

設置方法が挙げられますが、このような指摘に対

して、本市のお考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 今、ご質問のありました

ように、本来であれば、複数のＡＥＤを設置をし

て、非常時にすぐ対応できるというのが理想的な

形であろうとは思っております。 

  今後、設置台数の増についても、学校等との関

係、調整を図りながら、検討していきたいという

ふうに考えています。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） よろしくお願いいたしま

す。 

  ＡＥＤの利用で考えられるのは、やはり夏休み

とか冬休みなど長期休暇のときだと思うんです。

学校の先生は、残業していない限り、夜はいらっ

しゃらないと思うんですね。そういうときに、せ

っかくＡＥＤがあっても、例えばスポ少ですとか、

地域の方、ママさんバレーとか、いろいろ利用さ

れている方もいらっしゃると思うんですけれども、

いざというときに使えないのでは意味がありませ

んので、学校の管理体制と、あと利用する方たち

の利便性をよく協議をした上で、ＡＥＤの設置が

無駄にならないように対応をお願いしたいと思い

ます。 

  というのは、学校が閉まっていますと、あそこ

にＡＥＤがあるのに、学校の中に入ってとれない

といった場合も考えられると思いますので、実際、

校舎が閉まっているときに、ＡＥＤが必要になっ

た際に、窓ガラスを割ってＡＥＤをとってしまっ

ていいものかどうか、まずそこから迷ってしまう

と思いますので、そのあたりの対応をお聞きした

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 現在、学校に設置してい

るＡＥＤにつきまして、学校教育活動の中での対

応というのをメーンに考えているわけですが、今

ご質問ありましたように、土日の活用であるとか、

夜間の活用であるとか、それぞれ学校を活用する

機会がいろいろあるかと思います。 

  現時点で、例えば夜間とか土日に学校が閉まっ

ている際に、そういうような病気を発症したとい

うような場合には、時と場合にもよりますが、や

はり人命第一ということであれば、わかりやすい

ところ、入り口にはＡＥＤが設置してありますと

いうような表示をしておりますので、そういった

場合には、ガラスをある意味割った形でそれを活

用するとか、そういったこともやはりいたし方な

いのかなというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） わかりました。 

  人の命はガラスよりも重いですので、しっかり、

でもそういうこともありだということがちょっと

頭の中にあるだけでも対応はできると思いますの

で、ご答弁ありがとうございました。 

  また、⑷の高学年からの心肺蘇生法の講習会の

実施について、これからの研究していきたいとい

うお答えをいただきまして、ありがとうございま

した。 

  心肺蘇生法は、本当に繰り返し練習することで

身についていくものだと思いますので、子どもの

ころから練習していますと、いざというときに、

おうちで家族の方が倒れていたりとか、あと友人、

また身近にいる人が倒れていたときに助けられる

かもしれません。本当に命の大切さを実感できる
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として、本当にこういった講習会のほうもぜひよ

ろしくお願いいたします。 

  続きまして、⑸番の那須塩原版の子ども安心カ

ードの作成についてなんですが、小学校８校と中

学校６校でシートを用意しているということでし

たが、まだ作成していない学校につきましても、

学校の作成をお願いしたいと思うのですが、その

あたりのお考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 安心カードということで、

全ての学校がそれを対応しているということでは

ありませんが、実際にそれぞれ学校の管理指導表

であるとか、健康管理表については、ご質問にあ

りました渋川市でつくっているものとほとんど変

わらないものを全て今、用意して、それぞれ対応

しておりますので、今後、養護教諭等とも連携を

しながら、全校でそういう取り組みができるか、

また関係機関、特に消防関係であるとか、そうい

ったところとも調整を図りながら、保護者のご理

解をいただくということもありますので、そうい

った部分も含めながら、今後検討していきたいと

いうふうに思っています。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひよろしくお願いいた

します。 

  スクールカウンセラー、スクールソーシャルワ

ーカーや子どものそういったサポート、また救急

搬送時の情報の共有というのは、やはり子どもの

命を守るということで、より充実していくという

ことは大切なことだと思いまして、今回取り上げ

させていただきました。 

  今後とも、本当に那須塩原市でもよく取り組ん

でいただいていると思っています。やはり定住促

進を考えたときに、やはり皆さんに選んでいただ

ける那須塩原市となるように、しっかりまた取り

組みをより充実させていけたらと思います。 

  以上をもちまして一般質問を終わらせていただ

きます。ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、２番、星宏子議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（中村芳隆議員） 以上で本日の議事日程は

全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ４時４７分 




